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研究要旨 

 

１） 感染症発生動向調査の継続的な評価と改善：疾患疫学の変化・医療体制の変化・新たな検査法の開発・

受診動向の変化・社会の新たなニーズ等に対応したシステム改善のための検討を継続して実施することに

より、感染症対策立案により有用なシステムを構築しうる。 

２） 感染症発生動向調査データの利用の促進：地方感染症情報センター等で利用可能な解析ツールの開発、

情報の公開の仕組み等についても具体的な検討を行なうことにより、行政対応の現場において、また、一

般市民向けのリスクコミュニケーションにも、役立つことが期待される。データの解析の段階でサーベイラン

スバイアスを抑制する手法等について検討を行なうことにより、より的確な対策立案に資することが期待さ

れる。 

３） マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生への備え：新型コロナウイルス感染症発生、および開催が

延期され今年度開催となった東京大会を機に、感染症危機管理体制の見直しと必要な強化を行う。 

 
研究分担者 

●砂川富正 国立感染症研究所 実地疫学研究センター 

●中村廣志 相模原市衛生研究所 所長 

●村上義孝 東邦大学医学部 社会医学講座 医療統計分野 

●荒牧英治 奈良先端科学技術大学院大学 先端科学技術研究科 

●若宮翔子 奈良先端科学技術大学院大学 先端科学技術研究科 

●谷口清州 国立病院機構三重病院 院長 

●脇田隆字 国立感染症研究所 所長 
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●斎藤嘉朗 国立医薬品食品衛生研究所 医薬品安全科学部 

 

A. 研究目的 

１）感染症発生動向調査の継続的な評価と改善 

感染症発生動向調査は、法的根拠に基づき、

事業として全国一律のシステムとして運用さ

れているサーベイランスである。また、国内

の医療アクセスの保証・高い医療水準に裏打

ちされた質の高い情報が得られるシステムで

もあり、国内の感染症対策立案のための基盤

となる情報を提供している。疾患疫学の変化・

医療体制の変化・新たな検査法の開発・受診

動向の変化・社会の新たなニーズ等に対応し

たシステム改善のための検討を継続して実施

することが必要である。 

２）感染症発生動向調査データの利用の促進 

地方感染症情報センター等で利用可能な解析

ツールの開発、情報の公開の仕組みについて

も、引き続き検討を行なう必要がある。 

 

３）疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と

改善 

疫学的・統計学的な視点から、感染症サーベ

イランスを評価し、必要な改善点・方法を検

討・提案する。 

４）マスギャザリング時や新興・再興感染症の派

生への備え 
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地方自治体間など関係者の情報共有、感染症

発生動向調査の仕組みでとらえられない公衆

衛生的に重要な感染症事例への対応、医療と

行政の連携、急性感染症事例に対してのリス

ク評価、国際的な情報発信など、多様な観点

からの機能強化が必要である。海外で発生す

る感染症事例についての情報収集・リスク評

価の体制整備も重要である。 

５）東京大会におけるサーベイランスの具体的手

法の検討 

2021 年に開催が延期された東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会（以下、東京大

会）を機に、感染症危機管理体制の見直しと

必要な強化を行うことにより、将来にわたっ

て持続可能な体制を東京大会のレガシーとす

る。 

６）新型コロナウイルス感染症への対応 

2020 年 1月に武漢において探知され新たな感

染症である新型コロナウイルス感染症の病原

体サーベイランスの構築にかかる病原体検査

系の開発とサーベイランス体制の構築を図っ

た。 
 
B. 研究方法 

1. 中央感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：砂川

富正ら） 

感染症発生動向調査の運用面での課題の抽出

とその解決策についての検討を継続する。実

際のマスギャザリング時を含めた感染症サー

ベイランス全体の概況及び運用面の課題につ

いて、地方および中央感染症情報センターそ

れぞれについて整理する。NESID 更改に向けて

情報整備を行い、任意の解析に利用しやすい

形式での感染症発生動向調査情報解析のツー

ル作成について技術的検討を行なう。 

2. 地方感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：中村

廣志ら） 

COVID-19 のような新興感染症や再興感染症の

発生に対応するために、地方感染症情報セン

ターの情報提供システムの強化を目指す。『感

染症データ分析ツール』に都道府県・保健所別

に地図上に表示する機能や、地域情報が一括

して参照可能な Web を構築しデータをグラフ

上に自動表示する等の新しい機能の充実に向

けた検討を進める。 

3. 疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と

改善（研究分担者：村上義孝ら） 

新型コロナウイルス感染症に伴い、インフル

エンザをはじめとする感染症サーベイランス

対象疾患が例年になく減少しているとの報告

がある。この点について推定罹患数および警

報・注意報の観点から感染症発生動向調査の

データを分析し、新型コロナウイルス感染症

流行に伴う予防行動の影響を考察する。 

4. 症状ツイート可視化システムの構築と新型コ

ロナに対する市民の反応調査（研究分担者：荒

牧英治ら） 

大規模かつ長期的な一般市民のソーシャルメ

ディアデータを分類し可視化するウェブベー

スシステムについて、ウェブ探索クエリデー

タを用いて、都道府県単位で一般市民の新型

コロナウイルス感染症に関する関心の高さを

可視化する方法を確立する。 

5. イベントベースサーベイランスの運用：地域

における感染症クラスターの早期発見とリス

ク評価のためのサーベイランスに関する研究

（研究分担者：谷口清州ら） 

COVID-19 を中心に、Notifiable diseases 

serveillance に加えて、クラスターを効率的

に探知するための event-based serveillance、

地域での感染伝播密度を監視するための

sentinel ILI/CLI serveillance を検討する。 

6. 病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめ

（研究分担者：脇田隆字ら） 

新型コロナウイルス感染症の病原体サーベイ

ランスの構築にかかる病原体検査系の開発、

国内の新型コロナウイルス検査体制を強化す

るために、新たな検査補法の開発および整備

について調査を実施する。調査対象は感染研、

地衛研、検査試薬メーカーを想定しており、核

酸検査（変異株特異的 PCR 法）、抗原検査（制

度を向上したイムノクロマト法）、抗体検査

（精度の向上と、変異株に対する抗体検査法）

等の実施状況を調査する。 

7. GIS 解析を用いた効果的な情報発信の有用性

について：高齢者施設における新型コロナウ

イルスの血清疫学調査とワクチン抗体価反応

（研究分担者：齋藤玲子ら） 

高齢者施設における不顕性感染の実態と高齢

者へのワクチン接種効果を調査するために、

2020 年に新潟市のクラスターが発生した施設

の職員と入所者を対象に、新型コロナウイル

スのＮ抗原とＳ抗原に対する抗体価調査を

103 名に対して行った。 

8. 国際的なマスギャザリング時のリスクマネジ

メント（研究分担者：和田耕治ら） 
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東京オリンピックに向けて健康危機管理とし

てホストタウンも含めた都道府県への講演や

指導などを行った。また、健康危機管理につい

て執筆などを行った。医療者やボランティア

に必要な予防接種についても優先度をとりま

とめた。 

9. ワクチン・治療薬に関する有効性・安全性情報

の解析と集約、及び提供（研究分担者：斎藤嘉

朗ら） 

平日毎日、新型コロナウイルス感染症治療薬・

ワクチンの最新治験を、報道、臨床試験サイト、

文献、プレスリリース等から収集し、関連部署

への提供を行った。 

10. 国際的な感染症情報の収集と解析（研究協力

者：笠松ら） 

東京大会における COVID-19 を中心とした感染

症対策に資するべく、感染症発生の早期探知

を目的とした強化サーベイランスを実施した。 

11. COVID-19 の病原体検査指針の編纂（研究協力

者：宮崎義嗣ら） 

COVID-19 の感染経路や臨床的特徴及びその経

過、予防法や治療法が未だ確立できていない

こともあり、最新の知見に基づく頻回な改定

を実施する。 

12. COVID-19 関連文献紹介の HP 作成（研究協力

者：新城ら） 

医療従事者、対応方針決定者、検査機関、保健

行政担当部局等を対象に、東京大会へむけて、

国内の COVID-19 公衆衛生対応に有用な知見

を適時に収集し共有する。 
 
C. 研究結果 

1. 中央感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：砂川富

正ら） 

感染症法に基づく感染症サーベイランスの安定的

な運用に資するための感染症発生動向調査ツール

である NESID の実務に関する改善や、大規模イベ

ント時の強化サーベイランスに活かしてきた。ま

た、COVID-19 の発生動向調査ツールである HER-

SYS に関して定期的にシステム評価を行った。 

2. 地方感染症情報センターの立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善（研究分担者：中村廣

志ら） 

感染症情報の利用促進のための『感染症データ分

析ツール』に都道府県・保健所別に地図上に表示

する機能を追加した。また、地域情報が一括して

参照可能な Web を構築しデータをグラフ上に自動

表示する機能を付加した。 

3．疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と改

善（研究分担者：村上義孝ら） 

感染症発生動向調査に基づいた警報基準値の変更

可能性、罹患数推計、病原体サーベイランスデー

タの有効活用、４類・５類全数把握対象疾患の多

発現象の検知方法などを検討した。特に、RS 感染

症では警報基準値の検討は完了、NESID への実装

段階にある。 

4. 症状ツイート可視化システムの構築と新型コ

ロナに対する市民の反応調査（研究分担者：荒牧

英治ら） 

大規模かつ長期的な一般市民の反応モニタリング

やデマ情報の把握・分析のために、感染症の主な

症状に関するソーシャルメディアデータの可視化

システムや、デマツイート情報を収集し、話題ご

とに分類して可視化するシステムを構築した。 

5. イベントベースサーベイランスの運用：地域に

おける感染症クラスターの早期発見とリスク評価

のためのサーベイランスに関する研究（研究分担

者：谷口清州ら） 

三重県においてインフルエンザ定点における上道

気炎（ILI/ARI）サーベイランスを行い、陽性率を

産出することによって SARS-CoV-2 とインフルエ

ンザウイルスの地域内感染伝播の評価ができるこ

とを示した。また、病原体にも広げて多種類病原

体同時検査を行い、上記２種類以外にも ILI の原

因として、RSV、PIV-3、HRV の流行を把握できるこ

とを示した。 

6. 病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめ

（研究分担者：脇田隆字ら） 

・国内外のリアルタイム PCR 法の性能試験を実施

した。変異ウイルスを検出するためのリアルタイ

ム PCR 法を構築した。また、リアルタイム PCR 法

の実施に必要な試薬、変異ウイルス検出のための

陽性コントロールなどを地方衛生研究所に配布し

た。 

・新型コロナウイルスのゲノム解析については外

部への委託や、地衛研への技術移転などにより検

査能力の向上および均てん化につとめた。 

・患者情報のとりまとめにおいては、REBIND 事業

が開始され参加した。 

7. GIS 解析を用いた効果的な情報発信の有用性に

ついて：高齢者施設における新型コロナウイルス

の血清疫学調査とワクチン抗体価反応（研究分担

者：齋藤玲子ら） 

職員の平均年齢は（47.1 歳、25～69 歳）、入所者

の平均年齢は（90.4 歳、71～107 歳）であった。

職員の抗Ｎ抗原体は 9.7％（6/62 人）、抗Ｓ抗原体

は 12.9％（8/62 人）陽性、入所者の抗Ｎ抗原体は

41.0％（16/39 人）、抗Ｓ抗原体は 56.4％（22/39
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人）陽性であり、総合すると、新潟市保健所で行っ

たＰＣＲの結果と、抗Ｓ抗原体価上昇者がほぼ一

致した。ワクチン接種後抗体価の解析は今後行っ

ていく予定である。 

8. 国際的なマスギャザリング時のリスクマネジ

メント（研究分担者：和田耕治ら） 

東京オリンピックに向けて健康危機管理としてホ

ストタウンも含めた都道府県への講演や指導など

を行った。また、健康危機管理について執筆など

を行った。医療者やボランティアに必要な予防接

種についても優先度をとりまとめた。 

9. ワクチン・治療薬に関する有効性・安全性情報

の解析と集約、及び提供（研究分担者：斎藤嘉朗

ら） 

平日毎日、新型コロナウイルス感染症治療薬・ワ

クチンの最新治験を、報道、臨床試験サイト、文

献、プレスリリース等から収集し、関連部署への

提供を行った。 

10. 国際的な感染症情報の収集と解析（研究協力

者：笠松ら） 

東京大会開催にあわせ、2021 年 7 月 1 日～9月 19

日に強化サーベイランスを実施した。感染研内で

は緊急時対応センター（EOC）が運用され、その機

能の一部としてサーベイランスを行った。海外に

おける感染症の発生動向には 1 日あたり実地疫学

研究センタースタッフ 1 名、FETP2 名が従事し、必

要に応じて得られた感染症情報とそのリスク評価

を日報に掲載して関係者へ周知した。上記実施期

間に、強化サーベイランスで探知された国内外の

感染症“Event”は、計 773 件あったが、渡航制限

や大会関係者の感染防止を目的とした行動自粛の

影響で日報掲載やモニタリングの対象となった海

外の感染症 event はなかった。 

 

11. COVID-19 の病原体検査指針の編纂（研究協力

者：宮崎義嗣ら） 

COVID-19の臨床的特徴や検査方法開発の最新の知

見に基づき、「新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）病原体検査の指針」としてまとめた。2020 年

10 月から 2022 年 3 月の間に第 5.1 版までの改訂

を行った。 

 

12. COVID-19 関連文献紹介の HP 作成（研究協力

者：新城ら） 

COVID-19 に関して、疫学、検査診断、臨床症状、

公衆衛生対応に関する論文を主要な学術雑誌から

週 1 回の頻度で選出し、ひろく共有したほうがよ

いと判断された論文を感染研 HP に掲載した。2021

年 4 月～2022 年 3 月の間に、計 5385 編の論文が

選定対象となり、そのうち 2014 編が HP に掲載さ

れた。 

 
D. 考察 

１）感染症発生動向調査の継続的な評価と改善 

２）感染症発生動向調査データの利用の促進 

３）疫学的・統計学的なサーベイランスの評価と

改善 

 

2020 年以降の COVID-19 の流行で経験したよう

に、新興感染症の発生動向を正確に把握する仕組

みを素早く構築するためには平時から既存のシス

テムを評価し、今後起こりうる事態に備えておく

必要がある。つまり既存のシステムの評価にもと

づく改善を継続しながら、新興再興感染症が発生

した際に柔軟に対応できるように備えることが肝

要といえる。１）～３）の研究課題はいずれもNESID

システムに関するものであり、従来から改善のた

めの評価を継続して行っているものである。

COVID-19 においては、HER-SYS という新たなシス

テムが稼働され、本研究班でも稼働中に随時評価

を行っていた。HER-SYS の評価は、次の新興感染症

発生の際にはどのような届出方法・手段が望まれ

るのか、今後も評価を継続しながら最適解を提示

しうると期待される。また、COVID-19 のデータ利

用について特徴的だったのは、複数の自治体で公

表されている報告数が、大学などの学術機関によ

り、数理モデルを使った発生状況の解析、予測に

利用されたことだろう。その点で COVID-19 をはじ

めとした発生動向調査データが簡便に正確に集計、

公表が可能となるような試みやプログラムの開発

は、社会の需要にも沿ったものと言える。今後は、

本研究班のような活動が広く地方情報センターで

共有できる仕組みを整備することが課題と思われ

る。 

 

４）マスギャザリング時や新興・再興感染症の派

生への備え 

５）東京大会におけるサーベイランスの具体的手

法の検討 

６）新型コロナウイルス感染症への対応 

 

 2020 年開催予定だった東京大会にむけて、この

研究班の成果をもとに改訂した疑似症サーベイラ

ンス、およびマスギャザリングで発生リスクが高

まると考えられた主要 5 疾患（麻しん、⾵しん、

侵襲性髄膜炎菌感染症、中東呼吸器症候群、腸管

出血性大腸菌感染症）の強化サーベイランス（発

生届にもとづく情報の共有を含む）の仕組みを
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2021 年の東京大会開催時に運用した。COVID-19 は

強化サーベイランス対象疾患に追加された。一方、

国際的な人流が極めて限られたものになったため、

国際的マスギャザリングの際に強化する予定であ

った、WHO の感染症情報プラットフォームである

EIOS(Epidemic Intelligences from Open 

Sources) を用いた海外情報の収集は、WPRO(WHO西

太平洋事務局）に協力を仰いで実施し、国内の

COVID-19 対応に人員をさけるようにした。これら

Event-based surveillance を含む強化サーベイラ

ンスの運用の経験からは、「パンデミック下におけ

る国際的マスギャザリング」という二律背反のよ

うな状況のもとでも、感染症サーベイランス関係

者、自治体、マスギャザリング主催者、国の役割の

明確化と関係構築が準備されていれば効率的に運

用できることがわかった。今後の国際的マスギャ

ザリングにおける強化サーベイランス運用のプロ

トタイプにもなりうると思われた。 

 これらサーベイランスの活動において、確定診

断の手段としての病原体検査を適切にどこでも実

施可能にすることは欠かせない。最新の知見にも

とづく病原体検査指針の編纂、ワクチンの効果、

疫学的な傾向の変化など、の COVID-19 の最新の知

見の継続的な提供は、新興感染症の発生時には実

施することを前提に準備しておくことが必要と思

われた。 

 

結論 

国際的マスギャザリングやパンデミックなどに実

施される強化サーベイランスは、平時に稼働して

いる仕組みやシステムを基盤にしてこそ円滑な運

用が可能となる。既存のサーベイランスシステム

の評価と改善、あらたな感染症による健康危機を

想定した強化サーベイランスの備えは、目的をさ

だめつつ継続的に計画的に実施しておくことが重

要である。 

 

 
F. 研究発表 

1. 論文発表 
1. Wagatsuma K, Sato R, Yamazaki S, Iwaya M, 
Takahashi Y, Nojima A, Oseki M, Abe T, Phyu 

WW, Tamura T, Sekizuka T, Kuroda M, Matsumoto 

HH, Saito R. Genomic Epidemiology Reveals 

Multiple Introductions of Severe Acute 

Respiratory Syndrome Coronavirus 2 in Niigata 

City, Japan, Between February and May 2020. 

Front Microbiol. 2021 Oct 28;12:749149. doi: 

10.3389/fmicb.2021.749149. PMID: 34777297; 

PMCID: PMC8581661. 
2．Wagatsuma K, Koolhof IS, Shobugawa Y, Saito 

R. Decreased human respiratory syncytial 

virus activity during the COVID-19 pandemic 

in Japan: an ecological time-series analysis. 

BMC Infect Dis. 2021 Aug 3;21(1):734. doi: 

10.1186/s12879-021-06461-5. PMID: 34344351; 

PMCID: PMC8329631. 

3. Ayu Kasamatsu, Masayuki Ota, Tomoe Shimada, 
Munehisa Fukusumi, Takuya Yamagishi, Anita 

Samuel, Manami Nakashita, Tomohiko Ukai, 

Katsuki Kurosawa, Miho Urakawa, Kensuke 

Takahashi, Keiko Tsukada, Akane Futami, 

Hideya Inoue, Shun Omori, Miho Kobayashi, 

Hiroko Komiya, Takahisa Shimada, Sakiko 

Tabata, Yuichiro Yahata, Hajime Kamiya, Fumi 

Yoshimatsu, Tomimasa Sunagawa and Tomoya 

Saito. Enhanced event-based surveillance for 
imported diseases during the Tokyo 2020 

Olympic and Paralympic Games. WPSAR Vol 12, 
No4,2021. doi: 10.5365/wpsar.2021.12.4.903 

2. 学会発表 
1. 我妻奎太、田村務、黒田誠、齋藤玲子. 新潟市

における新型コロナウイルス感染症流行初期の疫

学的特徴とゲノム解析. 第 70 回日本感染症学会

東日本地方会学術集会第 68 回日本化学療法学会

東日本支部総会 合同学会: 2021/10 （口頭） 

2. Ayu Kasamatsu, Masayuki Ota, Tomoe Shimada, 
Munehisa Fukusumi,b, Takuya Yamagishi, Anita 

Samuel, ManamiNakashita, Tomohiko Ukai, 

Katsuki Kurosawa, Miho Urakawa, Kensuke 

Takahashi, Keiko Tsukada, Akane Futami, 

Hideya Inoue, Shun Omori, Miho Kobayashi, 

Hiroko Komiya, Takahisa Shimada, Sakiko 

Tabata, Yuichiro Yahata, Hajime Kamiya, Fumi 

Yoshimatsu, Tomimasa Sunagawa and Tomoya 

Saito. Enhanced event-based surveillance for 

infectious diseases during the Tokyo 2020 

Olympic and Paralympic Summer Games in Japan, 

2021. 10th South East Asia and Western Pacific 
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Bi-Regional TEPHINET Scientific 

Conference.Online oral presentation. 

3.島田智恵．東京 2020 大会における感染症サーベ

イランスと対応．第 80 回日本公衆衛生学会 

シ ン ポ ジ ウ ム 「 Mass Gathering と Health 

Security︓Tokyo2020 の教訓」、シンポジスト． 

2021 年 12 月 22 日 

４．笠松亜由、島田智恵、砂川富正. 東京 2020 大

会における感染症イベントベースサーベイランス

（EBS）の実際.第 37 回日本環境感染学会総会マス

ギャザリング関連感染症対策委員会シンポジウム

「東京 2020 大会での感染対策のレガシー」、シン

ポジスト．2022 年 6 月 16 日 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  
なし 

 
2. 実用新案登録  
なし 

 
3. その他 
なし 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



厚生労働行政推進調査事業補助金  （新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリスクアセスメ

ントに関する研究」  

分担研究報告書  

地方感染症情報センターの立場からの感染症発生動向調査の評価と改善に関する研究  

 

研究分担者 中村廣志(相模原市衛生研究所) 

研究協力者 岸本  剛 埼玉県衛生研究所 

 市橋 大山 北海道立衛生研究所 

 大久保和洋 北海道率衛生研究所 

 灘岡陽子 東京都健康安全研究センター 

 宗村佳子 東京都健康安全研究センター 

 小川麻萌 東京都健康安全研究センター 

 鈴木智之 滋賀県衛生科学センター 

 三﨑貴子 川崎市健康福祉局健康安全研究所 

 丸山 絢 川崎市健康福祉局健康安全研究所 

 片山 丘 神奈川県衛生研究所 

 播磨由利子 相模原市衛生研究所 

 金沢 聡子 相模原市衛生研究所 

 吉川 聡一 相模原市衛生研究所 

 矢島 理志 相模原市衛生研究所 

   神谷信行 感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会 

   中野道晴 感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会 

 

研究要旨 

「世界三大スポーツイベント」と呼ばれるのは、サッカー男子のＦＩＦＡワールド

カップ、オリンピック・パラリンピック、ラグビーワールドカップと呼ばれている。 

2019年のラグビーワールドカップ、2020年開催（2021年に順延）の東京オリンピッ

ク・パラリンピック、さらに2021年（2022年に順延）の30歳以上であれば誰でも参加

できる世界最大の生涯スポーツイベントの関西ワールドマスターズゲームが、連続し

て同一国で開催されるというのは、日本が初めてである。 

このようなマスギャザリング（集団形成）時のアウトブレークや新興・再興感染症

の発生に備える観点からは、地方自治体間など関係者の情報共有、感染者発生動向調

査の仕組みでとらえられない急性感染症事例に対してのリスク評価、国際的な情報発

信など、多様な観点からの機能強化が必要である。 

地方感染症情報センターとしても、平常時から感染症に関する情報を収集し、分析

を行って感染症の発生状況や原因に関する情報、予防に必要な情報を積極的に公表す

るための方策を強く求められており、その立場からの感染症発生動向調査の評価と改

善をはかる必要が生じている。 



感染症法の主な柱の１つに、感染症発生動向調査があり、その役割を担う地方感染

症情報センターは、都道府県、政令指定都市等の地方衛生研究所にその多くが設置さ

れているが、情報の収集力には大きな差があるため、2006年からは全国レベルで、情

報を一元的に管理する感染症サーベイランスシステム（NESID）の運用が開始された。 

現在、NESIDの還元データを利用することにより、感染症情報の解析、提供が容易と

なったことから、地域をはじめ全国の感染症対策に大きな役割を果たしている。 

また、情報発信ツールとして、研究班が主体となり、地方感染症情報センターにお

ける患者情報集計、解析業務を支援する情報ツールの開発を行った。また、感染症情

報センターのより一層の機能強化、連携の推進を図っている。 

 

A. 研究目的 

感染症法の主要な柱である感染症発生動向調

査は患者の発生状況、病原体検出情報などを迅

速に把握することによって、感染症の予防と拡

大防止を図るとともに、住民や医療機関等に正

確な情報を的確に提供することを目的としてい

る。 

これらの情報を一元的に効率よく収集し、必

要に応じて解析するための情報ネットワークシ

ステムとして、保健所、地方感染症情報センタ

ー、地方衛生研究所、中央感染症情報センター

を結ぶ「感染症サーベイランスシステム（NESID）」

が構築されている。本システムのデータベース

は中央感染症情報センターで一元的に管理され、

還元情報の利用や情報共有が進み、効率的な事

業運営や各地方感染症情報センターの機能強化、

情報連携等に大きな成果をあげている。 

一方で、地方感染症情報センターの情報解析

機能や情報提供機能も大きく充実してきている

が、職員定数や専任職員の配置等の問題をかか

え十分にその機能を発揮できない機関も多く見

受けられる。 

本研究では地方感染症情報センター情報の情

報解析機能や情報提供機能の強化のための新た

な取り組みについて検討する。 

 

B. 研究方法 

 海外や国内で新型コロナウイルス感染症の流

行が広がっており、感染症に係わる新たな課題

が次々と浮上している。 

常日頃からの感染症への取り組みが重要とな

っており、感染症情報センターの効率化と機能

アップが求められている。 

一方、情報ネットワークの充実が急速に進み

感染症情報への関心も高まっている。 

また、2021年はオリンピック・パラリンピッ

ク、2022年はワールドマスターズゲームと、国

際的な集団形成における疾病対策が必要となっ

ているので、国立感染症研究所と医療機関・保

健所・衛生研究所等の関係機関の連携が重要に

なる。 

従来であれば、日本公衆衛生学会での関連会

議（自由集会）を開催して、地域の感染症の流

行状況を把握し、地域の住民や保健医療関係者

に情報を提供している中央感染症情報センター

と地方感染症情報センターのありかがについて

も議論する予定であった。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大に伴い、多くの会員が参加しての討論会は出

来なくなったので、日本公衆衛生学会・臨床微

生物学会・臨床ウイルス学会での情報収集をし

て、研究に役立てることにした。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では個人情報を含むデータを取り扱わ

ないため、倫理上の問題が発生する恐れはない。 

 

C. 研究結果 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大におい

て、国際的なマスギャザリングにおいてのサー



ベイランスの重要性を認識した。 

サーベイランス結果は「どのようなことが起

こっているか」の証明であり、それを解析した

情報からは「何がおこるか」を予測でき、対策

を立てられる。 

2021年のオリンピック・パラリンピックにお

ける感染症対策は、感染の小さい段階の察知や

その後の感染症拡大防止対策を、私たち感染症

情報センターが市民、医療機関に情報提供する

ことで、すこしでも流行を小さくすることに寄

与できるかもしれない。 

国・県・市の感染症情報（週報）は、感染症

情報の提供方法として非常に重要であることの

共通認識ができた。 

 

D. 考察 

新型コロナウイルス感染症の情報が、地域の

感染症の流行状況を把握している地方感染症情

報センターの立場と全国の感染症の流行状況を

把握している中央感染症情報センターで、感染

症情報の利用方法について、それぞれの立場に

おいての今後の課題や展望についての認識がで

きた。 

つまり、新型コロナウイルス感染症の流行を

受けて、新型コロナウイルス感染者等情報把握・

管理支援システム（HER-SYS）が新たに開発され

たが、NESIDとの連携がとられていないため、新

型コロナウイルス感染症の公開情報ができてい

ないのが現状であり、それぞれの立場で大きな

課題であることを認識できた。 

また、今研究において、臨床微生物学会及び

臨床ウイルス学会は衛生研究所の研究者も多く

参加しており、日本公衆衛生学会と合わせて情

報収集の場として重要であると考える。 

 

E. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 

1. 論文発表 

1)三﨑貴子、東京オリンピック・パラリン

ピックで注意すべきインバウンド感染症 

注意しなければいけない細菌感染症と耐性

菌 レプトスピラ症.臨床と微生物 Vol.47 

No.3 p.39-43: 2020 年 5 月号 

2. 学会発表 

三﨑貴子、岡部信彦、川崎市における風疹

の流行状況と臨床的特徴-2018 年. 第 123

回日本小児科学会総会 神戸 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

G. 参考文献 

なし

  



厚生労働行政推進調査事業補助金  （新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリ

スクアセスメントに関する研究」  

 

分担研究報告書  

地方感染症情報センターの立場からの感染症発生動向調査の評価と改善に関する研究  

－利用者が必要な情報を自由に取得できる Web サイトの構築－ 

 

研究分担者 中村廣志(相模原市衛生研究所) 

研究協力者 神谷信行(感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会) 

 中野道晴(感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会) 

 市橋大山(北海道立衛生研究所) 

 播磨由利子(相模原市衛生研究所) 

 丸山 絢(川崎市健康安全研究所) 

 三﨑貴子(川崎市健康安全研究所) 

 灘岡陽子(東京都健康安全研究センター) 

 鈴木智之(滋賀県衛生科学センター) 

 

研究要旨 

感染症情報は住民の生活に大きな影響を及ぼす非常に公共性の高い情報であり、感

染症に注目している多くの人々がそれぞれの立場で利用することが想定される。情報

の利用に対応するためには公開可能な情報をデータベース化し、表、グラフ、地図等

を簡便な手順でホームページに表示することで、利用者が必要な情報を自由に取得で

きるシステムの構築が有効である。本研究ではさまざまなデータをグラフィカルにま

とめ、データの可視化を図るダッシュボード機能を導入し、一般利用者が感染症情報

を効率的に利用できるホームページ(https://www.idsi-net.org/epiddb/)の作成を

試行した。 

 

A. 研究目的 

わが国では感染症を取り巻く状況の変化に迅

速かつ適確に対応するため、「感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律(感染

症法)」が大きな役割を果たしている。感染症発

生動向調査は感染症法の大きな柱として感染症

対策の基本となるものであり、患者の発生状況、

病原体検査情報などを迅速に収集､分析､提供す

ることによって、感染症の予防と拡大防止を図

ることを目的に実施されている。 

感染症サーベイランスシステム(NESID)は感

染症発生動向調査の情報を効率よく収集し、必

要に応じて解析するための情報ネットワークシ

ステムであり、保健所、地方感染症情報センタ

ー、地方衛生研究所、中央感染症情報センター

の各関係機関が相互に接続されているが、イン

ターネットから切り離されたクローズドなネッ

トワークである総合行政ネットワーク(LGWAN)

を利用していることから、地域の医療福祉関係

者、教育関係者、公衆衛生分野に関心の高い一

般の人がNESIDに集積された感染症情報を利用



することはできない。 

また、地方感染症情報センターが開設するホ

ームページでは原則として当該自治体の情報の

みが提供されることから、複数自治体の情報を

包括的に収集することができない。 

本研究では一般利用者へ向けた情報提供の一

例として複数自治体の情報を一覧することがで

き、簡単な操作で表、グラフ、地図等を表示し、

その情報を取得できるホームページの作成を行

った。 

B. 研究方法 

 国立感染症研究所がホームページで一般に公

表している、感染症発生動向調査週報速報デー

タをデータベースに登録した。この情報には疾

患名、発症時期（週）、届出人数、都道府県名が

記載されているが、届出保健所、性別、年齢、

症状など他の属性は含まれていない。これらの

情報を一目で理解できるよう、ダッシュボード

機能の導入を試み、表、グラフ、地図などをわ

かりやすく可視化するホームページを試作した。 

 

C. 研究結果 

 情報を分析する際には様々な指標、データを

正しく把握したうえで、推移や関連性を考える

ことが重要である。多くの属性を持つデータを

１つの画面にまとめ、グラフィカルに表示でき

ることがダッシュボード機能のメリットされて

いる。 

定点把握対象疾患では都道府県、疾患名、開

始年、開始週などを選択することで表図1-2、週推

移グラフ図3を表示することができる。 

全数把握対象疾患では表、週推移グラフ図4の

ほかに年推移グラフ図5、当該週までの累計グラ

フ図6、も表示することができる。 

地図表示図7は公表されるデータの属性から、

都道府県単位での表示に留まる。 

 

D. 考察 

感染症情報は住民の生活に密接に関連し、非

常に公共性の高い情報であり、感染症に注目し

ている多くの人々がそれぞれの立場で利用する

ことが想定される。 

これらの情報を誰もが簡単に利用できる様に

ホームページ上に掲載されることが重要であり、

頻繁に行う必要があるホームページの更新を効

率化することも効果的である。 

このためにも公開可能な情報をデータベース

化し、利用者が必要に応じて情報を自由に取得

でき、表、グラフ、地図等が簡便に表示される

ページの提供が有効である。 

人間は文字情報だけでなく、画像や動画を加

えることで一度に多くの情報を確認することが

でき、直感的にデータを理解できるようになる。

ダッシュボード機能の導入はコンピュータシス

テムの操作に慣れていない利用者であっても傾

向などを確認しやすくなり、迅速、的確な判断

などに活かせるようになる。また、クリック一

つの簡単な操作でグラフの形態や系列を切り替

えたり、データを絞り込むこともでき、より詳

しい分析ができるようになる。その上で、アニ

メーション形式で推移を表示することも可能で、

より多彩な表現が期待される。 

各地方感染症情報センターでは感染症週報と

して地域の感染症の状況を公表しているが、こ

の情報を利用しようとする場合には、それぞれ

の地方感染症情報センターのホームページから

その情報を取得する必要があり、単一ページで

複数自治体の情報を入手することができない。 

本報告で示した情報提供の例は一般の情報利

用者にとって有効な手段となると思われる。 

一方、各地方感染症情報センターは調査対象

となる週の翌週（概ね水曜日もしくは木曜日）

に情報が公開されるが、中央感染症情報センタ

ーが提供するIDWR速報データの公開は翌々週の

火曜日と遅くなっている。また、公開される全

数把握対象疾患は累積数のみが更新され、各週

の報告数の更新が行われていない。また、全数

把握対象疾患、定点把握対象疾患ともに性別、

年齢、届出保健所等の公開がされておらず、よ

り多くの情報の公開が今後の課題となる。さら

に、インフルエンザ入院サーベイランスの情報



はNESIDでの取扱いが異なることから、公開され

ていない機関も多く見られる。2012年4月から

NESIDに一元化される予定（健感発0729第3号、

平成23年7月29日）とされていたが、現時点では

改善されていない。 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19）の流行

を受けて、新型コロナウイルス感染者等情報把

握・管理支援システム(HER-SYS)が新たに開発さ

れたが、NESIDとの連携がとられていないため、

国立感染症研究所の公開情報では2020年途中か

らゼロ(0)となっている。 

 

E. 結論 

 感染症発生動向調査で収集した情報は各地方

感染症情報センターのホームページからその情

報を取得する必要があるなか、本報告で示した

情報提供例は複数自治体の情報を単一のページ

で取得することができ、一般の情報利用者にと

って利便性の向上が期待できる。 

地方感染症情報センターが提供する情報は基

本的に当該自治体の情報のみであり、その内容、

形式、種類はまちまちである。今後、一般の利

用者の情報取得が容易になれば、ホームページ

上での様々な形の情報提供の試みが行われるも

のと期待される。また、感染症研究所が毎週更

新する情報は定点把握対象疾患では各週の患者

数、定点あたり患者数、全数把握対象疾患にお

いては累積患者数のみに留まり今後の改善が望

まれる。 

 

F. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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epidinfo/epimenu.do 

2) 小児科，56(12)，1933-1943，2015.11，丸山

絢，大嶋孝弘，三﨑貴子，岡部信彦，川崎市

における感染症情報発信システム(KIDSS)

の導入とその後の取り組み 

月刊J-LIS Vol.4No.6 p15-20，2017.9，丸
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図 1．都道府県別表の表示例（定点把握対象疾患）  図 2．疾患別表の表示例（定点把握対象疾患） 

全数把握対象疾患でも同様の表が表示される 



  

図 4．週別推移グラフ表示例（全数把握対象疾患） 

図 3．週別推移グラフ（定点把握対象疾患）     

図 5．経年推移グラフ（全数把握対象疾患）  

図 6．年累計グラフ（全数把握対象疾患） 

   棒グラフと円グラフ（人口 10 万人当たり 

も同時に表示） 図 7．地図表示（定点把握対象疾患）  
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「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリ

スクアセスメントに関する研究」  

 

分担研究報告書  

地方感染症情報センターの立場からの感染症発生動向調査の評価と改善に関する研究  

－地方感染症情報センターで行う感染症発生動向調査データの収集・分析を支援するツー 

ル－ 

 

研究分担者 中村廣志(相模原市衛生研究所) 

研究協力者 市橋大山(北海道立衛生研究所) 

 神谷信行(感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会) 

 中野道晴(感染症サーベイランス情報ネットワーク研究会) 

 丸山 絢(川崎市健康安全研究所) 

 三﨑貴子(川崎市健康安全研究所) 

 灘岡陽子(東京都健康安全研究センター) 

 鈴木智之(滋賀県衛生科学センター) 

 

研究要旨 

地方感染症情報センターでは、感染症サーベイランスシステム（NESID）の還元デー

タを収集・解析して地域の感染症発生動向状況をウェブページなどにより情報発信し

ている。平成26年にこの業務を支援する「感染症データ分析ツール」（以下、ツールと

略記）を開発し、全国の地方感染症情報センターに提供した。本ツールは感染症発生

動向調査の対象となっている疾患ごとの集計表・経時変化グラフやNESID還元データ

の一括（年間集積）CSVファイル、感染症情報の週報自動作成機能を有する。また疾患

別の過去5週間の報告数や平均値の集計表及び3週間の保健所別、都道府県別グラフを

表示する「近況把握」機能があり、流行状況を俯瞰的に観察することができる。 

本研究では、疾患別報告数を都道府県別または保健所（集計区分）別に表示できる

地図を作成する機能をツールに追加し、地方感染症情報センターの情報発信力強化を

はかった。 

 

A. 研究目的 

地方感染症情報センターでは、NESIDの還元デ

ータを基に、地域の感染症発生動向をウェブペ

ージなどにより情報発信している。各感染症情

報センターで毎週行っている集計・解析は共通

する作業も多く、利用するNESID還元データの書

式・ファイル名はおなじであり、経時的に情報

を集積し、集計表、グラフを作成する工程も同

じである。このため、定型的作業を効率化、迅

速化することを目的として、地方感染症情報セ

ンターが共通利用できるツールを先行研究にお

いて平成26年度に開発し提供した。本ツールは

Microsoft Access上で作動し、NESID還元データ

を定期的に取り込むことで、感染症発生動向調

査の対象となっている疾患ごとの集計表・経時



変化グラフやNESID還元データの一括（年間集積）

ＣＳＶファイル、感染症情報の週報自動作成機

能を有する。また疾患別の過去5週間の報告数や

平均値の集計表及び3週間の保健所別、都道府県

別グラフを表示する「近況把握」機能があり、

流行状況を俯瞰的に観察することができる。 

本研究では、疾患別報告数を地図上に表示す

る機能をツールに追加し、地方感染症情報セン

ターの情報発信力をはかった。 

 

B. 研究方法 

 ツールのデータ解析機能である「近況把握」

に、全数把握対象疾患の報告数を都道府県別ま

たは保健所（集計区分）別に地図上 

表示する機能導入を追加した。 

（倫理面への配慮） 

本研究では個人情報を含むデータを取り扱わな

いため、倫理上の問題が発生する恐れはない。 

 

C. 研究結果 

 地図作成画面を図１に示した。今回追加した

機能では、全国及び感染症情報センター管内の

２種類の地図を表示することができ、全国地図

は都道府県別に、感染症情報センター管内では

保健所別に週ごと（定点把握対象疾患の月別報

告は月毎）の報告数が表示される。報告数の大

小は、任意に設定した基準値の範囲で色を変え

て表示し、最大７段階の報告数条件を設定する

ことを可能とした。なお、作成した地図はjpeg

ファイルまたは加工が可能なsvgファイルとし

て出力することができる。 

 

D. 考察 

近年、2019年に報告が増加した麻疹や2018年

から2019年に大流行した風疹、2020年から流行

が続いている新型コロナウイルス感染症のよう

に、全国的な広がりを見せる感染症の発生が続

いている。感染症発生動向調査実施要綱では、

地方感染症情報センターの役割として、各地域

における患者情報を収集・分析し全国情報を合

わせて関係機関に提供・公開することが記され

ているが、地方衛生研究所全国協議会ＨＰに掲

載されている68の地方感染症情報センターが発

信しているウェブページの感染症情報を確認し

たところ、全国の情報を掲載している自治体は、

44センター（34都道府県、11市）であった。本

ツールでは都道府県別の報告状況を自動でグラ

フ化する機能を有しており、人口当たりの報告

数として表示することも可能である。また、今

回地図上に報告数を表示する機能を追加したこ

とで、全国的な感染症の発生状況を、より視覚

的にわかりやすい資料をもとに比較分析し、情

報発信することが可能となった。 

地方感染症情報センターでは担当者の負担増、

技術の継承、情報発信の多様化、感染者情報の

集計システムの維持等の問題を抱えている。本

ツールは感染者情報のデータベース化からグラ

フや集計表、週報の作成を短時間の作業で簡単

な操作で行うことが可能であり、担当者の負担

軽減やオープンデータ化に合わせた資料の作成

に有用である。また、これまで地域への情報発

信が不十分であった自治体においても、本ツー

ルの利用により、より広域な動向を含めた情報

の提供が期待される。 

 

E. 結論 

 地方感染症情報センターでは、感染症発生動

向調査の結果をもとに、各自治体における患者

情報、疑似症情報及び病原体情報を収集・分析

し、週報やウェブページを利用して発信してい

る。今回追加した地図作成機能によって、これ

までのグラフや集計表に加え、視覚的にわかり

やすい情報を発信することが可能となる。また、

都道府県別の状況を図示できることから、地域

の状況だけでなく、より広域な動向を含めた状

況分析、情報提供に貢献できるものと考える。 

 

F. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 



 

G. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

H. 参考文献 

なし 
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「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリスクアセスメ

ントに関する研究」  

分担研究報告書  

症状ツイート可視化システムの構築と新型コロナに対する市民の反応調査  

 

研究分担者 荒牧英治(奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・教授) 

研究協力者 若宮翔子（奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・准教授） 

 勘場大  （奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・大学院生） 

 

研究要旨 

感染症発生に関する一般市民の反応を大規模にモニタリングするために、感染症に関わ

る主な8つの症状（熱、頭痛、風邪、悪寒、悪心、下痢、発疹、痙攣）のソーシャルメディ

アデータ（ツイート）を収集して、言語処理により症状と関係するもの（陽性ツイート）

と症状とは関係しないもの（陰性ツイート）を分類し、ツイート時系列とツイート中の話

題語を可視化するウェブベースシステムを構築した。提案システムにより、ツイート時系

列のトレンドの短・中・長期的なモニタリングが可能となっている。今年度は、市民の新

型コロナへの関心、特に不満、を可視化する指標として、「コロナのせいで」という句の

頻度に着目し、市民の反応のモニタリングを試みた。 

 

A. 研究目的 

マスギャザリング時や新興・再興感染症の発

生に備え、インターネット上での一般市民の反

応を大規模にモニタリングする。さまざまな感

染症の発生に備えるため、感染症そのものでは

なく、感染症に関わる主な症状をベースに、ソ

ーシャルメディアデータを分類した結果を定量

的・定性的に可視化するウェブベースシステム

を構築する。さらに、新型コロナウイルス感染

症に対する市民の反応をモニタリングする。 

 

B. 研究方法 

 ソーシャルメディアとして日本でも利用者が

多いTwitterを対象に、ツイートデータを収集す

る。感染症に関わる主な症状として、次の８つ

の症状を用いる：熱、頭痛、風邪、悪寒、悪心、

下痢、発疹、痙攣。表１にこれら８つの症状に

関するツイートを収集するために用いたキーワ

ードを示す。これらのデータの収集は、奈良先

端科学技術大学院大学ソーシャル・コンピュー

ティング研究室において2016年5月から行って

おり、現在も稼働中である。 

本年度はこれらに加えて、新型コロナに関す

るネガティブな関心の高さを示す「コロナのせ

い」という単語の出現頻度に注目する。「コロナ

のせい」に後続する文脈は、「（動詞）した」「 

（動詞）できなかった」が頻回に現れ、この動

詞部を集計することで、新型コロナの流行に伴

い、本来するはずではなかったが、新たに必要

に迫られたこと、また、本来したかったが、で

きなかったことの収集が期待される。特に、後

者については、行われなかったことであるため、

他の行動モニタリング指標での検出が困難であ

る。例えば、新型コロナによるテレワークなど

の働き方の変化は、新たに購入したオンライン

会議用のカメラの販売実績をみれば分かるが、

新型コロナのために、行けなかった海外旅行に



ついての実測は困難である。本指標は、このよ

うな人々の行わなかった行動を計測できる点が

新しい。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究で収集し解析するソーシャルメディア

データは、原則としてTwitterが公開している公

式APIを用いて取得可能な、インターネット上に

公開されているデータのみを対象としている。

また、今回構築しているシステム上では、ツイ

ート数の時系列とツイートを分析して抽出され

た特徴語のみを提示している。 

 

C. 研究結果 

 症状ツイート可視化システムのユーザインタ

ーフェースを図１に示す。症状ごとに、ツイー

トの時系列を可視化したグラフと、ツイートか

ら抽出された話題語が提示される。時系列は陽

性ツイートと陰性ツイートに分類した結果を積

み重ねて表示される。可視化する時系列の期間

は切り替え可能となっており、現在は、１週間、

１ヵ月、６ヶ月、１年間、２年間、そして３年

間まで、短・中・長期的な時系列のトレンドを

それぞれ確認することができる。図２に「コロ

ナのせい」ツイート頻度の時間変化を示す。12

月末に「コロナのせい」という単語自体の出現

頻度が高まっており、「クリスマス」、「年始」、

「ライブ」などの単語と共起している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１. 症状ツイート可視化システムのユーザイ

ンターフェース。症状ごとに、ツイートの時系

列を可視化したグラフ（横軸が時間、縦軸がツ

イート数、黄色の塗りつぶしが陽性ツイート数、

青色の塗りつぶしが陰性ツイート数）とグラフ

下部がツイートから抽出された話題語群。 

 

 

図２：「コロナのせい」ツイート頻度の時間変化。 

12月末に「コロナのせい」という単語自体の出

現変化が高くなっており、「クリスマス」、「年始」、

「ライブ」などの単語と共起している。 

 

D. 考察 

従来の症状ベースのモニタリングに加え、「コ

ロナのせいで」に関する解析を加えることで、

市民が行えなかった行動が把握できる。例えば、

実際の患者数はそれほど多くなかった年末にお

ける市民の予定変更は大きく、大きなストレス

かかっていたものと想像される。特に頻度が上

位であった「クリスマス」や「ライブ」など年

末特有の行事への期待が高かったことが伺いし

れる。一方、「帰省」「正月」といった単語は上

位には存在しない。 

このように、工夫したキーワード「コロナの

せい」などを用いることで、従来では測定が困

難な心的状態のモニタリングが可能となる可能

性があり、リスクコミュニケーションの一助に

なると期待される。 

 

 

 



E. 結論 

 感染症に関わる主な症状や新型コロナの

せいで抑制された行動を分類して可視化す

るウェブベースシステムの構築を行い、一

般市民の話題を把握可能なツールとした。

来年度も継続して運用し、一般市民の反応

をモニタリングするとともに、システムの

評価を実施する予定である。 

症状ツイート可視化システム 

：https://www.episodebank.com/nid/ 

 

F. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 

1. 論文発表 

1)Murayama T, Shimizu N, Fujita S, 

Wakamiya S, Aramaki E, Kobayashi R: 

Modling the spread of fae news on 

Twitter, PLOS ONE, 2021(採録決定) 

2)Murayama T, Shimizu N, Fujita S, 

Wakamiya S, Aramaki E: Predicting 

Regional Influenza Epidemics with 

Uncertainty Estimation using Commuting 

Data in Japan, PLOS ONE 2021（採録決定） 

2. 学会発表 

（査読あり） 

Taichi Murayama, Shoko Wakamiya, and 

Eiji Aramaki: Fake News Detection using 

Temporal Feacures Extracted via Point 

Process, In Proceedings of the 

International Workshop on Cyber Social 

Threats(CySoc2020), 2020 

（査読なし） 

1) 村山太一、若宮翔子、荒牧英治：フェイ

クニュース検出データセットにおける

通時的バイアス、言語処理学会第 27 回

年次大会（NLP2021）、2021（2921/3/7、

オンライン） 

2) 村山太一、若宮翔子、荒牧英治、小林亮

太：Twitter におけるフェイクニュース

拡散モデルの提案、第 13 回データ工学

と情報マネジメントに関するフォーラ

ム（DEIM2021）、2021（2021/3/3、オン

ライン） 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

H. 参考文献 

なし

表１：ツイート収集に用いたキーワード 

症状 キーワード 

熱 高熱、微熱、発熱、熱が高い、熱があった、熱がある、熱が出た、熱風邪 

頭痛 頭痛、がんがん、ガンガン 

風邪 風邪 

悪寒 寒気、悪寒、さむけ 

悪心 吐、嘔吐、おう吐、気分悪 

下痢 痢 

発疹 痒、ブツブツ、蕁麻疹、 発疹、ジンマシン、じんましん 

痙攣 シビレ、痙、攣 
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「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリスクアセスメ

ントに関する研究」  

分担研究報告書 

ウェブ検索クエリを用いた COVID-19 に対する市民の不安の定量的分析  

 

研究分担者 若宮翔子(奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・准教授) 

研究協力者 荒牧英治(奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・教授) 

 高 志偉(奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・大学院生) 

 

研究要旨 

マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備え、感染症に関する市民の反応

をモニタリングするために、COVID-19を対象にウェブ検索行動を通した市民の不安を

調査する。具体的には、人々の不安の度合いを定量化した指標として、都道府県ごと

の新規感染者あたりのCOVID-19に関するウェブ検索ボリュームLCIPP（ Localized 

Concern Index by Patient Percentage）を定義し、時期別や年齢別に分析した。ま

た、都市と地方における人々の不安の度合いの差異についても考察したところ、感染

者が多い都市部よりも、感染者が少ない地方において人々のLCIPPが高い傾向にある

ことが示された。人々の過度な不安は風評被害やデマにもつながる可能性もあるた

め、定量的なモニタリングを継続することで、コロナ禍や今後の感染症発生時のリス

クコミュニケーションの一助となることが期待される。 

 

A. 研究目的 

マスギャザリング時や新興・再興感染症の発

生時の事例としてCOVID-19を題材に、一般市民

の不安を定量化し、都市と地方における差異な

どについて調査する。具体的に、COVID-19の感

染者数は東京都や大阪府などの都市部で多いが、

１人の新規感染者に対する人々の不安の度合い

という観点では、都市部よりもむしろ高齢者が

多い地方の方が高い可能性がある。 

本研究では、このような現象を分析するため

のアプローチとして、ウェブ検索データを用い

て都道府県ごとの人々の不安の度合いを定量化

し、分析する。 

 

 

 

 

B. 研究方法 

【B-1. 検索クエリの選定と検索ボリュームの

取得】 

COVID-19に対する不安や心配を抱えている一

般市民は、COVID-19に関する情報をウェブ検索

などで積極的に取得していると考えられる。そ

こで、Yahoo!Japan検索エンジンにおけるCOVID-

19前（2019年4月から5月）とCOVID-19中（2020

年4月から5月）の全てのクエリの検索ボリュー

ムを取得して比較した。この結果、COVID-19中

に急増した上位100クエリのうち76クエリが

COVID-19に関連するクエリ 

（“novel_coronavirus”， “シャープ マス

ク”、“新型コロナウイルス”、“コロナ 感染者

数”、“東京都 コロナウイルス感染者”など）

であることがわかった。さらに、そのうち33ク



エリが都道府県名と“コロナウイルス感染者”

というパターンであった。このようなクエリは、

居住地域でのCOVID-19の感染状況を気に掛けて

いる一般市民の心配や不安を反映していると考

えられる。そこで、本研究では、都道府県名と

“コロナウイルス感染者”からなるクエリ（タ

ーゲットクエリと呼ぶ）の検索ボリュームを取

得して分析する。なお、都道府県ごとの検索者

数のばらつきの影響を抑えるために、都道府県

ごとに常時検索されているベースラインクエリ

（“東京23区”、“東京 天気 過去”など）とそ

の検索ボリュームを取得した。 

【B2.検索ボリュームに基づく不安指標の算出】 

B1.で取得した検索ボリュームを用いて、

COVID-19に対する人々の不安や心配を定量化す

る。まず、検索ボリュームのみに基づく指標と

して、ベースラインクエリの検索ボリュームに

対するターゲットクエリの検索ボリュームの割

合をLCI（Localized Concern Index）として定

義した。しかし、各都道府県のCOVID-19感染者

数が多ければ、検索ボリュームも大きくなると

考えられるため、新規感染者の割合に対するLCI

をLCIPP（Localized Concern Index by Patient 

Percentage）として求めた。 

（倫理面への配慮） 

 本研究で収集し分析するウェブ検索クエリデ

ータは、Yahoo!Japanと奈良先端科学技術大学院

大学ソーシャル・コンピューティング研究室と

の共同研究のもとで提供されている。個人を特

定しないウェブ検索クエリの統計量として扱っ

ており、データのプライバシーに配慮している。 

 

C. 研究結果 

 図１にターゲットクエリの検索ボリューム割

合と新規感染者の割合に基づくLCIPPの値を地

図上に可視化した結果を示す。全期間は2020年

１月から９月までの結果を示す。１月から３月

においては、最初にクラスターが発生した北海

道のLCIPPの値が高くなっている。緊急事態宣言

が発令された期間を含む４月から６月において

は、前後の期間に比べて全国的にLCIPPの値が高

くなっていることが分かる。特に、新潟県、茨

城県、長野県、岡山県、福井県など、地方にお

けるLCIPPの値が高くなっている。さらに、都市

と地方で差があるかを考察するために、既存の

統計データ（農業普及率、交通アクセス、人口

変化や健康アウトカムなど）との比較を行った。

図２に結果を示す。図２より、LCIPPと農業普及

率に関する指標の一部（農家数ｐ＜.01）、米の

生産量（ｐ＜.05）についてやや相関があること

を確認した。 

図３に、年齢層別のLCIPPの結果を示す。年齢

層は25歳から44歳、45歳から64歳、65歳以上の

３区分とした。この結果、45‐64歳が最も関心

が高く、25－44歳が次いで高いことがわかった。

一方、65歳以上は最も関心が低い結果となった。 

 

D. 考察 

新規感染者に対する不安の度合いは都市部よ

りも地方でやや高い傾向があることが明らかに

なった。人々に過度な不安や心配を与えないよ

うに、地域ごとに情報発信方法や内容を工夫す

ることなどが、今後のリスクコミュニケーショ

ンの一助になると期待される。図３の年齢層別

の結果においては、45－64歳が最もLCIPPの値が

高く、25－44歳が次いで高い結果となったが、

これは自分自身に対する心配だけでなく、高齢

の親などに対して心配する人が多いことが反映

されている可能性があると示唆される。一方、

65歳以上の高齢者は最もLCIPPの値が低い結果

となったが、そもそも65歳以上のネットユーザ

ー数の少なさが影響している可能性があると考

えられる。これはウェブ検索クエリデータを含

む、ソーシャルメディアデータを利用する際に

生じる課題である。 

 

E. 結論 

COVID-19に対する不安を定量化するために、

人々のウェブ検索クエリログを取得・分析した。

新規感染者に対する不安の度合いは都市部より

も地方でやや高い傾向があるという結果を観察



することができた。本研究で提案した不安度合

いを定量化した指標や、ウェブ検索クエリデー

タを分析して得られた知見は、今後のリスクコ

ミュニケーションの一助になると期待される。 

 

F. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 

１．論文発表 

 Shohei Hisada, Taichi Murayama, Kota 

Tsubouchi, Sumio Fujita, Shuntaro Yada, 

Shoko Wakamiya, and Eiji Aramaki: 

Surveillance of early stage COVID-19 

clusters using search query logs and 

mobile device-based location 

information, Scientific Reports, 10, 

18680(2020). 

https://www.nature.com/articles/s41598

-020-75771-6 

 Murayama T, Shimizu N, Fujita S, 

Wakamiya S, Aramaki E(2020)Robust two-

stage influenza prediction model 

considering regular and irregular 

trends. PLoS ONE 15(5):e0233126.  

https://doi.org/10.1371/journal.pone.0

233126 

２．学会発表 

（査読なし） 

 Zwiwei Gao, Kongmeng Liew, Taichi 

Murayama, Shuntaro Yada, Shoko Wakamiya, 

Eiji Aramaki, Nouyuki Shimizu, Sumio 

Fujita: Public Concern About COVID-19 

Through Search Queries, 第13回データ工

学と情報マネジメントに関するフォーラム

（DEIM2021）, 2021(2021/3/2, オンライ

ン) 

 村山太一、若宮翔子、荒牧英治：検索クエ

リを活用した複数国におけるインフルエン

ザ流行予測、第13回データ工学と情報マネ

ジメントに関するフォーラム（DEIM2021）, 

2021(2021/3/2, オンライン) 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

H. 参考文献 

なし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．都道府県ごとのLCIPPの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2．既存指標（農家数，人口変化率など８つの指標）との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3．年齢層別のLCIPPの比較 
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「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と 

リスクアセスメントに関する研究」 

 

「学校等欠席者･感染症情報システム」を用いた 

インフルエンザ流行マップの配布とその有用性に関するアンケート調査 

 
研究分担者 

齋藤玲子 新潟大学大学院医歯学総合研究科 国際保健学 教授 

   

研究協力者 

菖蒲川由郷 新潟大学大学院医歯学総合研究科 十日町いきいきエイジング講座 特任教授 

白倉悠企 新潟大学大学院医歯学総合研究科 十日町いきいきエイジング講座 特任助教 

宇都宮剛 兵庫医科大学 小児科 助教 

渡辺隆之 十日町市役所 医療介護課 

 

研究要旨 

「学校等欠席者･感染症情報システム」は地域の感染症の流行を早期に認知するための有用なサーベイ

ランスシステムとして期待される一方で、同システムで得られる情報の活用方法については十分に検

討されていない。本研究では新潟県十日町市において「学校等欠席者･感染症情報システム」から得ら

れるインフルエンザによる小中学校の欠席者数に基づき、流行状況を地図化し配布することで、情報の

有効な活用に繋がるかを検討することを目的とした。流行マップはインフルエンザ流行期に、市内の小

中学校、保育園・こども園、病院・診療所、介護・障がい者施設に週に 1 回配布し、流行が終わった後

にその有用性についてのアンケート調査を行った。流行マップは地域におけるインフルエンザの感染

拡大防止に「有用」と回答したのは、小中学校 86％、保育園・こども園 67％、医療機関 86％、介護・

障がい者施設で 93％であり、流行マップの情報は「朝礼等で情報共有」、「流行を意識した早めの受診

を勧奨や検査の実施」、「掲示板などに掲示」、「学校・施設内の感染対策強化」などの活用に繋がった。

地図化といった手法を含めて、「学校欠席者・感染症情報システム」の情報の有効な活用や公開方法は

今後さらに検討を必要とする。 

 

A. 研究目的 

「学校等欠席者･感染症情報システム」は日本学校

保健会が運営しているシステムであり、国立感染

症 研 究 所 が 研 究 支 援 を 行 っ て い る

(http://www.syndromic-

surveillance.com/gakko/index.html）。同システム

が導入されている自治体では、学校や保育園・幼

稚園・こども園（以下保育園）で発生する感染症に

より欠席する児童/生徒数や学級/学年閉鎖の情報

が毎日集められ、インターネット上でリアルタイ

ムに自治体や学校/保育園の担当者に公開されて

いる（情報の一部（市町村区単位）は一般公開もさ

れている： 

https://scl11.953862.net/schoolkoukai/view_all.p

hp）。学校/保育園のインフルエンザの流行は地域

の流行を反映することが知られており、本情報を
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活用することで、地域の流行を早期に認知し、感

染症の拡大防止対策を早期に講じ、意識の啓発に

つなげることができる。しかしながら、同システ

ムで得られる情報がどの程度地域の感染症拡大防

止に活用されているかを示すデータは不足してい

る。 

 

そこで、本研究では新潟県十日町市において「学

校等欠席者･感染症情報システム」から得られるイ

ンフルエンザによる小中学校欠席者数に基づき、

流行状況を GIS（Geographic Information System：

地理情報システム）を用いて視覚化（地図化）し、

インフルエンザ流行期に、教育機関（小中学校、保

育園・こども園）、医療機関（病院・診療所）、介

護・障がい者施設に週に 1 回配布する。さらに、

流行が終わった後に、配布した地図の有用性につ

いてのアンケート調査を、各施設の感染症対策担

当者に対して行うことで、情報の効果的な活用方

法を検討することを目的とする。 

 

B. 研究方法 

研究デザイン：アンケートによる意識調査（観察

研究） 

1. 「学校等欠席者･感染症情報システム」のウェ

ブサイト上で更新される十日町市の小中学校

（計 29 校）の学校欠席者情報を基に 2019 年

度のインフルエンザ流行期（2019 年 12 月

∼2020 年 2 月）に地図ソフトを用いてインフ

ルエンザ流行マップを週 1 回作成した（図１）。 

2. 作成した流行マップを十日町市内の小中学校、

保育園・こども園、病院・診療所、介護・障が

い者施設へ e-mail または FAX を用いて配布

した。 

3. 2019 年度のインフルエンザ流行期終了後の

2020 年 4 月∼各施設の感染症対策担当者に対

してアンケート用紙（無記名、記述式）をメー

ルまたは FAX を用いて、配布した流行マップ

に関して、アンケート調査を行った。 

4. アンケート調査から取得する情報は以下が含

まれた：アンケート回答者の役職、流行マッ

プの活用頻度、流行マップの活用方法、流行

マップの有用性に関する意見。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はアンケート調査研究であり、介入を伴わ

ず、人体から資料を取得する行為、要配慮個人情

報の取得を含まない。「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」（平成 29 年 2 月一部改正）の

規定により研究対象者からの文書または口頭によ

る同意は必ずしも要しないが、アンケート調査に

関する説明文書を研究対象者に事前に配布し、以

下の内容を通知した。 

（１）研究の概要及び収集する情報の使用目的 

（２）個人情報の取り扱い 

（３）アンケートの回答は自由意志により行うも

のであり、本研究への参加を拒否できる旨 

（４）研究参加者からの問い合わせ対応に関する

情報 

これにより研究対象者が研究へ参加することを拒

否できる機会を設け、アンケートの返却も以って

同意とみなすこととした。 

 

C. 研究結果 

小中学校；計 21 校（回答率：72％）、保育園・こ

ども園；計 15 施設（回答率：68％）、医療機関；

計 13 施設（回答率：59％）、介護・障がい者施設；

計 14 施設よりアンケートに対する回答を得た。

（介護・障がい者施設については複数の事業所を

運営する法人として、または各事業所としての回

答が混在していたため、適切な回答率を求めるこ

とができなかった。） 

 

インフルエンザ流行マップを配布する前の状況と

して、「学校等欠席者・感染症情報システム」を「知

っていた」と答えたのは、保育園・こども園 20%、

医療機関 62%、介護・障がい者施設 36％であった
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（図 2）。また、「学校等欠席者・感染症情報システ

ム」を「頻繁に又は時々閲覧していたと答えた」の

は保育園・こども園 0％、医療機関 62％、介護・

障がい者施設 21％であり、特に保育園・こども園

と介護・障がい者施設において、「学校等欠席者・

感染症情報システム」の認知度や利用頻度は低か

った（図 3）。 

 

「流行マップは地域におけるインフルエンザの感

染拡大防止にどの程度有用と感じるか」との問い

に対して、有用（「非常に有用」と「ある程度有用」

を合算）と回答したのは、小中学校 86％、保育園・

こども園 67％、医療機関 86％、介護・障がい者施

設で 93％であった（図４）。また、流行マップの配

布を今後も継続した方が良い（「絶対に継続した方

が良い」と「継続した方が良い」を合算）と答えた

のは、小中学校 76％、保育園・こども園 67％、医

療機関 92％、介護・障がい者施設 100％であった

（図５）。 

 

流行マップの活用方法として、頻度が多かったも

のは「朝礼等で情報共有」（保育園・こども園 47％、

介護・障がい者福祉 57％）、「流行を意識した早め

の受診を勧奨や検査の実施」（小中学校 29％、保育

園・こども園 33％、医療機関 54％、介護・障がい

者施設 7％）、「掲示板などに掲示」（小中学校 24％）、

「学校・施設内の感染対策強化」（小中学校 19％、

保育園・こども園 27％、医療機関 23％、介護・障

がい者施設 21％）などがあった（図６）。その一方

で流行マップを活用していないと回答したのは、

小中学校 24％、保育園・こども園 7％、医療機関

31％、介護・障がい者施設 7％であった。 

 

小中学校における流行マップ配布前の「学校欠席

者・感染症情報システム」と流行マップの活用方

法とその頻度としては、配布前の方が、「朝礼等で

の情報共有」、「学校だより等に使用」、「流行を意

識した早めの受診を勧奨」などで高い傾向がみら

れた（図７）。 

 

流行マップを配布する上で最も適切と考える方法

については、保育園・こども園と介護・障がい者施

設でメールが最も多かったが、小中学校ではウェ

ブサイトで開示、医療機関では FAX が最も多く、

施設によって好まれる配布方法に違いがみられた

（図８）。 

 

D. 考察 

「学校欠席者・感染症情報システム」には学校や

保育園で発生する感染症により欠席する児童/生

徒数や学級/学年閉鎖の情報が毎日集められてお

り、感染症のサーベイランスに必要な有用な疫学

情報を提供するものである。「感染症発生動向調査

（NESID）」が定点医療機関から週∼月単位で報告

される感染症の発生状況に関する情報を収集して

いる一方で、「学校欠席者・感染症情報システム」

は、システムを導入する自治体内の各学校や保育

園（十日町市では小中学校のみ）からの情報が日々

更新されるという利点があり、定点観測に基づく

情報よりも早期に地域内の感染症の発生を認知で

きる可能性を持っている。 

 

「学校欠席者・感染症情報システム」に集められ

た情報は市町村区単位で学級が閉鎖されているク

ラス数、各疾患/症状によって欠席している児童数

（0∼5 人以上の 6 段階で表示）などごく限られた

データが Web 上に一般公開されているが、学校/

保育園単位のより詳細なデータは自治体や学校/

保育園の担当者等のみに対してアクセス権限が与

えられいる。本研究では新潟県十日町市において、

「学校欠席者・感染症情報システム」に集められ

た小中学校単位の欠席者情報を GIS を用いて地図

化し、より視覚的に捉えられる形とした上で、市

内の小中学校、保育園・こども園、医療機関、介

護・障がい者施設へ配布し、その後アンケート調

査を行うことで、疫学情報の有用な公開及び活用

方法を検証したものである。 
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流行マップが地域におけるインフルエンザの感染

拡大防止において有用であると回答したのは、保

育園・こども園でやや低く 67％であったが、小中

学校、医療機関、介護・障がい者施設ではそれぞれ

86％、86％、93％であり、その有用性を評価する

回答結果が多かった。また、流行マップの活用方

法として、54％の医療機関では「流行を意識して

検査を行った」、29％の小中学校と 33％の保育園・

こども園では「流行を意識して早めの受診を勧奨

した」、47％の保育園・こども園と 57％の介護・障

がい者施設で「朝礼等で情報共有を行った」、また

20％前後の全ての施設で「感染対策を強化した」

という回答があり、流行マップ等を用いて地域の

流行状況に関する情報を適切に伝えることが、感

染対策上の行動変容へ繋がる可能性が示唆された。

その一方で小中学校においては、流行マップ配布

前の「学校欠席者・感染症情報システム」と流行マ

ップの活用方法とその頻度としては、配布前の方

が、「朝礼等での情報共有」、「学校だより等に使用」、

「流行を意識した早めの受診を勧奨」などで高い

傾向がみられた。これは、2019 年度には、例年み

られるような大規模なインフルエンザの流行が十

日町市内で起こらなかった影響や流行マップの活

用方法を検討する間もなく流行時期が終わってし

まった可能性が推察される。 

 

流行マップの配布方法については、施設によって

好まれる方法が異なる傾向がみられ、アンケート

内のコメントにも「配布でなくてもそれぞれがホ

ームページ等で確認できれば良い」、「メールで届

くと紙ベース等で管理職などにも報告しやすく、

市内の状況が把握しやすい」、「字が小さく FAX だ

と見にくかった」等の様々な意見があった。最も

有効な情報の公開及び視覚化の方法については今

後もさらなる検討が必要と考えられた。 

 

また、ある学校で新規の欠席者数が急激に増えた

週があり、「アウトブレイクが疑われます。」とい

うコメントを添えて流行マップを配布した際に、

学校側より懸念の声をいただいたため、コメント

を削除しマップを改めて配布した。情報の公開に

際しては学校や個人への影響に十分配慮したあり

方を検討し、学校側の理解を得ることが不可欠で

あると考えられた。 

 

E. 結論 

疫学情報についてはその収集に目的が置かれるべ

きではなく、情報を誰に対して、どの様な形で開

示すれば公衆衛生的なメリットを最大化すること

ができるかを優先させるべきである。「学校欠席

者・感染症情報システム」はインフルエンザのみ

ならず、新型コロナウイルスといった新興感染症

に対するサーベイランスツールとしても高い有用

性を持つ可能性があり、その情報の活用方法とし

て GIS を用いた視覚化及び医療や介護現場を含め

たより広い情報の公開は今後さらに検討されるべ

きものである。 

 

G. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 

なし 

 2. 実用新案登録 

なし 

 

 3.その他 

なし 
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図 1. 配布したインフルエンザ流行マップの例 
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図 2．「学校等欠席者・感染症情報システム」に関する知識 

 
 

 

 

図 3．「学校等欠席者・感染症情報システム」の閲覧状況 

 
 

 

 

 

 



7 

 

 

図４．インフルエンザ流行マップの有用性 

 
 

 

 

図５．インフルエンザ流行マップを継続した方が良いか？ 
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図６．インフルエンザ流行マップの活用方法 

 
 

 

 

図７．小中学校における「学校等欠席者・感染症情報システム」とインフルエンザ流行マップの 

活用方法の比較 
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図８．インフルエンザ流行マップの適切な配布方法について 

 



厚生労働行政推進調査事業補助金  （新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリスクアセスメ

ントに関する研究」  

分担研究報告書  

国際的なマスギャザリング時のリスクマネジメントに関する研究  

 

研究分担者 和田 耕治(国際医療福祉大学医学研究科公衆衛生学専攻) 

 

研究要旨 

新型コロナウイルスの出現により、国際的なマスギャザリングのあり方は大きく変

わった。東京オリンピックパラリンピックが2021年に延期されたこともあり本年度は

主に国内でのマスギャザリングの実施に向けた対応へのインプットを行うことが主

であった。特に、内閣官房のイベントに関するWGなどで様々なガイドラインならびに

民間のイベントにおける対策に助言などを行った。 

まず大事なことは、そのマスギャザリングにおいて何をするかということである。

対象者はどこから来るのか、何をそこでするのか、そしてその後はすぐに帰るのかで

ある。リスクマネジメントの重要な点としては、飲食の場面やマスクを外す場面を特

定して感染対策を強化すること、そして、責任者を明確にすることである。 

また、国際的なマスギャザリングとなる場合には、海外からの訪問者に対する検疫

での対応であったり、国内に入った際の検査のあり方、そして、海外に感染症を持ち

出さないということを考慮する必要がある。 

 

A. 研究目的 

国際的なマスギャザリングは、様々な国の人

が集うことであり、こうした場においては感染

症や様々な健康危機が起こりえることが報告さ

れている。本研究では、国際的なマスギャザリ

ングにおける感染症などの危機管理のあり方を

明らかにすることであり、新型コロナウイルス

を特に考慮することを目的とする。本年度は、

特に、国内でのマスギャザリングを事例として、

開催できるための方策について検討を行った。

また、国際的なマスギャザリングを控える上で

の感染対策のあり方について検討を行った。 

 

B. 研究方法 

内閣官房において設置されたイベントに関す

るワーキングや関連の事業者からの依頼などを

もとに実際にマスギャザリングの場面を訪問す

ることで対策のエッセンスをとりまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究においては、個人情報を含むデータを

取り扱わないため、倫理上の問題が発生する恐

れはない。 

 

C. 研究結果及び考察 

1． マスギャザリングの新型コロナウイルス

感染リスク評価 

 マスギャザリングによる新型コロナウイル

スの感染リスク評価においては、現場におい

ては、当事者がだれかを考える必要がある。

基本的には、客、事業者、地域の 3 者がある。

現場においては客と事業者の双方の間での感

染リスクがある。つまり、客同士、事業者か



ら客、客から事業者、事業者同士である。 

 客同士の感染としては、例えばスタジアム

で歓声を上げたりする場合には、客同士の感

染がありえる。そのため マスクの着用を厳

格にする、食事の場所を制限する、声をあげ

るのを禁止するなどがあげられる。ついで、

考えなければならないのは、客はどこから来

るのか、そしてイベントの前後はどうするか

である。客は感染拡大地域から来るのか、ま

た、都道府県を超えてくるのか、近隣だけな

のか、宿泊を伴うのかなどの要因である。マ

スギャザリングは都市で行われることが多い。

地方から都市に来て、そこで感染した場合に

は地方において感染を広げる可能性がある。

こうした場合には地域での感染が拡大するリ

スクがある。一方で地方都市において開催す

る場合には感染している地域からの感染拡大

の可能性がある。滞在期間は短い可能性はあ

るが、飲食や交流の場面があれば感染を広げ

る可能性がある。 

 マスギャザリングにおいて飲食の場面やマ

スクを外す場面を特定して感染対策を強化す

ることはとても重要である（資料 1）。特に、

イベントの前後などは要注意である。イベン

ト終了後にできるだけ早く帰るような促しも

あるが、その場合には地域経済からの反対意

見がでる可能性がある。しかしながら、地域

の感染状況においては必要であるし、イベン

ト開催を継続するためには地域に感染を広め

ないということは重要である。また、事前に

検査をするということも議論されているが課

題も多い（資料 3）。 

 事業者から客としては、例えばイベント事

業者と客の接点がどこにあるかであるが、場

所の案内であったり、買い物をする場面があ

りえるが、通常は客から事業者への感染への

対策が強化している場合が多く大きな問題に

なることは少ない。買い物などにおいても会

話を最低限でありそれほどのリスクはない。

非接触でチケットなども QR コードなどを用

いたりしているが、そうしたことからこのル

ートでの感染リスクは制御可能である。 

 事業者同士の感染は、例えば休憩所などに

おいて起こりえる。また、事業者の間での感

染はクラスターなどになった場合には場所が

特定されることで公表される可能性もあるの

で特段の注意が必要である。体調確認であっ

たり、食事の際の対策が重要となる。 

 地域における感染拡大の状況は上記に非常

に関係する。地域において緊急事態宣言であ

ったり、まん延防止等重点措置がでている場

合には対策を強化するまたは定員の減少など

を検討する必要がある。 

対策の実施において最も大事なことは、感

染対策の責任者を明確にすることである。イ

ベントの事業者なのか、場所を貸す事業者な

のかである。また参加者への協力要請も不可

欠である。（資料 2） 

 変異株の出現によりさらに課題は大きくな

りつつある。（資料 4） 

国際的なマスギャザリングとなる場合には、

海外からの訪問者に対する検疫での対応であ

ったり、国内に入った際の検査のあり方、そ

して、海外に感染症を持ち出さないというこ

とを考慮する必要がある。 

 来年度は東京オリンピックパラリンピック

が開催されるため具体的な対応についてさら

に検討を進める。 

  

資料 1．飲食での感染対策について 

飲食業界の方は大きな影響を受けておられま

す。そのなかで、飲食の事業者の方と共に、

今後の感染対策のあり方について議論しまし

たので、その要点を共有させていただきます。 

○事業者によるお店のハード面、そしてお客

さんの協力も得てのソフト面の感染対策が必

要。 

○店内で長時間の会話や歌唱、飲酒を伴う店

舗が特にリスクが高い。こうした店舗では、

接触感染、飛沫感染だけでなく、「マイクロ飛



沫感染」と呼ばれる、長時間浮遊する微細な

飛沫への対策が必要。具体的には、空調など

により同席者だけでなく、店内にも広がりえ

る感染経路に対して対策を施す。 

○マイクロ飛沫感染に対しては、換気の確保

が必要。二酸化炭素濃度測定器を用いて店内

をモニターし、一定レベル（目安＝1000ppm）

を超えないように換気や収容人数を調整する。

特に、店舗の奥など換気がしづらいところを

特定して、換気を確保する。 

○飛沫感染に対しては、アクリル板などの遮

蔽物を空調の流れと目的を考慮しながら、設

置する。また、お互いに距離を確保する。特

に、違うグループとの距離を。 

○接触感染に対しては、手洗いの励行や、飲

食後のテーブルの拭き取りによる消毒がある。 

○お客さんにも積極的な感染対策を実践する

ことが求められる。例えば、 

1. 体調が少しでもおかしいなら参加しない・

させない 

2. 声が大きくならないようにする（店は BGM

の音量を今までより小さくするのも一案） 

3. マスクをできるだけする 

4. 長時間、滞在しない（2 時間以内を目安） 

5. 少人数（家族や普段一緒にいる人でなけれ

ば最大 4人まで） 

6. 様々な人と、頻繁に会食することは避ける 

7. お店の感染対策に協力する 

○感染対策が不十分な店舗が地域にあること

については、自治体による指導や協力などを

行える体制が必要。将来的には店舗の外部評

価や認証もありえる。 

○なお、会話が最低限であり、滞在時間が短

い飲食店は感染拡大のリスクは比較的小さい

が、飛沫感染と接触感染への対策を行う。 

市町村や商店街の単位で連携して、感染が広

がりにくい地域作りが早急に求められていま

す。 

 

資料 2．ホストタウンでの対応 

東京 2020 オリンピック競技大会まで、もう半

年ない。新型コロナの世界の流行状況を考え

ると、従来のような形で開催できるとは多く

の人が考えていないであろう。 

そろそろ現実を見据えて、大会において「行

うこと」「行わないこと」を示していただきた

いものである。例えば、競技によって感染リ

スクは異なる。お互いに触れる機会が多いな

ら、誰かが陽性と診断された場合の対応につ

いてどうするのか。また、観客はどうするか。

無観客か、それとも国内だけか。 

タイムラインを具体的に区切って、いつまで

に何が達成されれば「行う」、または「行わな

い」を示した計画表を今すぐにでも示す必要

がある。 

開会式は 7 月 23 日であるが、その前に選手を

受け入れることになるホストタウンはもっと

時間的な制約がある。地元の感染対策を担っ

ている医療者は、これまでは新型コロナの診

療で時間を多くとられていた。オリンピック

の感染対策はこれからだが、それと同時にワ

クチン接種も行わなければならない。 

筆者は、少しでも地域での議論と対策が推進

することを願って、「東京オリンピックパラリ

ンピックにおけるホストタウンでの新型コロ

ナウイルス感染対策準備アクションチェック

リ ス ト 」 を 作 成 し て 公 開 し て い る

（https://plaza.umin.ac.jp/~COVID19/core

/host_town_infection_control_checklist.p

df）。 

チェックリストには体制作りと個別の対策の

2 種類がある。大事なことは、関係者で担当

者を決めるなどの体制作りである。自治体、

受け入れを行う施設、そして相手国など様々

な関係者がいる。この「誰が」の主語を決め

るのが難しい。 

感染対策や医療体制の整備を自治体がどこま

で行い、また受け入れを行う施設がどこまで

行うのか。費用の負担にもつながる話であり、

議論が進んでいない自治体も多い。そもそも



地元の人とのふれあいの機会も難しくなった

ため、自治体は海外からの選手団を受け入れ

るメリットが感じられず、追加費用の負担も

難しくなっている。さらにはボランティアの

感染対策をどうするか、相手国はきちんと対

策を行ってくれるのかなど課題は多い。 

大会の直前での中止、または現場が大混乱す

るような事態など日本の評判を落とすことに

ならないようにしたい。1年後の 2022 年 2 月

4 日には 2022 年北京オリンピックが開幕す

る。冬期の競技は密になるものも少なく、感

染対策もしっかりして行われそうである。 

 

資料 3.企業が自主的に『濃厚接触者』を特定

する際の注意点 

    

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）と診

断された際に、感染症法に基づいて保健所に

より発症前後の行動を確認する積極的疫学調

査が行われます。企業や学校では、クラスタ

ーが発生した場合に名前が出るなど影響が大

きいことから自主的に濃厚接触者の特定が行

われていることがあります。保健所の聞き取

りの負担が減り、喜ばれるという意見もあり

ますが、新たな問題も発生しています。 

 

COVID-19は発症から診断まで早くて5日程度

かかっています。症状があれば会社を休むこ

とが推奨されていますが、症状が軽微であっ

たり、落ち着いた際には出勤していることが

あります。発症 5 日目に診断が確定したとす

ると、発症前 2 日を含めて計 7 日間に、マス

クを着けずに1m以内で15分以上会話した人、

また食事を共にした人が濃厚接触者と考えら

れます。 

 

そうした人を特定するには感染した個人だけ

ではなく、周囲の人も含めて詳細な聴取が必

要となります。その際、個人の行動履歴は機

微な個人情報であるということを忘れてはい

けません。企業では必ずしも医療職が介在せ

ずにこうした調査が行われていることがあり

ますが、個人の行動履歴の聴取は業務命令で

はなく、信頼関係の上でなされるべきです。

医療職が介在しない場合には、むやみに聴取

を行わないことも選択肢となります。 

 

企業として「濃厚接触者」と「認定」するこ

とは、対象者の家族などへの影響も大きいで

す。対象者を広範囲に広げたくなるかもしれ

ませんが、体調確認と感染対策を一時的に強

化する人ぐらいにしてはどうでしょうか。 

 

最初に感染が明らかになった人が必ずしも最

初に感染した人ではありません。つまり、職

場で感染した可能性があるので、まず確認す

ることは周囲の人の体調確認です。症状があ

る人は休みにする必要があるでしょう。 

 

保健所の調査により PCR 検査の対象になる場

合とならない場合があります。対象にならな

い場合には、企業が PCR 検査をさせることが

あるようですが、症状がまったくない場合に

無理強いをしないようにしてください。 

 

接触の調査は感染拡大防止のために御願いし

て行っているのであり、対象者には調査協力

への感謝をもって接するべきです。感染した

ことを責めることがないようにするべきで、

それはハイリスクの行動をしていたことがわ

かっても同様です。 

 

感染者が職場で初めて出た、という企業はま

だまだたくさんあります。過剰な対応で職場

に不信感などが広がらないように慎重に行い

たいものです。 

 

資料 4．新型コロナウイルスの変異株への対

応 

 



感染力が強くなっているということはあるが、

決して、今まで感染が広がっていないところ

で広がるようになったわけではない。つまり、

市民個人としては、飛沫が飛び交うような 3

密場面、特に、今後も会食をするような場面

の対策が重要である。 

 

この変異株は、公衆衛生の観点からは極めて

大きな課題である。感染力が高まっているこ

とで、これまで以上にクラスターが大きくな

る可能性がある。高齢者施設や医療機関で何

とか抑えていたところでも、今までの対応能

力だけでは、突破されて広がるということも

起こりえるかもしれない。また、重症化のリ

スクも高まるという報告もあることから、病

床の確保がこれまで以上に必要になってくる

可能性がある。 

 

そのため、地域や施設におけるこの 1 年の対

応能力の成果が試されると私は考えている。

対応能力を維持することは容易ではない。た

とえば 4 月は人事異動などがある。対応する

人が不在になってしまう、責任体制が不明確

になるという隙間ですら危機感を持つ必要が

ある。 

 

そして法令改正により新たに設けられた、ま

ん延防止等重点措置（公衆衛生の業界では“ま

んぼう”と呼ばれている）という、緊急事態

宣言の前に使える措置をどう使うのかがまだ

明らかになってはいない。もしかしたら、こ

の「まんぼう」を使う日はそう遠くないとい

う危機感もある。 

 

自治体の判断も第 3 波においては、迅速にで

きたところがある一方で、対策の打ち出しが

迅速にできなかったところもある。特に首都

圏の知事たちには、もう一度意思決定のあり

方について見直していただきたい。変異株に

は今まで以上に迅速な対応が求められる。 

 

このように、個人への呼びかけはそれほど変

わらないなかで、感染対策に関して危機感を

高める、維持することができるのか。そして、

個人の集合体である地域や施設では、対策を

強化して行かなければならない。ワクチンへ

の期待もあるなかで、人々の意識はさらに複

雑になっていく。 

 

いずれにしても、様々な場での「リーダーシ

ップ」が求められる。新たなステージにむけ

て、休みもとりつつ、備えをしたい。 

 

D. 健康危険情報 

特になし 

 

E. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 

1.論文発表 

Wada K, Okabe N, Shobugawa Y. Infection 

and transmission of COVID-19 among students 

and teachers in schools in Japan after the 

reopening in June 2020.BMJ Paediatrics Open 

2020;4:e000854.  

doi:10.1136/bmjpo-2020-000854 

2.学会発表 

 特になし 

3.その他 

 以下のガイドラインの複数に提案や質疑に

対応した。 

https://corona.go.jp/prevention/pdf/guidel

ine.pdf 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

G. 参考文献 

なし

 



厚生労働行政推進調査事業補助金  （新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリスクアセスメ

ントに関する研究」  

分担研究報告書  

病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめに関する研究  

 

研究分担者 脇田 隆字(国立感染症研究所 所長) 

研究協力者 大西  真（国立感染症研究所 副所長） 

 長谷川 秀樹（国立感染症研究所 エイズウイルス研究センター） 

 影山  努（国立感染症研究所 エイズウイルス研究センター） 

 鈴木 忠樹（国立感染症研究所 感染病理部） 

 片野 晴隆（国立感染症研究所 感染病理部） 

 森川  茂（岡山理科大学） 

 

研究要旨 

新型コロナウイルスに関する病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめをおこな

う。病原体検査系として、リアルタイムPCR法の性能試験を実施し比較検討、LAMP法な

どの迅速核酸検出法および血清診断法の開発状況を検討する。これらの研究により国

内の新型コロナウイルス検査体制を強化する。新たな検査方法の開発および整備も急

務であり、必要な協力について調査した。さまざまな検査系の開発が進んでいること

を確認した。 

 

A. 研究目的 

本分担研究の目的は「病原体検査系の開発、

症例の情報とりまとめ」である。新型コロナウ

イルスに関する病原体検査系の開発、症例の情

報とりまとめを実施する。 

 

B. 研究方法 

1. リアルタイム PCR 法の性能試験を実施

し比較検討する。 

2. LAMP 法などの迅速核酸検出法の開発

状況を検討する。 

3. 血清診断法の開発状況を検討する。 

4. 国内の新型コロナウイルス検査体制を

強化する 

 

（倫理面への配慮） 

 本実験で実施した研究は国立感染症研究所ヒ

トを対象とする医学研究倫理審査委員会の承認

を得ている。 

 

C. 研究結果 

１． 国内外のリアルタイムPCR法の性能試

験を実施した。感染研に保存されている既

存検体を用いて感度、特異度について検討

した。また、アカデミアおよび企業が開発す

るキットに関しても、を促進するために陽

性コントロールの分与、陽性および陰性検

体パネルの作製をおこなった。変異ウイル

スを検出するためのリアルタイムPCR方を

構築した。 

２． LAMP法はAMED研究班において企業が開

発研究を実施している。2月の会議において

開発の進捗状況を確認した。また、開発に必



要な陽性および陰性検体パネルの作製をお

こなった。 

３． AMED研究において、患者血液中あるい

は鼻腔、口腔に分泌される抗体の測定系が

感染研感染病理部で開発研究を実施してい

る。この開発を推進するために岡山理科大

学の森川教授に感染研へ出張していただき、

開発に必要な助言をいただいた。 

４． 感染研が開発したリアルタイムPCR法

の実施に必要な試薬は地方衛生研究所に配

布された。また、検査実施可能な研究機関、

大学、病院などにも試薬が配布された。さら

に検査体制を確立する必要がある保健所に

はインフルエンザ研究センターから職員が

派遣されたが、その派遣に関しての調整を

実施した。また、変異ウイルスを検出するた

めの陽性コントロールを作成して、地衛研

などに配布した。 

５． 新型コロナウイルスのゲノム解析につ

いては外部への委託や、地衛研への技術移

転などにより検査能力の向上に努めた。 

 

D. 考察 

新型コロナウイルス感染症の流行にともない、

国内における検査体制の整備および強化が課題

となっている。さまざまな開発および協力が必

要であることを調査して、実施している。また、

新たな検査方法の開発および整備も急務である

ため、こちらも必要な協力について調査し実施

していく。 

 

E. 結論 

新型コロナウイルス検査系の開発について

実施した。 

 

F. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 

1.論文発表 

1. Sekizuka T, Itokawa K, Yatsu K, Tanaka 

R, Hashino M, Kawano-Sugaya T, Ohnishi 

M, Wakita T, Kuroda M; COVID-19 Genomic 

Surveillance Network in Japanese 

Airport Quarantine. COVID-19 Genome 

Surveillance at International Airport 

Quarantine Stations in Japan. J Travel 

Med. 2020 Nov 24:taaa217. doi: 

10.1093/jtm/taaa217. Epub ahead of 

print. PMID: 33236052. 

2. Sekizuka T, Itokawa K, Hashino M, 

Kawano-Sugaya T, Tanaka R, Yatsu K, 

Ohnishi A, Goto K, Tsukagoshi H, Ehara 

H, Sadamasu K, Taira M, Shibata S, 

Nomoto R, Hiroi S, Toho M, Shimada T, 

Matsui T, Sunagawa T, Kamiya H, Yahata 

Y, Yamagishi T, Suzuki M, Wakita T, 

Kuroda M. A Genome Epidemiological 

Study of SARS-CoV-2 Introduction into 

Japan. mSphere. 2020 Nov 

11;5(6):e00786-20. doi: 

10.1128/mSphere.00786-20. PMID: 

33177213; PMCID: PMC7657588.  

3. Yamagishi T, Ohnishi M, Matsunaga N, 

Kakimoto K, Kamiya H, Okamoto K, Suzuki 

M, Gu Y, Sakaguchi M, Tajima T, Takaya 

S, Ohmagari N, Takeda M, Matsuyama S, 

Shirato K, Nao N, Hasegawa H, Kageyama 

T, Takayama I, Saito S, Wada K, Fujita 

R, Saito H, Okinaka K, Griffith M, 

Parry AE, Barnetson B, Leonard J, 

Wakita T. Corrigendum to: Environmental 

Sampling for Severe Acute Respiratory 

Syndrome Coronavirus 2 During a COVID-

19 Outbreak on the Diamond Princess 

Cruise Ship. J Infect Dis. 2020 Sep 

9:jiaa525. doi: 10.1093/infdis/jiaa525. 

Epub ahead of print. Erratum for: doi: 

10.1093/infdis/jiaa437. PMID: 

32905593; PMCID: PMC7499642. 

4. Kutsuna S, Suzuki T, Hayakawa K, 

Tsuzuki S, Asai Y, Suzuki T, Ide S, 

Nakamura K, Moriyama Y, Kinoshita N, 

Hosokawa N, Osawa R, Yamamuro R, 

Akiyama Y, Miyazato Y, Nomoto H, 

Nakamoto T, Ota M, Saito S, Ishikane M, 

Morioka S, Yamamoto K, Ujiie M, Terada 
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マ ス ギャ ザ リ ン グ 時 や 新 興・ 再 興 感 染 症 の 発 生に 備 え た  

感 染 症サ ー ベ イ ラ ン ス の 強化 と リ ス ク ア セ ス メン ト に 関 す る 研 究  

分 担 研究 報 告 書  

 

疫学的・統計学的なサ－ベイランスの評価と改善  

 

研究分担者 村上 義孝 東邦大学医学部社会医学講座医療統計学分野 教授 

研究協力者 橋本 修二 藤田医科大学医学部衛生学 教授 

 川戸 美由紀 藤田医科大学医学部衛生学  講師  
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上原 里程 京都府立医科大学地域保健医療疫学 教授 

 谷口 清州  国立病院機構三重病院臨床研究部 部長  
 砂川 富正  国立感染症研究所感染症疫学センター 室長  
 永井 正規  埼玉医科大学 名誉教授  

 

研究要旨 

本 研 究グ ル ー プ の 目 的 は 感染 症 発 生 動 向 調 査 を疫 学 的 ・ 統 計 学 的 な 面 か ら 評

価 し 、 有 効 利 用 に つ い て の改 善 を 考 え 、 必 要 な提 言 を 行 う こ と で あ る 。 本 年 の

検 討 結 果 、 RS ウイ ル ス 感染 症 の 警 報 の 開 始 ・終 息 基 準 値 は ５ ， ２で 実 施 可 能 、

RS ウ イ ル ス 感 染症 の 罹 患数 推 計 に つ い て も 実際 に 計 算 可 能 と な った 。 2019/20

シ ー ズ ン の イ ン フ ル エ ン ザ型 別 罹 患 者 数 は 、 前年 と 比 較 す る と A(H1)pdm お よ

び Ｂ は 同 程 度 、 A(H3)は 極 端 に 少な か っ た 。  

 

A．研究目的 

 疫 学的 ・ 統 計 学 的 な 視 点か ら 、 感 染

症 サ － ベ イ ラ ン ス を 評 価 し、 必 要 な 改

善 点 ・ 方 法 を 検 討 ・ 提 案 する こ と を 目

的 と し 、 グ ル ー プ 研 究 を 実施 し た 。 具

体 的 に 検 討 し た 課 題 は 、 以下 の 5 つ で

あ る 。  

 

1. 警 報 ・注 意 報 の 発 生  

2. 罹 患 数の 推 計  

3. イ ン フル エ ン ザ 型 別 罹患 数 の 推 計

4. 全 数 把握 対 象 疾 患 の 検討  

5. グ ル ープ 報 告 書 の ア ーカ イ ブ 化  

 

B．研究方法 

 感 染症 発 生 動 向 調 査 で 収集 さ れ て い

る デ ー タ を 使 用 し た 。  

 

 (倫理面への配慮） 

本 研 究 で は 、 個 人 情 報 を 含む デ ー タ

を 取 り 扱 わ な い た め 、 個 人情 報 保 護 に

関 係 す る 問 題 は 生 じ な い 。「 人 を 対 象

と す る 医 学 系 研 究 に 関 す る倫 理 指 針 」

の 適 用範 囲 で は な い が 、 資 料 の 利 用 や

管 理 など 、 そ の 倫 理 指 針 の 原 則 を 遵 守

し た 。  

 

C．研究結果 

 個 々の 課 題 の 詳 細 に つ い て は 、 別 途

報 告 する 。 主 な 結 果 は 以 下 の と お り で

あ る 。  

 

1.  警 報 ・注 意 報 の 発 生  

2019 年 の デ ー タ を 加 え て 警 報 ・ 注 意

報 の 発生 状 況 を 観 察 ・ 検 討 す る と と も

に 、 同シ ス テ ム の 警 報 ・ 注 意 報 の 基 準

値 変 更の 必 要 性 に つ い て 検 討 し た 。

2019 年 の 警 報 発 生 割 合 は 2009～ 2018

年 の それ と 比 較 す る と 、 イ ン フ ル エ ン

ザが 11.8％ 、 手 足 口 病 19.0％ 、 伝染

性 紅斑 11.4％ と 高 く 、 流 行 性 耳 下 腺 炎

0.0%と低 か っ た 。 こ の 発 生状 況 は 流 行

状 況 を反 映 し た も の と み な さ れ た 。 水

痘 に つい て は 、 2016 年 度 か ら 警 報 開 始

「 2」 、 終 息基 準 値 「 1」 に 変 更 し て い

る が 、こ の 基 準 に よ る 水 痘 の 2019 年
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警 報 発 生 割 合 は 2.4％ で あり 、 現 行 の

水 痘 の 警 報 開 始 、 終 息 基 準値 「 2、 1」

は 適 切 で あ る と 判 断 し た 。よ っ て 、 各

対 象 疾 患 に つ い て 警 報 ・ 注意 報 の 基 準

値 の 変 更 は 必 要 な い と 判 断さ れ た 。  

RS ウ イ ル ス 感 染症 の 警 報発 生 の た め

の 検 討 を 行 っ た 。 本 年 度 は、 2019 年デ

ー タ を 追 加 し 2015～ 2019 年 5 年 間の

デ ー タ に 基 づ き 、 発 生 頻 度分 布 の 観 察

お よ び 警 報 基 準 値 に つ い て検 討 し 、 昨

年 度 示 し た 開 始 基 準 値 「 5」 、 終息 基

準 値 「 2」 の 適 切 性 に つ いて 検 討 し

た 。 そ の 結 果 、 警 報 レ ベ ルの 頻 度 は 、

2015 年 3.7％ 、 2016 年 3.0％ 、 2017 年

5.7％ 、 2018 年 3.4％ 、 2019 年 5.3％

で あ り 、 従 来 の 定 点 把 握 対象 疾 患 の 警

報 レ ベ ル の 頻 度 に 相 当 す る、 5％前 後

に な る こ と が 確 認 さ れ た 。昨 年 度 示 し

た 、 警 報 の 開 始 基 準 値 「 5」 、 終息 基

準 値 「 2」 は 適 切 で あ る と確 認 さ れ

た 。  

 

2.  罹 患 数 の 推 計  

本 年 度 は 2019 年 ま で の 罹患 数 推 計

値 の 推 移 を 解 析 す る と と もに 、 RS ウイ

ル ス 感 染 症 の 2019 年 の 推計 実 施 を 試

み た 。 推 移 の 解 析 と し て 、感 染 症 発 生

動 向 調 査 に 基 づ く イ ン フ ルエ ン ザ 、 小

児 科 定 点 対 象 疾 患 、 眼 科 定点 対 象 疾 患

の 2019 年 罹患 数 推 計 値 のデ ー タ を 追

加 し 、 年 別 、 週 別 、 お よ び、 年 齢 階 級

別 の 週 別 全 国 罹 患 数 推 計 値の 推 移 を ま

と め た 。 イ ン フ ル エ ン ザ では シ ー ズ ン

別 の 推 移 に つ い て も 併 せ て検 討 し た 。

小 児 科 定 点 対 象 疾 患 ・ 眼 科定 点 対 象 疾

患 の 2019 年 の 推 計 値 で は、 手 足 口 病

（ 213 万人 ） 、 伝 染 性 紅 斑（ 62 万 人）

で こ れ ま で の 推 計 値 の 中 では 高 い 水 準

で あ り 、 一 方 、 感 染 性 胃 腸炎 （ 530 万

人 ） 、 水 痘 （ 31 万 人 ） 、突 発 性 発 疹

（ 35 万 人 ） 、 流行 性 耳 下腺 炎 （ 10 万

人 ） 、 急 性 出 血 性 結 膜 炎 （ 0.5 万 人 ）

で は い ず れ も 年 間 罹 患 数 とし て 最 も 少

な か っ た 。 イ ン フ ル エ ン ザは 2019 年

が 1,455 万 人 で あ り 、 シ ーズ ン 別 に 見

る と 2018/2019 年 シ ー ズ ンで は 1,247

万 人 と 、 2006/2007 年 の シー ズ ン 以 降

13 シ ー ズ ン の 中で は 3 番目 に 少 な か っ

た 。 RS ウ イ ル ス感 染 症 の罹 患 数 推 計 を

試 み 、 2019 年 は 68.3 万 人 と試 算 さ

れ 、 報告 数 の 4.9 倍 で あ った 。  

 

3.  イ ン フル エ ン ザ 型 別 罹 患 数 の 推 計  

 イ ンフ ル エ ン ザ の 週 別 推 計 罹 患 数 と

病 原 体情 報 を 組 み 合 わ せ る こ と で 、

2015 年 第 19 週 か ら 2020 年第 15 週 の

イ ン フル エ ン ザ 型 別 罹 患 数 (0-4 歳 、 5-

19 歳 、 20-59 歳 、 60 歳 以 上の 年 齢 階 級

別 を 含む )を推 計 し た 。 2019/20 シ ー ズ

ン の イン フ ル エ ン ザ 型 別 罹 患 者 数 を 前

年 と 比較 す る と 、 A(H1)pdm お よ び Ｂ は

同 程 度、 A(H3)は 極 端 に 少な っ た 。  

 イ ンフ ル エ ン ザ の ウ イ ル ス 病 原 体 情

報 の 検体 数 の 推 移 を 経 時 的 に ま と め

た 。 2019/20 年 シ ー ズ ンは 9 月 か ら 12

月 に かけ て 、 感 染 症 法 改 正 以 降 最 多 の

検 体 数が 提 出 さ れ て お り 、 A(H1)pdm 型

が 優 勢で あ っ た 。 1 月 以 降、 提 出 さ れ

る 検 体数 は 著 し く 減 少 し 3 月 以 降 は ほ

ぼ ゼ ロと な っ た 。 ウ イ ル ス 型 別 割 合 の

推 移 は検 体 数 の 加 重 平 均 に よ り 滑 ら か

に 示 され た 。  

 

4.  全 数 把握 対 象 疾 患 の 検 討  

 感 染症 発 生 動 向 調 査 の 4 類 感 染 症 と

5 類 感 染症 全 数 把 握 対 象 疾患 に つ い

て 、 患者 報 告 情 報 の 有 効 活 用 方 法 の 検

討 と して 、 多 発 現 象 の 検 出 方 法 を 開 発

す る こと を 目 的 と し た 。 本 年 度 は 5 類

感 染 症全 数 把 握 対 象 に 適 用 し た 。 多 発

現 象 の検 出 方 法 と し て は 、 観 察 単 位 を

都 道 府県 の 週 、 多 発 を 報 告 数 が 多 い こ

と と し、 1 週 間 の 報 告 数 が基 準 値 以 上

を 多 発と 判 定 し た 。 基 準 値 は 都 道 府 県

ご と に、 過 去 5 年 間 の 週 別報 告 数 分 布

か ら 、発 生 確 率 1％ 未 満 に 対 応 す る 値

に 定 めた 。 5 類 感 染 症 全 数把 握 対 象 疾

患 の 適用 結 果 か ら 、 い く つ か の 疾 患 で

は 、 2019 年 に 全 国 的 な 多 発 現 象 が み ら

れ た が、 都 道 府 県 ・ 週 に 特 別 な 発 生 傾

向 は みら れ な か っ た 。 3 年 間 の 検 討 結

果 か ら、 多 発 現 象 の 検 出 方 法 に つ い

て 、 4 類感 染 症 と 5 類 感 染 症 全 数 把 握

対 象 疾患 へ の 適 用 可 能 性 が 確 認 さ れ る

と と もに 、 専 門 家 向 け の 注 意 喚 起 の 情

報 提 供と し て 、 一 定 の 有 用 性 が あ る と

示 唆 され た 。  

 カ ルバ ペ ネ ム 耐 性 腸 内 細 菌 科 細 菌 感
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染 症 （ CRE）、 バ ン コ マ イシ ン 耐 性 腸

球 菌 感 染 症 （ VRE） 、 薬 剤耐 性 ア シ ネ

ト バ ク タ ー 感 染 症 （ MDRA）に つ い て 感

染 症 発 生 動 向 調 査 の 報 告 数を も と に 時

間 集 積 性 の 有 無 に つ い て 検討 し た 。

2015 年 第 1 週 （診 断 週 ）か ら 2019 年

第 52 週 ま でに 報 告 さ れた CRE、 VRE、

MDRA に つ い て 、 1 年 を 4 期間 に 区 分 し

（ 第 1-13 週 、 第 14-26 週 、第 27-39

週 、第 40-52(53)週 ） 4 期 間別 の 報 告

患 者 数 を 比 較 し た 。 CRE に つい て は 有

意 な 分 布 の 差 が 観 察 さ れ たが 、 VRE お

よ び MDRA で は 分 布 の 差 は観 察 さ れ な

か っ た 。 同 期 間の CRE 報 告 数 に は 時間

集 積 性 が あ る 可 能 性 が 考 えら れ た 。  

 

5.  グ ル ー プ 報 告 書 の ア ー カ イブ 化  

グ ル ー プ 報 告 書 の ア ー カ イブ 化 を 進

め 、 ホ ー ム ペ ー ジ

(https://www.lab.toho-

u.ac.jp/med/stat/surveillance/inde

x.html)に これ ま で の 報 告書 を 掲 載 し

た 。  

 

D．考察 

2019 年 の 感 染 症発 生 動 向調 査 デ ー タ

を 入 手 し 、 現 存 デ ー タ に 追加 す る こ と

で 、 前 述 し た 各 テ ー マ に つい て 検 討 を

加 え た 。 い ま だ 感 染 症 発 生動 向 調 査 シ

ス テ ム （ NESID） に 導 入 され て い な

い 、 RS ウ イ ル ス感 染 症 の警 報 お よ び 罹

患 数 推 計 に つ い て ３ 年 間 の検 討 を 進 め

て き た が 、 こ れ ら 検 討 の 成果 と し て 、

RS ウ イ ル ス 感 染症 に つ いて も 、 他 の 定

点 把 握 対 象 疾 患 と 同 様 、 警報 お よ び 罹

患 数 推 計 を 実 装 可 能 で あ るこ と が 示 さ

れ た と い え る 。 今 後 、 国 の感 染 症 発 生

動 向 調 査 シ ス テ ム （ NESID） の 仕様 に

反 映 さ れ る こ と が 望 ま れ る。  

 

E．結論 

 本 年度 の 検 討 の 結 果 、 RS ウ イ ル ス感

染 症 の 警 報 の 開 始 ・ 終 息 基準 値 は ５ ，

２ で 実 施 可 能 と な り 、 RS ウ イ ル ス 感染

症 の 罹 患 数 推 計 に つ い て も実 際 に 計 算

可 能 と な っ た 。 2019/20 シ ーズ ン の イ

ン フ ル エ ン ザ 型 別 罹 患 者 数は 、 前 年 と

比 較 す る と 、 A(H1)pdm お よ び Ｂ は 同程

度 、 A(H3)は 極 端 に 少 な かっ た 。  

 

G．研究発表 

1．論文発表 

1)  K a w a do  M ,  H a sh i mo t o  S ,  O h ta  A ,  O b a  
MS,  U e ha r a  R ,  T an i g uc h i  K ,  S un a ga w a  
T ,  N a g a i  M ,  Mu r ak a m i  Y .  Es t i ma t i n g  
na t i o nw id e  c a se s  o f  s e xu a l ly  
t r a n s m i t t e d  d i se a s e s  i n  2 01 5  f r o m 
se n t in e l  s u r v e i l l a nc e  da t a  i n  J a pa n .  
B MC In f ec t  D i s .  2 0 2 0 ;2 0 :7 7 .  

 

2．学会発表 

1)太 田晶 子 , 橋 本修 二 , 川 戸 美 由 紀 , 

大 庭 真梨 , 上 原 里程 , 谷口 清 州 , 砂

川 富 正 , 永 井 正 規 , 村 上 義孝 . 感 染

症 発 生動 向 調 査 に 基 づ く 検 討  第 1

報  RS ウ イ ル ス 感 染 症 の 警報 発 生 . 

日 本 公衆 衛 生 雑 誌 ， 2020;67（ 特別

付 録 ） :424. 

2)川 戸美 由 紀 , 橋本 修 二 , 太 田 晶 子 , 

大 庭 真梨 , 村 上 義孝 , 上原 里 程 , 谷

口 清 州 , 砂 川 富 正 , 永 井 正規 . 感 染

症 発 生動 向 調 査 に 基 づ く 検 討  第 2

報  RS ウ イ ル ス 感 染 症 の 罹患 数 推 計 . 

日 本 公衆 衛 生 雑 誌 ， 2020;67（ 特別

付 録 ） :424. 

3)村 上義 孝 , 大 庭真 梨 , 橋 本 修 二 , 川

戸 美 由紀 , 太 田 晶子 , 上原 里 程 , 谷

口 清 州 , 砂 川 富 正 , 永 井 正規 . 感 染

症 発 生動 向 調 査 に 基 づ く 検 討 第 3 報  

イ ン フル エ ン ザ の 型 別 罹 患 数 の 推

計 . 日 本 公 衆 衛 生雑 誌 ， 2020;67

（ 特 別付 録 ） :424. 

4)大 庭真 梨 , 村 上義 孝 , 橋 本 修 二 , 川

戸 美 由紀 , 太 田 晶子 , 上原 里 程 , 谷

口 清 州 , 砂 川 富 正 , 永 井 正規 . 感 染

症 発 生動 向 調 査 に 基 づ く 検 討 第 4 報  

イ ン フル エ ン ザ 病 原 体 情 報 の 検 体 情

報 の 変化 . 日 本 公衆 衛 生 雑誌 ，

2020;67（ 特 別 付 録 ） :425. 

5)橋 本修 二 , 川 戸美 由 紀 , 太 田 晶 子 , 

大 庭 真梨 , 村 上 義孝 , 上原 里 程 , 谷

口 清 州 , 砂 川 富 正 , 永 井 正規 . 感 染

症 発 生動 向 調 査 に 基 づ く 検 討  第 5

報  4 類 感 染 症 の 多 発 現 象 の 検 出 . 日

本 公 衆衛 生 雑 誌 ， 2020;67（ 特 別付

録 ） :425. 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 



4 
 

1．特許取得 

 な し  

 
2．実用新案登録 

 な し  

 
3．その他  
 な し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



厚生労働行政推進調査事業補助金  （新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリスクアセスメ

ントに関する研究」  

分担研究報告書  

イベントベースサーベイランスの運用に関する研究  

 

研究分担者 谷口 清州(国立病院機構三重病院 臨床研究部) 

 

研究要旨 

三重県において、感染症法に基づくインフルエンザ定点サーベイランスへの附加的

サーベイランスとして、コロナ様疾患サーベイランスを行った。インフルエンザ様の

臨床症状をとっても、検査ではインフルエンザはほとんど陰性であった。一方では、

特に接触歴などのない地域における上気道炎患者さんでCOVID-19が陽性となり、この

定点における陽性率はその後の県全体の報告数に先行していた。定点サーベイランス

を行うことによって、地域内感染伝播のリスクを評価できることが示唆された。 

 

A. 研究目的 

感染症対策はサーベイランスに始まる。現在

地域でなにが起こっているのかわからなければ、

どんな対策を取るべきなのかはわからない。特

に、現在パンデミックとなっている新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）のように症状が非

特異的な疾患の場合には、その鑑別が難しく通

常の感染症法に基づく届出では、受診行動と医

師の判断に大きく影響をうけるため、実際の発

生状況を把握出来ていない可能性がある。受診

しない患者は診断に結びつかないし、受診した

としても医師が疑わなければ検査を行わず、患

者として把握されることはない。 

地域での実情を正確に把握するためには、複

数のサーベイランスを行うのが定石であり、診

断された患者を届けるものとは別に、地域内で

の潜在的な伝播を探知するサーベイランスが一

般的に行われる。これは、地域において、確定

された感染者となんら接触が無い状況で上気道

炎症状にて医療機関を受診した人についてスク

リーニング検査を行うもので、症状的に区別が

付かないので、欧米では、インフルエンザ様疾

患（influenza-like-illness：ILI）と一緒に行

われていることが多く、あるいはコロナ様疾患

（Corona-like-illness：CLI）、あるいは急性上

気道炎（Acute Respiratory Infection：ARI）

としてサーベイランスされていることもある。

ＷＨＯはインフルエンザの定点サーベイランス

にCOVID-19の検査を加えることを勧奨している。

これは、症状的にCOVID-19と区別のつかない患

者についてSARS-CoV-2の検査を行い、症状のあ

るひとのなかでのCOVID-19の割合を見ることに

よって、地域での感染リスクを評価するもので

ある。 

このような背景により、三重県において

COVID-19の地域内感染伝播のリスク評価をイン

フルエンザ定点サーベイランスから行うことを

目的とした。 

 

B. 研究方法 

三重県医療保健部薬務感染症対策課、三重県

医師会、三重県感染症情報センター、三重県保

健環境研究所との協力により感染症法における

インフルエンザサーベイランスの72定点（内科

27＋小児科45定点）において、臨床定義でのイ



ンフルエンザ様疾患（Influenza-like-Illness：

ILI）とコロナ様疾患（Corona-like-Illness：

CLI）としての急性上気道炎（ARI）の症例数と、

これらの中でのインフルエンザ及びSARS-CoV-2

の検査数と陽性数を報告いただいている。症例

定義は、ILI：38.0℃以上発熱かつ上気道炎症状

かつ全身症状、ARI（上記以外の上気道炎・コロ

ナ様疾患含む）：発熱、あるいは上気道炎症状、

味覚／嗅覚障害とした。 

 

（倫理面への配慮） 

 個人を特定しない形での、aggregated format

での定点サーベイランスであり、感染症法に基

づくインフルエンザ定点サーベイランスとの共

同体制で行うため、倫理的な問題は生じない。 

 

C. 研究結果 

データは毎週三重県感染症情報センターよ

り、ILI 報告数、CLI 報告数、インフルエンザ

検査陽性率、コロナ検査陽性率を医療機関と

一般県民に提供した。2021 年の第 9 週（３月

１日-７日）には県内９つの保健所地域の 70

の定点医療機関において、インフルエンザは

132 件の検査が行われ、陽性は０、コロナは

415 例の上気道炎患者に対して、検査数は 310

件で陽性数は０であったことを示している。

ここでは、インフルエンザ患者数はゼロとな

っているが、これは感染症発生動向調査の症

例定義が ILI と迅速検査陽性を含んでいるた

めに、臨床的に ILI と診断し、かつそれが迅

速検査陰性になると、感染症法におけるイン

フルエンザの報告基準の①に合致し、②は合

致しないということになり、定点としての報

告に矛盾が生じ、定点医療機関が混乱したこ

と、臨床的に明確に区別出来ないということ

もあり、インフルエンザを疑ってインフルエ

ンザの検査を行った数を基にインフルエンザ

陽性を計算した。 

https://www.kenkou.pref.mie.jp/covid19mi

e/ 

 

 これらを昨年の第 40 週から定点医療機関

における１週間の上気道炎（ARI）患者数、コ

ロナ検査数、その陽性率を示した。一方では

三重県内で報告された全コロナ患者数をヒス

トグラムで表示した。定点における COVID 陽

性率が上昇しはじめると数週後から発生動向

調査におけるコロナ患者数の増加がみられ、

減少につれて、報告数も緩やかに減少した。

インフルエンザは 2020 年第 40 週から 2021

年第 8 週までにＡ型１件、Ｂ型２件の検査陽

性が報告されている。 

 

 

D. 考察 

定点医療機関におけるコロナ様症状を示す

上気道炎患者数（ARI）は、COVID-19 を疑うべ

き疾患症例数であり、このなかで検査が行わ

れ、一定の割合が陽性となる。一般的な診療

所では、明らかな COVID-19 患者との接触歴の

ない地域の患者が受診するため、このなかで

の Sars-CoV-2 の陽性率が地域の COVID-19 感

染リスクとなる。上記で示した様に、地域で

の感染リスクが上昇するとともにコロナ患者

報告数が増加している。一方では、これら定

点医療機関には、接触者外来を兼ねていると

ころがあり、接触者における陽性率というの

は、地域での感染伝播リスクではなく、それ

ら接触者の感染者との接触密度に影響を受け



るのであって、本来はこれらの集団はわけて

考えるべきである。現在、詳細なデータ解析

を行っており、地域における患者のみにおけ

る陽性率を示すことによって、地域における

感染伝播リスクを示すことができると考える。 

通常の感染症発生動向調査における患者届

出は、地域における流行状況を反映するが、

感染リスクが評価出来るわけではない。地域

における潜在的な感染リスクは、明らかな接

触歴のない、地域で普通に生活している人の

どのくらいが知らない間に感染したかをもっ

て評価することができる。これが地域に存在

する見えない感染源をみていることになり、

この存在がその後の疾病流行を規定している

と考えられる。 
 

E. 結論 

 インフルエンザ定点においてコロナ様疾患サ

ーベイランスは、ＷＨＯも推奨しているところ、

地域における感染リスクを評価できると可能性

があり、今後全国で行っていくことが推奨され

る。 

 

F. 研究発表(発表雑誌名巻号・頁・発行年等も

記入) 

特になし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

特になし 

 

H. 参考文献 

特になし 

なし 

1. 実用新案登録 

なし 

2. その他 

なし 

 

 

































令和 4 年 3 月 4 日  
厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                              機関名  東 邦 大 学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学 長 
                                                                                      
                              氏 名  高 松  研        
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                             

２．研究課題名  マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と

リスクアセスメントに関する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 ・ 教授                                

    （氏名・フリガナ） 村上 義孝 ・ ムラカミ ヨシタカ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                              機関名 国立大学法人奈良先端科学技術 

大学院大学  
 
                      所属研究機関長 職 名 学長  
                                                                                      
                              氏 名 塩﨑 一裕          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                                    

２．研究課題名  マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と

リスクアセスメントに関する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 先端科学技術研究科・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 荒牧 英治・アラマキ エイジ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



厚生労働大臣 殿 
                                                                                             
                  
                              機関名 国立病院機構三重病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 病院長 
                                                                                      
                              氏 名 谷口 清州  
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                           

２．研究課題名  マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と

リスクアセスメントに関する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  病院長                               

    （氏名・フリガナ）  谷口 清州 ・ タニグチ キヨス                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
  上記のいずれにも該当しないが、研究の妥当性については三重病院倫理委員会にて承認されている。                                         
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



厚生労働大臣 殿 
                                                                                             
                  
                              機関名 学校法人国際医療福祉大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  大友 邦       
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                     

２．研究課題名  マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と

リスクアセスメントに関する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学研究科・教授                        

    （氏名・フリガナ）  和田耕治・ワダコウジ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



厚生労働大臣 殿 
                                                                           令和４年３月１６日  
                           
                              機関名 国立大学法人新潟大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  牛木 辰男         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業                     

２．研究課題名  マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と

リスクアセスメントに関する研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  医歯学系  教授                          

    （氏名・フリガナ）  齋藤 玲子 （サイトウ レイコ）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ☑ 新潟大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和３年１２月２４日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                
                              機関名 国立医薬品食品衛生研究所 

 
                      所属研究機関長 職 名 所長 
                                                                                      
                              氏 名 合田 幸広      
 

   次の職員の令和 3 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

２．研究課題名 マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と   

リスクアセスメントに関する研究 （H30-新興行政-指定-004）             

３．研究者名  （所属部署・職名） 医薬安全科学部 部長                       

    （氏名・フリガナ） 斎藤 嘉朗（サイトウ ヨシロウ）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



厚生労働行政推進調査事業補助金  （新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化とリスクアセスメ

ントに関する研究」  

分担研究報告書 

地方感染症情報センターの立場からの感染症発生動向調査の評価と改善に関する研究  

 

研究分担者 中村廣志(相模原市衛生研究所) 

研究協力者 岸本  剛 埼玉県衛生研究所 

 市橋 大山 北海道立衛生研究所 

 山口 宏樹 北海道率衛生研究所 

 宗村 佳子 東京都健康安全研究センター 

 小川 麻萌 東京都健康安全研究センター 

 鈴木 智之 滋賀県衛生科学センター 

 小林 亮太 滋賀県衛生科学センター 

 三﨑 貴子 川崎市健康福祉局健康安全研究所 

 丸山 絢  川崎市健康福祉局健康安全研究所 

 片山 丘  神奈川県衛生研究所 

   小野 範子 横浜市衛生研究所 

 播磨由利子 相模原市衛生研究所 

 吉野 有美 相模原市衛生研究所 

 金沢 聡子 相模原市衛生研究所 

 吉川 聡一 相模原市衛生研究所 

   木内 郁代 相模原市衛生研究所 

   矢島 理志 相模原市衛生研究所 

 

研究要旨 

「世界三大スポーツイベント」と呼ばれるのは、サッカー男子のＦＩＦＡワールド

カップ、オリンピック・パラリンピック、ラグビーワールドカップと呼ばれている。 

2019年のラグビーワールドカップ、2020年開催（2021年に順延）の東京オリンピッ

ク・パラリンピック、さらに2021年（2026年に順延予定）の30歳以上であれば誰でも

参加できる世界最大の生涯スポーツイベントの関西ワールドマスターズゲームが、連

続して同一国で開催されるというのは、日本が初めてであったが、新型コロナウイル

ス感染症の拡大により出来なくなってしまった。 

しかし、マスギャザリング（集団形成）時のアウトブレークや新興・再興感染症の

発生に備える観点からは、地方自治体間など関係者の情報共有、感染者発生動向調査

の仕組みでとらえられない急性感染症事例に対してのリスク評価、国際的な情報発信

など、多様な観点からの機能強化の必要性が一段と高まってきた。 

地方感染症情報センターとしても、新型コロナウイルス感染症のような緊急時の感

染症情報を収集し、分析を行って感染症の発生状況や原因に関する情報、予防に必要



な情報を積極的に公表するための方策を強く求められており、その立場からの感染症

発生動向調査の評価と改善をはかる必要が生じている。 

感染症法の主な柱の１つに、感染症発生動向調査があり、その役割を担う地方感染

症情報センターは、都道府県、政令指定都市等の地方衛生研究所にその多くが設置さ

れているが、情報の収集力には大きな差があるため、2006年からは全国レベルで、情

報を一元的に管理する感染症サーベイランスシステム（NESID）の運用が開始された。 

現在、NESIDの還元データを利用することにより、感染症情報の解析、提供が容易と

なったことから、地域をはじめ全国の感染症対策に大きな役割を果たしている。 

また、情報発信ツールとして、研究班が主体となり、地方感染症情報センターにお

ける患者情報集計、解析業務を支援する情報ツールの開発を行った。また、感染症情

報センターのより一層の機能強化、連携の推進を図っている。 

 

A. 研究目的 

感染症法の主要な柱である感染症発生動向調

査は患者の発生状況、病原体検出情報などを迅

速に把握することによって、感染症の予防と拡

大防止を図るとともに、住民や医療機関等に正

確な情報を的確に提供することを目的としてい

る。 

これらの情報を一元的に効率よく収集し、必

要に応じて解析するための情報ネットワークシ

ステムとして、保健所、地方感染症情報センタ

ー、地方衛生研究所、中央感染症情報センター

を結ぶ「感染症サーベイランスシステム（NESID）」

が構築されている。本システムのデータベース

は中央感染症情報センターで一元的に管理され、

還元情報の利用や情報共有が進み、効率的な事

業運営や各地方感染症情報センターの機能強化、

情報連携等に大きな成果をあげている。 

一方で、地方感染症情報センターの情報解析

機能や情報提供機能も大きく充実してきている

が、職員定数や専任職員の配置等の問題をかか

え十分にその機能を発揮できない機関も多く見

受けられる。 

本研究では地方感染症情報センター情報の情

報解析機能や情報提供機能の強化のための新た

な取り組みについて検討する。 

 

B. 研究方法 

 日本公衆衛生学会総会での関連会議の開催 

海外や国内で新型コロナウイルス感染症の流行

が広がっており、感染症に係わる新たな課題が

次々と浮上していることから、常日頃からの感

染症への取り組みが重要となっており、感染症

情報センターの効率化と機能アップが求められ

ている。 

一方、情報ネットワークの充実が急速に進み

感染症情報への関心も高まっているので、国立

感染症研究所と医療機関・保健所・衛生研究所

等の関係機関の連携が重要になる。 

この自由集会では、地域の感染症の流行状況

を把握し、地域の住民や保健医療関係者に情報

を提供している中央感染症情報センターと地方

感染症情報センターのありかたについても議論

することを目的とする。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では個人情報を含むデータを取り扱わ

ないため、倫理上の問題が発生する恐れはない。 

 

C. 研究結果 

 第80回日本公衆衛生学会総会自由集会では、

地方特性のある情報センターの活動報告及び討

議を通じて以下のような認識や課題が共有でき

た。 

１） 滋賀県感染症情報センターのCOVID-19

関連業務 

滋賀県衛生科学センター 



健康科学情報係主任主査 鈴木智之先生 

滋賀県感染症情報センターの担当者は、感

染症発生動向調査関連業務と併せて、保健

所が行う事例対応の技術的支援、研修会の

実施およびネットワークを背景として、

COVID-19の疫学やクラスター対応などの業

務を当初より行うことができた。本会では、

これまで実施してきた業務から疫学解析お

よびクラスター対策チーム業務および令和

３年度より実施されている事業「感染症危

機管理対応の強化と人材育成」について共

有・議論したい。 

２） 新型コロナウイルス感染症のサーベイ

ランス-地域における現状と課題- 

川崎市健康安全研究所 感染症情報センタ

ー担当課長 丸山 絢先生 

新型コロナウイルス感染症は、令和2年2月

1日から全数把握疾患となり、5月29日から

新型コロナウイルス感染者等情報把握・管

理支援システム（HER-SYS）の運用が開始さ

れた。HER-SYSは、発生届を含む感染症情報

を包括的に共有できるシステムとして構築

されたが、課題が多く、正確なデータ収集・

解析は困難であった。 

 そこで、川崎市における取組を紹介する

とともに、地域における今後の課題につい

て検討したい。 

３） 新型コロナウイルス感染症の検査につ

いて-地域における現状と課題- 

相模原市衛生研究所 担当課長 播磨由利

子先生 

相模原市衛生研究所は、令和2年１月29日に

新型コロナウイルス感染症検査体制を整え、

2月10日にダイアモンドプリンセス関連の

検体受け入れから検査を開始しており、令

和3年11月末現在、約3万件の検査を行った。 

初期対応から、のちの検査数増大に対応す

るための工夫、令和2年2月から8月末までの

疫学調査のまとめや抗体検査の結果等を報

告し、今後の検査対応への課題について検

討したい。 

 

D. 考察 

第80回日本公衆衛生学会総会での関連会議と

して自由集会を開催し、新型コロナウイルス感

染症の流行状態を把握している地方感染症情報

センターの立場より討議を行い、情報がどのよ

うに活用されているかの事例として、地方感染

症情報センターの立場より３演題が紹介され、

現在、地方感染症情報センターでどのように感

染症情報が活用されているかを紹介し、課題や

今後の展望について議論を行った結果、地方感

染症情報センターが情報交換を行い、地域の状

況や課題について議論を行う機会は非常に少な

いのが現状であり、担当職員の人材育成上重要

であると考えられた。 

本自由集会では、地方感染症情報センターと

保健所においての感染症情報の利用方法、情報

共有についてそれぞれの立場から率直な意見交

換、課題の認識ができた。 

新型コロナウイルス感染症の情報が、地域の

感染症の流行状況を把握している地方感染症情

報センターの立場と全国の感染症の状況を把握

している中央感染症情報センターで、感染症情

報の利用方法について、それぞれの立場におい

ての今後の課題や展望についての認識ができた。  

また、今研究において、臨床微生物学会・臨

床ウイルス学会は衛生研究所の研究者も多く参

加しており、日本公衆衛生学会と合わせて情報

収集の場として最適であると考えられた。 

 

E. 結論 

2021 年のオリンピック・パラリンピック

における感染症対策やその後の感染の小さ

い段階の察知やその後の感染拡大防止対策

を、私たち感染症情報センターが市民、医

療機関に情報提供することで、すこしでも

流行を小さくすることに寄与できる。 

 国・県・市の感染症情報（週報）は、感

染症情報の提供方法として非常に重要であ

ることの共通認識ができた。 

 

F. 研究発表  (発表雑誌名巻号・頁・発行年

等も記入) 



1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

１）阪田敬子、三﨑貴子、岡部信彦、 

川崎市幸区における COVID-19 の発生

状況と家庭内感染事例の検討、第 95 回

日本感染症学会総会・学術講演会、横

浜 2021 年 5 月 

  ２）池田史朗、丸山 絢、三﨑貴子、岡部 

    信彦、川崎市における新型コロナウイ 

ルス感染症の流行期別発生状況に関す 

る検討、第 80 回日本公衆衛生学会総会 

    東京 2021 年 12 月 

 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況(予定を含む) 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 

 

H. 参考文献 

なし
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）  

マ ス ギ ャ ザ リ ン グ 時 や 新 興 ・ 再 興 感 染 症 の 発 生 に 備 え た  

感 染 症 サ ー ベ イ ラ ン ス の 強 化 と リ ス ク ア セ ス メ ン ト に 関 す る 研 究  

分 担 研 究 報 告 書  

 

疫学的・統計学的なサ－ベイランスの評価と改善 

 

研究分担者 村上 義孝 東邦大学医学部社会医学講座医療統計学分野教授 

研究協力者 橋本 修二 藤田医科大学医学部衛生学教授 

 川戸 美由紀 藤田医科大学医学部衛生学講師  
 太田 晶子 埼玉医科大学医学部社会医学准教授  
 谷口 清州  国立病院機構三重病院院長  
 砂川 富正  国立感染症研究所実地疫学研究センター長  
 有馬 雄三  国立感染症研究所感染症疫学センター室長  
 永井 正規  埼玉医科大学名誉教授  

 

研究要旨 

感 染 症 サ － ベ イ ラ ン ス デ ー タ に つ い て 疫 学 ・ 統 計 学 的 検 討 を 行 っ た 結 果 、 新

型 コ ロ ナ 感 染 症 流 行 の 影 響 で 、 多 く の 対 象 疾 患 で 警 報 ・ 注 意 報 発 生 や 推 計 罹 患

者 数 の 激 減 が 観 察 さ れ た 。 警 報 ・ 注 意 報 の 変 更 可 能 性 に つ い て は 流 行 の 影 響 も

あ り 、 変 更 に 至 ら な い と 判 断 さ れ た 。 過 去 10 年 間 の イ ン フ ル エ ン ザ の 病 原 体

情 報 を 検 討 し た 結 果 、 感 染 症 法 改 正 後 に 流 行 直 前 の 検 体 数 増 加 が 確 認 さ れ た 。

4 類 感 染 症 と 5 類 感 染 症 全 数 把 握 疾 患 の 多 発 現 象 で は 、 デ ン グ 熱 、 マ ラ リ ア な

ど の 顕 著 な 減 少 が 観 察 さ れ た 。  

 

A．研究目的 

 疫 学 的 ・ 統 計 学 的 な 視 点 か ら 、 感 染

症 サ － ベ イ ラ ン ス を 評 価 し 、 必 要 な 改

善 点 ・ 方 法 を 検 討 ・ 提 案 す る こ と を 目

的 と し 、 グ ル ー プ 研 究 を 実 施 し た 。 具

体 的 に 検 討 し た 課 題 は 、 以 下 の 5 つ で

あ る 。  

 

1. 警 報 ・ 注 意 報 の 発 生  

2. 罹 患 数 の 推 計  

3. イ ン フ ル エ ン ザ 病 原 体 情 報 の  

検 体 数 の 解 析  

4. 基 幹 定 点 対 象 疾 患 の 検 討  

5. 全 数 把 握 対 象 疾 患 の 検 討  

 

B．研究方法 

 感 染 症 発 生 動 向 調 査 で 収 集 さ れ て い

る デ ー タ を 使 用 し た 。  

 

 (倫理面への配慮） 

本 研 究 で は 、 個 人 情 報 を 含 む デ ー タ

を 取 り 扱 わ な い た め 、 個 人 情 報 保 護 に

関 係 す る 問 題 は 生 じ な い 。 「 人 を 対 象

と す る 生 命 科 学 ・ 医 学 系 研 究 に 関 す る

倫 理 指 針 」 の 適 用 範 囲 で は な い が 、 資

料 の 利 用 や 管 理 な ど 、 そ の 倫 理 指 針 の

原 則 を 遵 守 し た 。  

 

C．研究結果 

 個 々 の 課 題 の 詳 細 に つ い て は 、 別 途

報 告 す る 。 主 な 結 果 は 以 下 の と お り で

あ る 。  

 

1.  警 報 ・ 注 意 報 の 発 生  

2020年 の デ ー タ を 加 え て 警 報 ・ 注 意

報 の 発 生 状 況 を 観 察 ・ 検 討 す る と と も

に 、 同 シ ス テ ム の 警 報 ・ 注 意 報 の 基 準

値 変 更 の 必 要 性 に つ い て 検 討 し た 。 20

20年 は 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 （

COVID-19） の 流 行 と そ の 対 策 の 影 響 に

よ る 報 告 数 減 少 に と も な い 、 警 報 ・ 注

意 報 発 生 数 は 、 各 対 象 疾 患 で 、 例 年 に

比 べ 大 き く 減 少 し て い た 。 2020年 の 警

報 発 生 割 合 は 、 2011～ 2019年 の そ れ と

比 較 す る と 、 5％ 以 上 の 疾 患 は な く 、

咽 頭 結 膜 熱 0.7％ 、 感 染 性 胃 腸 炎 0.3％
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、 手 足 口 病 0.2％ 、 ヘ ル パ ン ギ ー ナ 0.8

％ 、 流 行 性 耳 下 腺 炎 0%と 低 か っ た 。 こ

の 発 生 状 況 は 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感

染 症 流 行 下 に お け る 各 感 染 症 の 流 行 状

況 を 反 映 し た も の と 考 え ら れ た 。 各 対

象 疾 患 に つ い て 警 報 ・ 注 意 報 の 基 準 値

の 変 更 は 必 要 な い と 判 断 し た 。  

RSウイルス感染症の警報発生のための検

討を行った。2020年度（昨年度）までの検

討で、2015年～2019年（5年間）のRSウイ

ルス感染症の発生動向をふまえ、RSウイル

ス感染症の警報レベルの規定として、開始

基準値を「5」、終息基準値を「2」とする

ことが適切であると判断し、これを提案し

てきた。2021年度（本年度）は2020年のデ

ータを追加し、2015～2020年データをもと

に、発生頻度分布を観察し、警報基準値に

ついての検討を継続した。昨年度までに示

した開始基準値「5」、終息基準値「2」の

適切性について検討した。  
2020年は新型コロナウイルス感染症（CO

VID-19）の流行の影響で、RSウイルス感染

症の報告数は例年に比べ大きく減少してい

た。警報の開始基準値「５」、終息基準値

「2」としたときの警報レベルの頻度は、2
015年3.7％、2016年3.0％、2017年5.7％、20
18年3.4％、2019年5.3％、2020年0.4％であ

った。2020年は報告数の大幅減にともない

警報レベルの頻度は大きく減少した。これ

は新型コロナウイルス感染症流行の影響と

考えられ、警報基準値の変更には至らない

と判断した。これまでの観察から、RSウイ

ルス感染症の警報レベルの規定として、警

報の開始基準値「5」、終息基準値「2」と

することが適切であると判断した。  
なお今後の流行状況を踏まえて、基準値

の適切性について検討を継続する必要があ

ると考えられた。  
 

2.  罹 患 数 の 推 計  

本 年 度 は イ ン フ ル エ ン ザ 、 小 児 科 定 点

対 象 疾 患 、 眼 科 定 点 対 象 疾 患 に つ い て

2020年 ま で の 罹 患 数 推 計 値 の 推 移 を 解

析 し 、 シ ス テ ム の 推 計 に 含 ま れ て い な

い RSウ イ ル ス 感 染 症 の 2020年 の 推 計 実

施 を 試 み る と と も に 、 罹 患 数 推 計 値 に

お け る 2020年 の 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感

染 症 の 影 響 に 関 す る 検 討 を 行 っ た 。 ま

た 、 性 感 染 症 定 点 対 象 疾 患 の 推 計 に 向

け 、 定 点 に よ る 報 告 に 関 す る 基 礎 的 検

討 を 行 っ た 。 推 移 の 解 析 と し て 、 感 染

症 発 生 動 向 調 査 シ ス テ ム に よ る 2020年

罹 患 数 推 計 値 の デ ー タ を 追 加 し 、 年 別

、 週 別 、 お よ び 、 年 齢 階 級 別 の 週 別 全

国 罹 患 数 推 計 値 の 推 移 を ま と め た 。 イ

ン フ ル エ ン ザ で は シ ー ズ ン 別 の 推 移 に

つ い て も 併 せ て 検 討 し た 。 性 感 染 症 定

点 か ら の 報 告 に 関 し て 、 推 計 の 層 と な

る 医 療 施 設 特 性 別 に 、 2020年 の 定 点 数

、 医 療 施 設 特 性 別 報 告 数 を ま と め た 。

2020年 の 罹 患 数 は 、 イ ン フ ル エ ン ザ は

416万 人 、 小 児 科 定 点 ・ 眼 科 定 点 対 象

疾 患 で は 伝 染 性 紅 斑 以 外 は い ず れ も 過

去 10年 で 最 も 少 な い 水 準 で あ っ た 。 1

年 間 を 3期 間 に 分 け て 過 去 4年 間 の 推 計

値 の 平 均 と 比 較 す る と 、 イ ン フ ル エ ン

ザ で は 1～ 14週 が 4年 間 平 均 の 31％ 、 15

～ 38週 、 39～ 52週 は 1％ 未 満 で あ っ た

。 小 児 科 、 眼 科 定 点 対 象 疾 患 で は 、 1

～ 14週 は 大 き く 変 わ ら ず 、 15～ 38週 、

39週 ～ 52週 は 4割 以 下 の 疾 患 が 多 か っ

た 。 突 発 性 発 疹 で は 他 疾 患 の よ う な 傾

向 は み ら れ な か っ た 。 2020年 の RSウ イ

ル ス 感 染 症 の 罹 患 数 推 計 を 実 施 す る と

と も に 、 各 疾 患 の 罹 患 数 推 計 値 の ま と

め を 行 っ た 。  

 
3.  イ ン フ ル エ ン ザ 型 別 罹 患 数 の 推 計  

 2010 年 第 36 週 か ら 2021 年 第 35 週

ま で の 過 去 10 年 間 の 病 原 体 情 報 の イ

ン フ ル エ ン ザ 検 体 デ ー タ を 対 象 に 、 病

原 体 報 告 数 の 推 移 、 特 に 感 染 症 法 改 正

前 後 の 変 化 を 比 較 ・ 検 討 し た 。 そ の 結

果 、 感 染 症 法 改 正 前 後 で 報 告 数 に 占 め

る 検 体 数 の 割 合 は 前 後 と も に 0.5％ と

変 化 は な い も の の 、 検 体 数 の 中 で 、 非

流 行 週 で の 検 体 数 は 法 改 正 後 に 増 加

し 、 特 に 流 行 週 の 直 前 2 か 月 の 割 合 は

2.5％ か ら 7.1％ に 上 昇 し て い た 。  

 

4.  基 幹 定 点 対 象 疾 患 の 検 討  

 本 年 度 は 、 2020 年 デ ー タ を 追 加 し 、

2001 年 か ら 2020 年 ま で の 定 点 配 置 と

対 象 疾 患 の 患 者 報 告 数 を 観 察 し た 。 定

点 数 に 大 き な 変 化 は な か っ た 。 各 対 象

疾 患 の 定 点 あ た り 報 告 数 の 年 次 推 移 で

は 、 疾 患 特 性 を 反 映 す る 特 徴 が み ら

れ 、 そ の 長 期 的 推 移 の 傾 向 を 観 察 で き
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た 。  

 

5.  全 数 把 握 対 象 疾 患 の 検 討  

 感 染 症 発 生 動 向 調 査 の 4 類 感 染 症 と

5 類 感 染 症 全 数 把 握 対 象 疾 患 に つ い

て 、 2020 年 の 報 告 状 況 を 観 察 す る と と

も に 、 先 に 開 発 ・ 提 案 し た 検 出 方 法 を

用 い て 、 同 年 の 多 発 現 象 を 検 出 し た 。

2020 年 の 報 告 数 を み る と 、 過 去 3 年 間

と 比 較 し て 、 4 類 感 染 症 で は 減 少 傾 向

と 増 加 傾 向 の 疾 患 が そ れ ぞ れ 一 定 数 み

ら れ た が 、 5 類 感 染 症 全 数 把 握 対 象 疾

患 で は 多 く の 疾 患 が 減 少 傾 向 で あ っ

た 。 デ ン グ 熱 、 マ ラ リ ア 、 風 し ん と 麻

し ん で は 第 16 週 （ 2020 年 4 月 13 日 ）

以 降 の 減 少 が 顕 著 で あ っ た 。 2020 年 の

多 発 現 象 を み る と 、 つ つ が 虫 病 と 日 本

紅 斑 熱 で は 流 行 地 域 で 流 行 時 期 に 、 バ

ン コ マ イ シ ン 耐 性 腸 球 菌 感 染 症 で は い

く つ か の 都 道 府 県 で 比 較 的 多 か っ た 。

専 門 家 向 け の 注 意 喚 起 の 情 報 提 供 と し

て 、 一 定 の 有 用 性 が あ る と 示 唆 さ れ

た 。  

 

D．考察 

本 年 度 は 2020 年 の 感 染 症 発 生 動 向

調 査 デ ー タ を 入 手 し 、 現 存 デ ー タ に 追

加 す る こ と で 、 前 述 し た 各 テ ー マ に つ

い て 検 討 を 加 え た 。 い ま だ 感 染 症 発 生

動 向 調 査 シ ス テ ム （ NESID） に 導 入 さ

れ て い な い 、 RS ウ イ ル ス 感 染 症 の 警 報

お よ び 罹 患 数 推 計 に つ い て 4 年 間 の 検

討 を 進 め て き た が 、 こ れ ら 検 討 の 成 果

と し て 、 RS ウ イ ル ス 感 染 症 に つ い て

も 、 他 の 定 点 把 握 対 象 疾 患 と 同 様 、 警

報 お よ び 罹 患 数 推 計 が 実 施 可 能 で あ

り 、 可 及 的 速 や か に 国 の 感 染 症 発 生 動

向 調 査 シ ス テ ム （ NESID） の 仕 様 に 反

映 さ れ る こ と が 望 ま れ る 。  

 

E．結論 

 本 年 度 の 検 討 の 結 果 、 新 型 コ ロ ナ 感

染 症 流 行 の 影 響 で 、 多 く の 対 象 疾 患 で

警 報 ・ 注 意 報 発 生 や 推 計 罹 患 者 数 は 激

減 し て い た 。 こ れ ら は 流 行 の 影 響 と み

ら れ 、 警 報 ・ 注 意 報 の 変 更 に は 至 ら な

い と 判 断 さ れ た 。 過 去 10 年 間 の イ ン

フ ル エ ン ザ の 病 原 体 情 報 を 検 討 す る こ

と で 感 染 症 法 改 正 後 に 、 流 行 直 前 の 検

体 数 増 加 が 確 認 さ れ た 。 4 類 感 染 症 と

5 類 感 染 症 全 数 把 握 疾 患 の 多 発 現 象 で

は 、 デ ン グ 熱 、 マ ラ リ ア な ど の 顕 著 な

減 少 が 観 察 さ れ た 。  

 

G．研究発表 

1．論文発表 

 特 に な し  
 

2．学会発表 

 特 に な し  

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

 な し  

 
2．実用新案登録 

 な し  

 
3．その他  
 な し  
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令和２年度繰越 厚生労働行政推進調査事業補助金（新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と 

リスクアセスメントに関する研究」 
 

データ分析 

（症状ツイート可視化システムの構築と新型コロナウイルス感染症に対する市の反応調査） 

 
研究分担者 

荒牧英治 奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・教授 

   

研究協力者 

若宮 翔子 奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・准教授 

勘場 大 奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・大学院生 

上原 誠 奈良先端科学技術大学院大学・先端科学技術研究科・大学院生 

 
研究要旨 

 

感染症発生に関する一般市民の反応を大規模にモニタリングするために、感染症に関わる主な 8 つの症状

（熱、頭痛、風邪、悪寒、悪心、下痢、発疹、痙攣）のソーシャルメディアデータ（ツイート）を収集して、ツイート

時系列とツイート中の話題語を可視化するウェブベースシステムを構築した。提案システムにより、ツイート時系

列のトレンドの短・中・長期的なモニタリングを継続している。また、症状だけでなく、フェイクニュースやデマに

関するツイートを対象としたウェブベースシステムも構築した。さらに、市民の新型コロナへの関心、特に不満、

を可視化する指標として、「コロナのせい」という句の頻度に着目した市民の反応を分析した。 

 
A. 研究目的 

マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備え、

インターネット上での一般市民の反応を大規模にモニ

タリングする。さまざまな感染症の発生に備えるため、

感染症そのものではなく、感染症に関わる主な症状を

ベースに、ソーシャルメディアデータを収集する。 

そして収集したソーシャルメディアデータを分類した

結果を定量的・定性的に可視化するウェブベースシ

ステムを構築する。 

さらにソーシャルメディアデータを通して、新型コロナ

ウイルスに対する市民の反応をモニタリングする。 

 
B. 研究方法 

ソーシャルメディアとして日本でも利用者が多い

Twitter を対象に、ツイートデータを収集する。感染症

に関わる主な症状として、次の８つの症状を用いる：

熱、頭痛、風邪、悪寒、悪心、下痢、発疹、痙攣。 

これらのデータの収集は、奈良先端科学技術大学院

大学ソーシャル・コンピューティング研究室において

2016 年 5 月から行っており、現在も稼働中である。 

また、ソーシャルメディアにおけるフェイクニュースの

話題の変動をモニタリングするための可視化システム

を構築した。具体的には、Twitter 上でデマを指摘し

ているツイートを収集し、１週間分のツイートテキストを

クラスタリングし、分類されたグループ（クラスタ）ごとの

ツイート数の推移や、各クラスタにおけるツイートテキ

ストやユーザプロフィールテキストの特徴語を可視化

した。 

 

また、市民の新型コロナへの関心、特に不満、を可視

化する指標として、「コロナのせい」という単語の出現

頻度を分析している。具体的には、2020 年 1 月から

2021 年 11 月 30 日における「コロナのせい」を含む日

本語ツイートを対象とした。「コロナのせい」に後続す

る文脈には、「（動詞）した」「（動詞）できなかった」が

頻回に現れる。そのため、この動詞部分を集計するこ

とで、新型コロナの流行に伴い、本来するはずではな

かったが、新たに必要に迫られたこと、また、本来した

かったが、できなかったことの収集を行なっている。後

者については、行われなかったことであるため、他の

行動モニタリング指標での検出が困難であるが、本指

標により、このような人々の行わなかった行動を計測

が可能となる。 
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(倫理面への配慮) 本研究で収集し解析するソーシャ

ルメディアデータは、原則としてインターネット上に公

開されているデータのみを対象としている。 

 
C. 研究結果 

図１にデマ言及ツイート可視化システムのイメージを

示す。この可視化システムを通して、一部のユーザの

繰り返しの投稿によって引き起こされた短命な話題や、

世界的なニュースに伴って推移する大きな話題など、

デバンキングされる話題の多様性を観察することがで

きた。 

 

 
図１．デマ言及ツイート可視化システムのイメージ。分

析する週の開始日を選択すると、直近一週間におけ

るツイートテキストをクラスタリングした結果、クラスタご

とのツイート数の推移や特徴語などが掲示される。 

 

図２に「コロナのせい」ツイート割合とコロナの陽性患

者数の推移を示す。「コロナのせい」ツイートにおいて

高頻度で現れた名詞と動詞（いずれも原形に変換し

て集計）はそれぞれ下記の通りであった。 

 

名詞：「卒業式」「中止」「学校」「仕事」「イベント」「ライ

ブ」「トイレットペーパー」「バイト」「休校」「友達」 

 

動詞：「行く」「なくなる」「無くなる」「休む」「行ける＜否

定＞」「終わる」「出る」「見る」「頑張る」「買う」 

 

ただし、「コロナ」はクエリに含まれている単語であるた

め上記からは除外した。名詞では時制を表すワードを

除外すると、「仕事」「中止」「家」「ライブ」の頻度が高

かった。動詞では「行く」が最も頻度が高かったが、実

際のツイートでは「行けなかった」や「行かなかった」の

ように否定系で使われることや、「行きたかった」のよう

に本来「行く」はずであったが実現しなかった場合も

多く含まれていた。 

 
D. 考察 

図２に示したツイート率と陽性患者数の推移より、コロ

ナウイルスの初期の観測時点や初回の緊急事態宣

言前でツイートの割合が多くなり、国民の関心の高さ

が伺える。ツイート率が最も高くなった 2020 年 2 月 28

日に政府は全国の小学校、中学校、高等学校の一斉

休校を発表した。この日の最頻名詞と動詞には、それ

に関連する「卒業式」「中止」「無くなる」「休む」「行け

る＜否定＞」など一斉休校に関連する単語が見られ

た。また、トイレットペーパーが無くなるというデマの拡

散に関連する単語も確認された。第１回緊急事態宣

言中において、感染者の減少伴い、ツイート割合も減

少傾向を示した。2020 年 6 月～9 月ごろの第２波にお

いては、感染者の増減に伴い、ツイートも同様の傾向

を示した。第３波以降は、第１波や第２波に比べて感

染者数は増加しているものの、ツイート割合には大き

な変動はなかった。全体的な傾向として、陽性者数に

関わらず「コロナのせい」のツイート率は減少傾向にあ

り、コロナにより影響を受ける生活が人々にとって当た

り前になっていることが示唆される。「コロナのせい」と

高頻度で共起した動詞の多くは「行く」「見る」「会う」な

ど人と接するものであり、肯定表現であっても否定的

な意味で用いられる場合が多かったため、自粛と整

合していることがわかった。 

 
E. 結論 

従来の症状ベースのモニタリングに加え、フェイクニュ

ースやデマに関するツイートの話題の推移の可視化

や、「コロナのせい」に関する解析を加えることで、国

民が行えなかった行動の調査を行った。これらにより、

話題の継続性や深刻度を考慮したフェイクニュースへ

の対応の検討や、従来では測定が困難な心的状態
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のモニタリングが可能となる可能性があり、リスクコミュ

ニケーションの一助になると期待される。 

 
F. 研究発表 

1. 論文発表 

1. Taichi Murayama, Nobuyuki Shimizu, Sumiko Fujita, 

Shoko Wakamiya, Eiji Aramaki: Predicting regional 

influenza epidemics with uncertainty estimation using 

commuting data in Japan, PLOS ONE 16(4):e0250417, 

2021 

2．Taichi Murayama, Shoko Wakamiya, Eiji Aramaki, 

Ryota Kobayashi: Modeling the spread of fake news on 

Twitter. PLOS ONE 16(4):e0250419, 2021 

 
2. 学会発表 

1. 上 原 誠 、 久 田 祥 平 、 若 宮 翔 子 、 荒 牧 英 治 ： 

Debunking Visualizer: ユーザ情報を考慮したデマ言

及ツイート可視化システム、2022 年度 人工知能学会

全国大会（第 36 回） 

2. Taichi Murayama, Shoko Wakamiya, Eiji Aramaki: 

Mitigation of Diachronic Bias in Fake News Detection 

Dataset, In Proceedings of the 7th Workshop on Noisy 

User generated Text (W-NUT) 

 
G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他 

なし 
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図 2. 「コロナのせい」ツイート頻度（青線）と陽性者数（赤線）の推移。分析期間中に適用された３回の緊急事態

宣言の期間を灰色塗り潰しで示す。また、各緊急事態宣言中、適用地域の変更があったため、緊急事態宣言が

発令された地域数をグラフ上部の棒グラフにより示す。 

 

 
 



1 
 

令和２年度繰越 厚生労働行政推進調査事業補助金（新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と 

リスクアセスメントに関する研究」 
 

地域における感染症クラスタの早期発見とリスク評価のためのサーベイランスに関する研究 

その３：地域における新型コロナウイルス感染症の定点サーベイランスの評価 

 
研究分担者 谷口清州 国立病院機構三重病院 

研究協力者 岩出義人 三重県保健環境研究所 

 
研究要旨 

 

COVID-19 の地域における流行状況と地域における感染伝播リスクを評価するために、三重県保健医療部、

三重県保健環境研究所等行政機関と協力して、インフルエンザ定点を用いた ILI サーベイランスと病原体サー

ベイランスを行った。これにより、２シーズンにおいてはインフルエンザ例は３例発見され、流行はほとんどなか

ったことが示唆された。また、地域における上気道炎症状をきたす症例において、COVID-19 である確率は、

低いときには０％であったが、高いときでは４０％程度が SARS-CoV-2 が陽性となり、地域における感染のリスク

を評価することが可能であった。今後エンデミックに移行するにつれ、COVID-19 の対策においては地域にお

ける定点サーベイランスを走らせる必要があると考えられた。 

 
A. 研究目的 

これまでに、新興感染症を含む感染症アウトブレイク

の早期探知に必要なサーベイランスについて、疑似

症サーベイランスとしての Event-based-surveillance

の運用について種々の検討を行ない、明確な定義と

病原体検索への連携が重要であることを示してきた。

一 方 で は 2020 年 １ 月 よ り 世 界 を 席 巻 し て い る

COVID-19 パンデミックは本邦においてもこれまでに

6 回の流行波を経験し、現状ではワクチン接種の広が

りとともに、より感染性は高くなっているものの、軽症化

しつつある変異株の流行もあり、地域での広範な感染

伝播が発生している。 

COVID-19 のサーベイランスは、これまで日本におい

ては感染症法に基づき、診断した症例の届出によっ

て 行 わ れ て き た が 、 こ れ は 、 い わ ゆ る Passive 

surveillance であり、地域においてなんらかの症状が

あり、医療機関に受診して、検査が施行されて陽性に

なった症例をカウントしているものであり、感染者の

Demographic data とともに、流行についての Time、

Place、Person についての情報が得られるものの、地

域における感染リスクを示すわけではない。 

季節性インフルエンザは軽症から重症例まで症状の

幅が非常に広く、また１シーズンで国民の 10-15％が

感染するとされ、膨大な感染者が発生するとともに、

本人が意識しないくらい軽症例や無症状症候性例も

存在する為、一例一例の患者数をカウントする意義に

乏しい。そのため一般的には、すべての医師に診断

した患者すべての報告を依頼する全数サーベイラン

スではなく、ランダムに選択された医療機関に患者数

の報告を依頼する定点サーベイランスが行われる。世

界保健機関からも推奨されているインフルエンザに対

する標準的なサーベイランスは、インフルエンザ様疾

患 定 点 サ ー ベ イ ラ ン ス （ Sentinel Influenza-Like-

Illness:定点 ILI サーベイランス）として、定点医療機関

にて、症状的に定義された典型的なインフルエンザ

様疾患症例数を把握し、そのなかでランダムに病原

体検索を行い、その陽性率において流行を評価する

ものである。これにより地域における流行状況を評価

し、同時に上気道症状を来した際に、それがインフル

エンザであるリスクを示してくれるわけである。 

現在の COVID-19 も、もちろんインフルエンザとは症

状的に区別がつかないので、欧米では、COVID-19

サーベイランスの一環として、ILI サーベイランスのな

かで SARS-CoV-2 の検査も同時に行い、ILI 症状の

ある症例のなかでの COVID-19 の陽性割合をみるこ

とによって、地域での感染リスクを評価している。ILI サ

ーベイランスと同様の手法でコロナ様疾患（Corona-

like-illness; CLI）、あるいは急性上気道炎（Acute 

Respiratory Infection; ARI）としてサーベイランスされ

ているところもある。１，２）。ＷＨＯはインフルエンザの

定点サーベイランスに COVID-19 の検査を加えること

を勧奨している。３）。これらのデータを共有することに

よって、地域においてどのような疾患が流行していて、

COVID-19 
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上気道症状を示す患者が来院した際にどちらの可能

性が高いかを予測することができる。 

地域での COVID-19 の流行状況を評価し、感染する

リスクを評価するために、インフルエンザと COVID-19

の同時流行が危惧された 2020/21 シーズンより、三重

県保健医療部との協力において ILI サーベイランスを

行った。 

1) CDC. Percentage of ED visits by syndrome in 

United States: COVID-19-Like Illness, Shortness 

of Breath, Pneumonia, and Influenza-Like Illness. 

https://covid.cdc.gov/covid-data-tracker#ed-

visits 

2) MOH.Newzealand. COVID-19: Surveillance 

strategy. https://www.health.govt.nz/our-

work/diseases-and-conditions/covid-19-novel-

coronavirus/covid-19-response-planning/covid-

19-surveillance-strategy 

3) WHO.COVID-19 sentinel surveillance by GISRS. 

https://www.who.int/influenza/gisrs_laboratory/

covid19/en/ 

 
B. 研究方法 

三重県医療保健部感染症対策課、三重県医師会、

三重県感染症情報センター、三重県保健環境研究

所との協力により感染症法におけるインフルエンザサ

ーベイランスの 72 定点（内科 27＋小児科 45 定点）に

協力依頼を行い、2020 年第 40 疫学週より、臨床定義

でのインフルエンザ様疾患（Influenza-like illness: ILI）

とコロナ様疾患（Corona-like Illness: CLI）としての急

性上気道炎（ARI）の症例数を週単位で報告いただい

た。これらの症例に対して可能な限り全例にあるいは

ランダムに抗原性キットによるインフルエンザ及びリア

ルタイム PCR による SARS-CoV-2 の検査を施行して

いただき、それぞれの検査数と陽性数を三重県感染

症情報センターに報告していただいた。 

症例定義は、ILI: 38.0℃以上の発熱かつ上気道症

状かつ全身症状、ARI（上記以外の上気道炎・コロナ

様疾患含む）：発熱、あるいは上気道症状、あるいは

味覚/嗅覚障害とした。なお、感染症法の５類定点疾

患としてのインフルエンザの症例定義は臨床診断で

ある ILI と迅速診断キット陽性例の二つを含んでいる

ので、法に基づく報告との混乱を避けるため、これま

での定点医師の報告していたインフルエンザ症例は

臨床診断、迅速診断含めて「インフルエンザ」として報

告していただき、インフルエンザ検査数をインフルエ

ンザ疑い例（ILI）数として陽性率を計算した。 

また、2021 年 10 月より、Film Array によって検査を行

った場合には、匿名で時系列で集計し、同様に報告

をいただき、三重県感染症情報センターからフィード

バックされた。 

 
(倫理面への配慮) 本研究は感染症法に基づくサー

ベイランスを拡張する形で地域独自のサーベイランス

として行い、個人情報を含まないデータを報告してい

る。なお、研究としては国立病院機構三重病院の倫

理審査委員会にて承認されている。 

 
C. 研究結果 

データは各インフルエンザ定点医療機関より通常の

感染症発生動向調査と同様のルートにて、毎週三重

県感染症情報センターに報告していただき、集計・解

析後、 

Web サイト 

（https://www.kenkou.pref.mie.jp/covid19mie/） 

より、インフルエンザ報告数、ARI 報告数、インフルエ

ンザ検査数と陽性数、コロナ検査数と陽性数を提供し

た（図１）。この時点（2021 年の第 9 週：3 月 1 日－7

日）には県内 9 つの保健所地域の 70 の定点医療機

関において、インフルエンザは 132 件の検査が行わ

れたが陽性は 0、コロナは 415 例の上気道炎患者に

対して検査数は 310 件で陽性数は 0 であったことを示

している。 

図２は 2022 年第 14 週の報告数を示す。インフルエン

ザの検査数は 182 で陽性者はゼロであったが、桑名

保健所管内での COVID-19 検査数は 519 件、そのう

ち 184 件が陽性（陽性率 35％）、これを定点当たりと

すると 18.4 で、ランダム性を前提として推計を行うとこ

の 1 週間に桑名保健所管轄では 2576 例の COVID-

19 患者が受診した計算になる。同様に津では定点当

たり 12.4 で推計値 1736 例になり、これは実際の感染

症法における COVID-19 症例届出数の２倍程度にな

る。 

図３に 2021 年第 42 週からの ILI 症例において Film 

Array にて検出された病原体を示す。SARS-CoV-2

でない検体からは、ヒトライノウイルスが多く検出され

ているが、一方ではなにも検出されない症例が増加

しており、今後このような ILI 症例の起炎病原体も検

索していくことが新興感染症の早期探知にもつなが

っていくものと考えられる。 

 
D. 考察 

感染症対策はサーベイランスに始まる。現在地域で

なにが流行しているのかわからなければ、どんな対策

を取るべきなのかはわからない。こういった情報を早

期に把握することで、医療機関における早期診断や

感染対策にもつながる。特に、現在パンデミックとなっ

ている COVID-19 は症状ではインフルエンザなど他

の急性呼吸器疾患と区別はつかず、地域における感

染者数は、受診行動と医師の判断に大きく影響を受
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けるため、実際の発生状況を把握できていない可能

性がある。受診しない患者は診断に結びつかないし、

受診したとしても医師が疑わなければ検査を行わず、

患者として把握されることはない。このため、患者数だ

けでは評価できない部分があり、受診した臨床的に疑

われる症例に対して積極的に検査を行って、その陽

性率を評価することは重要である。 

一方、2021 年には春から夏にかけての RSV 感染症の

大流行の経験もあり、また現状でのインドや中国にお

けるインフルエンザウイルスの分離数の増加４）、英国

におけるリスク評価５）などから、インフルエンザの流

行が危惧されており、特に今冬ではこのようなサーベ

イランスが必要不可欠である。 

2020/21 シーズンにおいては、2020 年第 40 週から

2021 年第 15 週までの間に 3460 例に対してインフル

エンザの検査が行われ、陽性例は３例であった。流行

はなかったものの地域においてインフルエンザウイル

スは存在していたと考えられるが、一方では、臨床的

にインフルエンザを疑うことのできる症例に対して、こ

れだけの数の検査が行われてこの陽性数であれば、

事前確立が低い状態での陽性的中率を考えると、イ

ンフルエンザの流行はほとんどなかったといって良い

のではないかと考える。ツイート率と陽性患者数の推

移より、コロナウイルスの初期の観測時点や初回の緊

急事態宣言前でツイートの割合が多くなり、国民の関

心の高さが伺える。ツイート率が最も高くなった 2020

年 2 月 28 日に政府は全国の小学校、中学校、高等

学校の一斉休校を発表した。この日の最頻名詞と動

詞には、それに関連する「卒業式」「中止」「無くなる」

「休む」「行ける＜否定＞」など一斉休校に関連する

単語が見られた。また、トイレットペーパーが無くなると

いうデマの拡散に関連する単語も確認された。第１回

緊急事態宣言中において、感染者の減少伴い、ツイ

ート割合も減少傾向を示した。2020 年 6 月～9 月ごろ

の第２波においては、感染者の増減に伴い、ツイート

も同様の傾向を示した。第３波以降は、第１波や第２

波に比べて感染者数は増加しているものの、ツイート

割合には大きな変動はなかった。全体的な傾向として、

陽性者数に関わらず「コロナのせい」のツイート率は

減少傾向にあり、コロナにより影響を受ける生活が

人々にとって当たり前になっていることが示唆される。

「コロナのせい」と高頻度で共起した動詞の多くは「行

く」「見る」「会う」など人と接するものであり、肯定表現

であっても否定的な意味で用いられる場合が多かっ

たため、自粛と整合していることがわかった。 

 
E. 結論 

従来の症状ベースのモニタリングに加え、フェイクニュ

ースやデマに関するツイートの話題の推移の可視化

や、「コロナのせい」に関する解析を加えることで、国

民が行えなかった行動の調査を行った。これらにより、

話題の継続性や深刻度を考慮したフェイクニュースへ

の対応の検討や、従来では測定が困難な心的状態

のモニタリングが可能となる可能性があり、リスクコミュ

ニケーションの一助になると期待される。 

 
F. 研究発表 

1. 論文発表 

1. Taichi Murayama, Nobuyuki Shimizu, Sumiko Fujita, 

Shoko Wakamiya, Eiji Aramaki: Predicting regional 

influenza epidemics with uncertainty estimation using 

commuting data in Japan, PLOS ONE 16(4):e0250417, 

2021 

2．Taichi Murayama, Shoko Wakamiya, Eiji Aramaki, 

Ryota Kobayashi: Modeling the spread of fake news on 

Twitter. PLOS ONE 16(4):e0250419, 2021 

 
2. 学会発表 

1. 上 原 誠 、 久 田 祥 平 、 若 宮 翔 子 、 荒 牧 英 治 ： 

Debunking Visualizer: ユーザ情報を考慮したデマ言

及ツイート可視化システム、2022 年度 人工知能学会

全国大会（第 36 回） 

2. Taichi Murayama, Shoko Wakamiya, Eiji Aramaki: 

Mitigation of Diachronic Bias in Fake News Detection 

Dataset, In Proceedings of the 7th Workshop on Noisy 

User generated Text (W-NUT) 

 
G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他 

なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



4 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

  



5 
 

図１. 定点サーベイランスにおける報告数（第９週：2021 年 3 月 1 日-７日） 

 
図 2. 定点サーベイランスにおける報告数（2022 年第 14 週：4 月 4 日－10 日） 
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図３．病原体検出状況 
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令和２年度繰越 厚生労働行政推進調査事業補助金（新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と 

リスクアセスメントに関する研究」 
 

病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめ 

 
研究分担者 脇田 隆字 国立感染症研究所 

研究協力者 大西 真   国立感染症研究所 

研究協力者 長谷川 秀樹 国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター 

研究協力者 影山 努   国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター 

研究協力者 鈴木 忠樹 国立感染症研究所感染病理部 

研究協力者 片野 晴隆 国立感染症研究所感染病理部 

 
研究要旨 

 

新型コロナウイルスに関する病原体検査系の開発、症例の情報とりまとめをおこなう。病原体検査系として、リア

ルタイム PCR 法の性能試験を実施し比較検討、LAMP 法などの迅速核酸検出法および血清診断法の開発状

況を検討する。これらの研究により国内の新型コロナウイルス検査体制を強化する。新たな検査方法の開発お

よび整備も急務であり、必要な協力について調査した。さまざまな検査系の開発が進んでいることを確認した。 

 
A. 研究目的 

本研究の目的は「病原体検査系の開発、症例の情報

とりまとめ」である。新型コロナウイルスに関する病原

体検査系の開発、症例の情報とりまとめを実施する。 

 
B. 研究方法 

１． リアルタイム PCR 法の性能試験を実施し比較検

討する 

２． LAMP 法などの迅速核酸検出法の開発状況を検

討する 

３． 血清診断法の開発状況を検討する 

４． 国内の新型コロナウイルス検査体制を強化する 

 
(倫理面への配慮)  

本実験で実施した研究は国立感染症研究所ヒトを対

象とする医学研究倫理審査委員会の承認を得ている。 

 
C. 研究結果 

１． 国内のリアルタイム PCR 法の性能試験を実施し

た。感染研に保存されている既存検体を用いて

感度、特異度について検討した。また、アカデミ

アおよび企業が開発するキットに関しても開発を

促進するために陽性コントロールの分与、陽性お

よび陰性検体パネルの作製をおこなった。変異ウ

イルスを検出するためのリアルタイム PCR 法を構

築した。 

２． 変異ウイルスを検出するためのリアルタイム PCR

法の実施に必要な試薬は地方衛生研究所に配

布された。 

３． 新型コロナウイルスのゲノム解析については外部

への委託や、地方衛生研究所や検疫への技術

移転などにより検査能力の向上および均てん化

に努めた。 

４． 患者情報および検体の取りまとめにおいては

REBIND 事業が開始された。所内での対応体制

を構築した。 

 
D. 考察 

新型コロナウイルス感染症の流行が継続し、変異株

の出現により、国内におけるゲノム解析を含めた変異

株の検査体制の整備および強化が課題となっている。

新たな変異株の出現など感染状況の進展により、必

要な検査体制も変化する。状況の変化に迅速に対応

していくことが求められる。新たな検査方法の開発お

よび整備、地方衛生研究所などへの技術移転・研修

も急務であるため、こちらも必要な協力について調査

し実施していく。 

 
E. 結論 

新型コロナウイルス検査系の開発について実施した。 

 
 

COVID-19 
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F. 研究発表 
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Shinkai M, Tachikawa N, Nakamura S, Okai T, Okuma 
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Wakita T, Suzuki T, Takahashi Y, Temporal 

maturation of Neutralizing antibodies in COVID-19 

convalescent individuals improves potency and 

breadth to circulating SARS-CoV-2 variants. 

Immunity. 2021 Aug 10;54(8):1841-1852.e4.  

doi: 10.1016/j.immuni.2021.06.15. Epub 2021 Jul 2. 

PMID:34246326; PMCID: PMC8249673.  
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for ending isolation for COVID-19 patients. Elife. 

2021 Jul 27;10: e69340. Doi:10.7554/eLife.69340. 

PMID:34311842; PMCID: PMC8315804. 

3.Iwanami S, Ejima K, Kim KS, Noshita K, Fujita Y, 

Miyazaki T, Kohno S, Miyazaki Y, Norimoto S, 

Nakaoka S, Koizumi Y, Asai Y, Aihara K, Watashi K, 

Thompson RN, Shibuya K, Fujiu K, Perelson AS, Iwami 

S, Wakita T. Detection of significant antiviral drug 
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令和２年度繰越 厚生労働行政推進調査事業補助金（新興･再興感染症及び予防接種政策推進研究事業） 

「マスギャザリング時や新興・再興感染症の発生に備えた感染症サーベイランスの強化と 

リスクアセスメントに関する研究」 
 

国際的なマスギャザリング時のリスクマネジメント 

 
研究分担者 和田 耕治 国際医療福祉大学 

 
研究要旨 

 

新型コロナウイルスの出現により、国際的なマスギャザリングのあり方は大きく変わった。東京オリンピック・パ

ラリンピック 2020 大会（以下、東京オリンピック）が今年度に延期された。今年度は、東京オリンピックを事例とし

て国際的なマスギャザリングのリスクマネジメントの取り組みと、その対応の取りまとめをおこなった。 

感染対策のポイントはこれまでの取り組みで明らかである。あとは、そのマスギャザリングにおいて何をやるか、

対象者はどこからくるのか、何をそこでするのか、そしてその後はすぐに帰るのかなどによって対応を追加したり

することとなる。リスクマネジメントの重要な点としては、飲食の場面やマスクを外す場面を特定して感染対策を

強化すること、そして、責任者を明確にすることである。 

 東京オリンピックでは、選手や事業者の間での感染と、客や、祝典的な雰囲気から感染が広がる場面となるよ

うな間接的な影響が考えられた。リスク評価や緊急事態宣言が発令されたことにより、無観客での開催となった。

そのため、選手同士など大会会場での感染対策に注力された。間接的な影響は不明だが、東京オリンピック

の間に感染者は増加したが、大会の開催には影響しなかった。その後は、国際的なマスギャザリングとしてマラ

ソン大会が実施されるなど事例を積み重ねながら今後も国内においてこうしたイベントが開催できるようにして

いく必要がある。 

 
A. 研究目的 

国際的なマスギャザリングは、様々な国の人が集うこと

であり、こうした場においては感染症や様々な健康危

機が起こりえることが報告されている。本研究では、国

際的なマスギャザリングにおける感染症などの危機管

理のあり方を明らかにすることであり、新型コロナウイ

ルスを特に考慮することを目的とする。東京オリンピッ

ク・パラリンピック 2020 大会（以下、東京オリンピック）

が今年度に延期された。今年度は、東京オリンピック

を事例として国際的なマスギャザリングのリスクマネジ

メントの取組と、その対応のとりまとめを行った。また、

その経験を活かして国内で開催されたマラソン大会

においても対策を行った。 

 
B. 研究方法 

 東京オリンピックの実施にあたり、関連する自治体と

連携する会合の実施ならびに、ホストタウンの取組の

支援ツール作成と実際の支援、会場での対応を行っ

た。また、東京オリンピック開催後は対応についてのと

りまとめならびに、その後の国際的なマスギャザリング

として、マラソン大会の実施を支援した。 

 

 

 
C. 研究結果と考察 

１． 東京オリンピック開催前の対応 

１） 東京オリンピックによる間接的な影響への対

応 

ワクチン接種は開始されたものの、成人の年

代への接種はまだ広く接種が広まるにはオリ

ンピック後も含めた時間を要するような状況で

あった。また、緊急事態宣言の必要性なども

可能性としてあり得た。 

そうした状況において、東京オリンピックの選

手や関係者の間での感染の広がりだけでなく、

地域での感染の広がり、特に東京オリンピッ

クによる間接的影響が指摘された。2021 年の

6 月 18 日には、新型コロナの有志の会により

「2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技

大会に伴う新型コロナウイルス感染拡大リスク

に関する宣言 

（ https://note.stopcovid19.jp/n/n60ff3720a6

1a） 

が示された。骨子としては、次のように期され

ている。 

COVID-19 
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１ 多くの地域で緊急事態宣言が解除される6

月 20 日以降、東京オリンピック・パラリンピック

競技大会（以下、本大会）期間中を含め、ワク

チンの効果で重症者の抑制が期待できるよう

になるまでの間、感染拡大及び医療逼迫を

招かないようにする必要がある。ワクチン接種

が順調に進んだとしても、7 月から 8 月にかけ

て感染者および重症者の再増加がみられる

可能性がある。また、変異株の影響も想定す

る必要がある。 

2 本大会は、その規模や社会的注目度が通

常のスポーツイベントとは別格であるうえに、

開催期間が夏休みやお盆と重なるため、大

会開催を契機とした、全国各地での人流・接

触機会の増大による感染拡大や医療逼迫の

リスクがある。 

3 観客の収容方法等によっては、テレビ等で

感染する全国の人々にとって、「感染対策を

緩めても良い」という矛盾したメッセージにな

るリスクが発生する。大会主催者におかれて

は、このことを十分に考慮して、観客数等を

決定して頂きたい。 

4 無観客開催は、会場内の感染拡大リスクが

最も低いので、望ましいと考える。もし観客を

収容するのであれば、以下の３つの点を考慮

いただきたい。 

イ）観客数について、現行の大規模イベント

開催基準よりも厳しい基準の採用 

ロ）観客は、都道府県を超えた人々の人流・

接触機会を抑制するために、開催地の人に

限ること、さらに移動経路を含めて感染対策

ができるような人々に限ること 

ハ）感染拡大・医療逼迫の予兆が探知される

場合には、事態が深刻化しないように時機を

逸しないで無観客とすること 

5 大会主催者は行政機関とも連携し、不特

定多数が集まる応援イベント等の中止と飲食

店等での大人数の応援自粛の要請と同時に、

様々な最新技術を駆使した「パンデミック下

のスポーツ観戦と応援のスタイル」を日本から

提唱して頂きたい。 

6 政府は、感染拡大や医療逼迫の予兆が探

知された場合には、たとえ開催中であっても、

躊躇せずに必要な対策（緊急事態宣言の発

出等）を取れるように準備し、タイミングを逃さ

ずに実行して頂きたい。 

7 大会主催者及び政府は、これまで述べて

きたリスクをどう認識し、いかに軽減するのか、

そして、どのような状況になれば強い措置を

講じるのか等に関する考え方を、早急に市民

に知らせ、納得を得るようにして頂きたい。 

 

分担者においても東京 2020 オリンピック大

会後の国内の新型コロナの死亡者数を最少

にするための方策の検討が必要と考え、次の

ようなとりまとめを行った。 

 

東京 2020 オリンピック大会の開催が現実

味を帯びてきたが、国内の医療者から開催に

向けて反対意見が出ている。この１年間をコ

ロナと戦い続け、そしてワクチン接種を進めて

いる状況の中では当然の意見だと思う。なぜ

なら、我々医療者は、市民の命を守るために

適正な医療を行うことが使命だからである。 

 

大会を開催しても、市民の命を守るための

特措法上のリーダーは都道府県知事である

ことは変わらない。大会の最中においても、ま

ん延防止等重点措置や緊急事態宣言を必

要に応じてタイムリーに政府に要請し、市民

に介入や要請をするのは都道府県知事であ

る。 

都道府県知事は、できるだけ早く、大会を

想定した期間中の対応計画や、起こりうる事

態を市民にも示すべきである。英国株の威力

を目の当たりにした大阪や、大型連休での人

の動きと関連した沖縄や北海道の現在の状

況は、当然また起こりえる。 

 

大会の有無に関係なく、7 月 22 日からは４

連休であり、夏休みの始まりである。これまで

も連休の前から、繁華街への人の流れの増

加と関連するような感染の拡大がみられてい

る。ここに向けて市民に行動の抑制をどうお

願いするのか。 

 

8 月 5 日から 8 日には札幌でマラソンや競

歩が開催される。チケットがなくても沿道等で

観戦できるとなると、今まで以上に人流の増

加が想定される。北海道は、現在極めて大変

な状況にあるが、これらの日を迎えるにあたり、

道内、そして道外との人流や飲食への対策を

考えなければならない。 

 

ワクチン接種を希望する高齢者の多くは 7

月末には接種が終わるだろうが、それでも問

題は解決しない。40 代からの重症化リスクは

上がっており、高齢者以外へのワクチン接種

が進まないなかで経済活動が活発化すれば、
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40 歳から 64 歳の重症例の増加が想定され、

病床の逼迫は十分に起こりえる。 

我々は、国内の新型コロナによる死亡者数

を最少にすることを目標としてきたはずである。

都道府県、市町村は大会期間であっても、市

民に何を要請しなければならないかを示すべ

きである。例えば、飲食店の対応、都道府県

を超える移動などについてである。 

これらを考慮すると、大会に関連する人の

動きなども決まってくるのではないだろうか。

無観客、人の動きは最低限。地元選手を応

援するパブリックビューイングなど人が集まる

場面を最低限にすることも選択肢となる。大

会が国内のコロナ対策の実施に影響し、国

民の命が損なわれることは許されるべきでは

ない。 

 

２） ホストタウンへの対応 

キャンプ地を行う自治体への支援としては、

埼玉県ならびに、千葉県松戸市の支援など

を行った。また、以下のようにホストタウン向け

の資料のとりまとめを行った。 

 

海外の五輪代表選手が事前のキャンプなど

で訪日しているが、その際の対応が特に自治

体では課題となっている。ここでは、受け入れ

の自治体のために、今からでも行いたい対応

について示す。 

1 相手国の感染リスク状況を確認する 

 相手国の感染拡大については、WHO の

Weekly epidemiological update on COVID-19

を調べていただくか、NY Times のサイト 

（ https://www.nytimes.com/interactive/2021

/world/covid-cases.html）がわかりやすい。

特に検査が十分に行われていない可能性の

ある国では、外務省の「たびレジ」や現地の

英語新聞を確認したい。 

これから冬を迎える南半球の南米やアフリカ

では感染が拡大している。こうした国から受け

入れる自治体では特に対応を厳重にする必

要がある。選手は訪日前に壮行会などで多く

の方と会って送り出されている可能性がある。 

 

2 ワクチン接種の状況を確認する 

 自治体として、訪問選手のワクチン接種状

況は可能であれば入手したい。データがあっ

ても、その活用や解釈は医療者でないと難し

い。それでも、いつ、どの種類のワクチンを誰

が接種しているかがわかるだけでも、感染者

が出た場合の保健所の対応などに活用はで

きるであろう。 

 

3 検査が陰性であっても油断しない 

 選手は入国後７２時間前の検査で陰性証

明された後、空港の検疫で再度検査を行う。

その際に陰性であれば入国となる。その後も

ホストタウンで県などが手配した検査機関を

通して定期的な検査が行われるようであるが、

陰性であっても当面は油断してはならない。

潜伏期間は最長１４日間であり、滞在中に発

症する可能性はある。しかし、練習の際など

選手の行動にまでは介入できないであろう。 

 

4 自治体職員はワクチン接種を 

 対応する自治体の職員は、できれば事前に

ワクチンの接種ができているとよいであろう。

できるだけ、特に試合の前には、後で自治体

職員からの感染があったとされないような厳

格な対応が必要である。 

 

5 陽性者が出た場合の訓練をする 

 １例でも陽性者が出た場合の対応について、

地元の保健所や医療機関と検査から治療ま

での手順だけでなく訓練もしておきたい。今

後、チーム競技の中で陽性者が１名でも出た

場合はかなり難しい対応が求められる。外交

的課題とならないように自治体を支えなけれ

ばならない。こうした対応については国や組

織委員会が手順を含めて決めておくことが求

められる。 

【参考資料】 

▶東京オリンピック・パラリンピックにおけるホス

トタウンでの新型コロナウイルス感染対策準

備アクションチェックリストの使用にあたって 

［  https://plaza.umin.ac.jp/~COVID19/core

/host_town_infection_control_checklist.pdf ］ 

 

２． 東京オリンピックの中ならびにその後の対応 

 東京都における緊急事態宣言の発令などによ

って無観客での開催となった。そのため、選手同

士ならびに、選手から事業者、事業者同士での

感染が焦点となった。検査を行うことなどにより、

試合への出場ができなくなる選手もいたが、大会

の開催はできた。 

 大会中においては国内においては、感染者が

増加した。オリンピックの開始からパラリンピックの

終了までの東京都の陽性者の累計は、170,342

人であった。７日間の移動平均では 8 月 19 日中

の 4923 人が最も高かった。重症者数のピークは
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9 月 2 日の 291 人であった。期間中の死亡者は

47 人であった。期間中には、感染者の救急搬送

の困難や在宅での死亡者も東京都内ではみられ

た。東京オリンピックの間接的な影響は明らかで

はない。今後、間接的な影響についてどう明らか

にできるかは今後の課題である。 

 

３． 他のイベントへの適用 

 今後、国際的なマスギャザリングが新型コロナウ

イルスの流行の中でも実施できるようにする必要

がある。オミクロン株の出現など、今後はより感染

力が高くなり、また免疫逃避する可能性を十分に

想定しなければならない。こうしたことからオミクロ

ン株そして今後おこりえる変異株の社会へのイン

パクトを小さくするためには次のようなことが考えら

れた。 

 

 オミクロン株の特徴が次第に明らかになってき

た。感染の伝播力は強く、接触機会が減らなけれ

ば短期間でこれまでの数倍の感染者数となる。沖

縄県では、かつてのピークであった昨年の夏の２

倍の、１週間で 10 万人あたり 700 人に迫ろうとし

ている。このぐらいの感染者数となると、次第に検

査の能力や医療へのアクセスも限られるようにな

り、実際の感染の広がりが徐々に見えなくなる。こ

うしたことはその他の、特に都市に今後起こること

が想定される。 

 

感染を抑えるという点において重点措置や緊

急事態宣言という選択肢はある。早ければ早いほ

どいいが、その実効性のためには市民の納得感

が必要であり、求められる対策が実践されなけれ

ばならない。何より発令されても、その後の既に広

がった感染者数は積み上がり、発令の効果が感

染者数減少として現れる状況はなかなか見えてこ

ない。一方で様々なことが起きた際にこうした措置

がなされていなければ不作為とも指摘される可能

性もある。 

    

インパクトについては、たとえば 50 歳未満でワ

クチン接種をしていると死亡リスクは以前より抑え

られるが、これまでと同様に透析患者や妊婦さん

などハイリスクの方をどう守るかは課題となる。医

療逼迫で病床を必要とするのは 75 歳以上の高齢

者が多くを占めることになりそうである。また、子ど

もたちへの感染が広がる中で、特に 5 歳未満は

米国や英国で入院患者が増えているという報告

がある。 

医療や介護の現場では感染が広がりやすく、

職員だけでなく、海外ではその他の病棟での感

染拡大で死亡者が増加したことが報告されている。

成人の間では、職場や地域で感染が広がれば重

要な業務も一時的に停滞する可能性もある。学

校も今の運用では多数の休校となりえる。 

    

以上より、できるだけ地域の感染を抑えていくこ

とが必要ではある。しかし、市民にどう説明して、

どう行動していただくのか。また、感染が抑えられ

たとしてもワクチン接種が間に合わなければ再び

免疫のない人の間で数か月後に流行する可能性

もある。 

    

感染の拡大スピードは速く、今週と来週は各地

域で感染拡大が続くであろう。当面はできるだけ

感染者を減らすことが求められるが、飲食店の営

業時間の短縮や人数制限だけでは収まるような

状況でもなくなっている。かといって、成人に行動

制限を強く要請するほどのリスクはないともいえる。 

まさに、こうした複雑な要件の中でどういう選択

肢をとっていくのかきわめて難しい局面である。ど

う手を打つのかを次に起こりえることも含めて考え

ながら進めなければならない。 

   

こうした状況の中で、国内においても新型コロ

ナウイルスが確認されて以降、中止や延期、縮小

がされていた国際的なマラソン大会における感染

対策にも従事した。 

海外からの選手の日本への受入、感染対策、

そして国内においても、2 万人近い人数の参加が

あった。マラソンという競技の特性からすると、競

技中の感染はあまり考えられない。しかし、事前

の健康確認として、アプリによる症状の報告なら

びに、マラソンの前のＰＣＲ検査の実施を行った。

こうした手段を重ねることによって、市民にもその

対策をアピールすることでできるだけ国際的なイ

ベントができるようにしていく必要がある。 

 
D. 健康危険情報 

特になし。 

 
E. 研究発表 

1. 論文発表 

1. Norizuki M, Hori A, Wada K. Factors associated 

with adults’ actions to confirm their own rubella 

immune status in Japan’s drive toward rubella 

elimination: Cross-sectional online survey of non-
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healthcare workers in their 20s to 40s Environ Health 

Prev Med. 2021 Aug 11;26(1):77. 

doi:10.1186/s12199-021-01002-7 

2 ． Hori A, Yoshii S, Isaka Y, Wada K. Factors 

associated with participation in an ongoing national 

catch-up campaign against rubella: a cross-sectional 

internet survey among 1680 adults men in Japan. BMC 

Public Health. 2021 Feb 4;2(1):292. 

Doi:10.1186/s12889-021-10340-8. PMID:33541317; 

PMCID: PMC7863504. 

3. 和田耕治. 東京 2020 オリンピック大会後の国内

の新型コロナの死亡者数を最少にするために.医事新

報 No.5069 （2021 年 6 月 19 日発行）P.60 

4. 和田耕治．自治体のための五輪代表選手の受け

入れ対応について. 医事新報． No.5071（2021 年 07

月 03 日発行） P.61 

5. 和田耕治. 東京 2020 オリンピック大会を迎えるに

あたり、世界に思いを巡らす. 医事新報. No.5070

（2021 年 06 月 26 日発行） P.57 

 
2. 学会発表 

1.和田耕治： 東京オリンピック・パラリンピックにおけ

るリスクアセスメントと求められる対応。第 80 回日本公

衆衛生学会総会 2021 

2.その他 ガイドラインの複数に提案や質疑に対応し

た 

 
G. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

該当なし 

2. 実用新案登録  

該当なし 

3. その他 

該当なし 
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⾼齢者施設における新型コロナウイルスの⾎清疫学調査とワクチン抗体価反応 
 

研究分担者 
齋藤玲⼦ 新潟⼤学⼤学院医⻭学総合研究科 国際保健学 教授 
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我妻奎太 新潟⼤学⼤学院医⻭学総合研究科 国際保健学分野 ⼤学院⽣ 
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渡部久実 新潟⼤学ミャンマー感染症研究拠点 客員教授         
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⾼橋善樹 新潟市 保健衛⽣部 保健所⻑ 

 
研究要旨 

本研究では、2020 年に新型コロナウイルス感染症（SARS-CoV-2）によるクラスターが発⽣した新潟
県の⾼齢者施設及を対象に、⾎清疫学価調査を実施し、当該施設における感染者数の推定及び SARS-
CoV-2 ワクチン接種後の抗体価変動を評価した。クラスターの発⽣約半年後、計 101 ⼈(PCR 陽性者
30 名、PCR 陰性者 71 名)を対象に、抗 SARS-CoV-2 IgG 抗体価を測定したところ、抗体陽性率は⼊
居者で約 50.0%、職員で約 10.0%であり、この結果は発⽣当初の PCR の検査結果とほぼ⼀致してい
た。抗Ｓ抗体価検査の感度・特異度は⾃然感染半年後でも 90.0%以上と⾼く、PCR 検査の結果とほぼ
⼀致していたため、抗Ｓ抗体価検査が感染歴の精査に有⽤と推察された。⼀⽅で、抗 N 抗体価検査で
は、PCR に対して特異度は 90.0%以上の⾼い値を⽰したが、感度が 67.0%と低かった。PCR 陽性者と
陰性者で、抗 S 抗体価を⽐較したところ、陽性の⼊居者のワクチン接種前の抗体価は陰性者の 32.8 倍
であり、2 回接種 3〜6 ヶ⽉後の PCR 陽性⼊居者の抗体価は陰性者の 11.3 倍であった。また、接種前
PCR 陽性の職員の抗体価は陰性者の 113.5 倍であり、2 回接種後 PCR 陽性者の抗体価は陰性者の 5.70
倍であった。これらの結果から、既感染者は未感染者より、ワクチン接種前の抗体価が⾼く、ワクチン
接種後も抗体価反応が強い可能性が⽰唆された。 

 
A. 研究⽬的 
重症急性呼吸器症候群コロナウイルス 2(SARS-
CoV-2)が引き起こした新型コロナウイルス感染
症(COVID-19)は、医療システムや経済に⼤きな
負担を⽣み出している。COVID-19 は若者では軽
症であるが、⾼齢者では重症化しやすく、2020 年
時点では、治療薬もワクチンも⼀般に供給されて

いなかった。2020 年の⾼齢者の致命率は、20〜
30％と⾼かった。本邦においても、⾼齢者施設で
クラスターの発⽣が各地で相次ぎ、多くの死亡者
が報告された。元々⾼齢者施設の⼊所者は、約 80
〜90 歳と⾼齢で、要介護度が 4〜5 と⾼く、基礎
疾患も多い上に、集団⽣活をしているため、100 ⼈
以上のクラスターとなることも稀ではなく、⼀度
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感染者のクラスターが発⽣すると⼀気に重症度が
⾼い患者が出現し、地域医療を逼迫させる主要な
原因となっている。 
 
2020 年 11〜12 ⽉に COVID-19 によるクラスタ
ーが観察された新潟県の⾼齢者施設 A を調査対象
とした。保健所の積極的疫学調査の結果、最終的
な PCR 陽性率（attack rate）は、職員と⼊所者を
合わせて 35％(63/178 ⼈)であった。 
 
本研究の第 1 ⽬的は、クラスター発⽣の約半年後
の感染者（PCR 陽性者）と⾮感染者の、SARS-CoV-
2 の抗 N IgG 抗体（N 抗体）と抗 S IgG 抗体（S
抗体）の抗体保有率を、職員（成⼈）と⼊所者（⾼
齢者）に分けて⽐較することである。抗体価測定
の際に 2 つの抗体価測定法（CLIA 法―アボット
と ELISA 法―デンカ）を⽤いたため、その結果を
⽐較した。さらに PCR の結果を元に、抗 N 抗体
及び S 抗体の感度・特異度を算出した。 
 
本研究の第 2 ⽬的は、新型コロナワクチン接種後
の免疫原性の評価である。mRNA ワクチン 2 回接
種後、数ヶ⽉経過した後に採⾎し、感染者と⾮感
染者で抗体価を⽐較した。 
 
B. 研究⽅法 
1. 2020 年 11 ⽉に新型コロナのクラスターが発⽣
した、新潟市内⾼齢者施設 A の⼊居者及び職員（医
師、看護師、介護⼠、事務職など）を対象に、イン
フォームドコンセントを得た後に、1 回⽬: 2021 年
4 ⽉（感染クラスター発⽣半年後でありワクチン
接種前）、2 回⽬: 2021 年 10 ⽉（ワクチン接種 3〜
5 ヶ⽉後）の採⾎を実施した。採⾎の際に、年齢、
性別、基礎疾患、新型コロナワクチン接種の有無
などを聴取した。なお、PCR の検査結果や患者転
帰は、新潟市保健所から情報を得た。 
 
2. 採取された⾎清検体を対象に、以下に⽰す 2 つ
の検査法を適⽤して SARS-CoV-2 のヌクレオカプ

シド(N)及びスパイク(S)蛋⽩に対する IgG 抗体の
測定を実施した。 
 
検 査 法 ① : ABBOTT SARS-CoV-2 IgG assay 
(Abbott Laboratories、Illinois、USA)（アボット） 
CLIA 法(化学発光免疫測定法)で測定する。 
抗 N 抗体で 1.4 Index (S/N ratio)以上、抗 S 抗体
で 50 AU/mL 以上で陽性と判定。 
 
検 査 法 ② ： DENKA SARS-CoV-2 IgG assay 
(DENKA、Tokyo、Japan)（デンカ） 
ELISA 法で測定する。 
抗 N 抗体で 30 BAU/mL 以上、抗 S 抗体で 90 
BAU/mL 以上で陽性と判定。 
 
(倫理⾯への配慮) 研究計画と対象者へのインフ
ォームドコンセントの取得について、新潟⼤学倫
理委員会で承認を受けた（2020−0429）。 
 
C. 研究結果 
クラスター発⽣の約 5 ヶ⽉後の 2021 年 4 ⽉に、
調査に同意した 103 名（⼊居者 41 ⼈、職員 62 ⼈）
を対象として、疫学調査と採⾎を⾏った。なお、ク
ラスター発⽣時にこの施設に在籍していたのが
178 名（⼊居者 97 名、職員 81 名）であったが、
最終的に、参加辞退、退所や退職などの理由で、当
初の 57.8%（103 名）のみが調査に参加した。 
 
流⾏初期における施設内の伝播動態を把握するた
め、調査に参加し、症状発症⽇が確認できた感染
者 29 例（46.0%、29/63 名）をもとに疫学曲線を
作成した（職員 21 名、⼊居者 8 名）（図 1）。2020
年 11 ⽉ 10 ⽇に 1 ⼈の⼊居者（index case）の症
状発現により流⾏が始まり、2020 年 11 ⽉ 15 ⽇に
ピークを迎え、2 週間ほどで施設内の流⾏終息が
観察されており、単⼀暴露源から短期間で感染が
広がった可能性が⽰唆された。 
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本研究の調査対象者は（感染者と⾮感染者あわせ）、
103 ⼈のうち 62 ⼈（60.1％）が職員であり、41 ⼈
（39.9％）が⼊所者であり、職員が⽐較的多かった 
(表１)。年齢中央値は、職員が 49.0 歳（四分位範
囲[IQR]：35.3-55.8）、⼊居者が 90.3 歳（IQR: 86.0-
94.0）であり、ほとんどの調査対象者が⼥性であっ
た（職員と⼊所者の両⽅で、⼈⼝性⽐は約 1:9）。
職員の職業は、介護者が⼤半を占め（37/62、60%）、
次いで、看護師 25%（14/62）、事務職 11%（11/62）、
医師 4%（4/62）と続いた。 
 
⾎清検体を採取できなかった 2 名を除く計 101 名
について、クラスター発⽣から約半年後に抗 N 及
び抗 S IgG 抗体価の測定を実施した（図 2）。職員
における抗 N 抗体価の陽性率は、デンカ法で 9.7%
（6/62）、アボット法で 9.7%（6/62）であった（図
2A）。職員の抗 S 抗体価はデンカ法で 9.7％（6/62）、
アボット法で 12.9％（8/62）であった（図 2B）。
⼀⽅、⼊居者の抗 N 抗体価は、デンカ法で 48.7%
（19/39）、アボット法で 41.0%（16/39）であった
（図 2C）。また、⼊居者の抗 S 抗体価は、デンカ
法で 48.7%（19/39）、アボット法で 56.4%（22/39）
であった（図 2D）。これらの調査結果から、抗 S
抗体及び抗 N 抗体の両⽅において、職員よりも⼊
居者の⽅が⾼い抗体価陽性率を⽰して、クラスタ
ー発⽣時に、⼊居者の感染が多かったことと⼀致
していた。 
 
RT-PCR 検査結果を基準とした際の、デンカ法及
びアボット法での感度・特異度をそれぞれ算出し
た（図 3）。アボット法の抗 N 抗体の感度と特異度
はそれぞれ 67.0％と 97.0％であり、抗 S 抗体価の
感度と特異度は 90.0％と 96.0％であった。⼀⽅、
デンカ法の場合、抗 N 抗体の感度と特異度はそれ
ぞれ 67.0％と 90.0％であり、抗 S 抗体の感度と特
異度はそれぞれ 93.0％と 97.0％であった。これら
の結果から、デンカ法及びアボット法の両⽅で、
抗 N 及び抗 S 抗体では感度及び特異度はほぼ⼀致
していた。しかし、クラスター発⽣約半年後の時

点で、抗 S 抗体に⽐べて、抗 N 抗体の感度が低か
った。 
 
ワクチン 2 回接種 3〜6 ヶ⽉後に採⾎が可能であ
った 93 名(職員 56 名、⼊居者 37 名)を対象に、ア
ボット法による抗 S IgG 抗体価の経時的変動の解
析結果を提⽰した(図 4)。PCR 陽性の⼊居者にお
ける抗体価の平均値は、ワクチン接種前で 1,280.8 
AU/mL、2 回接種後で 15,942.6 AU/mL であり、
ワクチン接種後に約 12.4 倍上昇した。PCR 陰性
の⼊居者における抗体価の平均値は、ワクチン接
種前で 39.1 AU/mL、2 回接種後で 1406.8 AU/mL
であり、接種後に約 35.9 倍上昇した。接種前の
PCR 陽性の⼊居者の抗体価は陰性の⼊居者の
32.8 倍であり、2 回接種後 PCR 陽性の⼊居者者の
抗体価は陰性の⼊居者の 11.3 倍であった。 
 
PCR 陽性の職員における抗体価の平均値は、ワク
チン接種前で 1475.6 AU/mL、2 回接種後で
8075.6 AU/mL であり、抗体価が 5.5 倍上昇した。
PCR 陰性の職員における抗体価の平均値は、ワク
チン接種前で 13.0 AU/mL、 2 回接種後で 1417.0 
AU/mL であり、100.9 倍上昇した。また、接種前
の PCR 陽性の職員の抗体価は陰性職員の 113.5 倍
であり、2 回接種後 PCR 陽性職員の抗体価は陰性
職員の 5.70 倍であった。 
 
D. 考察 
本研究では、新潟県の⾼齢者施設の⼊居者及び職
員から採取した⾎清検体を⽤いて，N 及び S 蛋⽩
を標的とした抗 SARS-CoV-2 IgG 抗体を 2 種類の
検査法（デンカの ELIZA 法およびアボットの
CLIA 法）で定量的に測定した。その結果、本課題
を通じて 2 つの⽰唆が得られた。1 つ⽬は、この
⾼齢者施設でのクラスターが、単⼀暴露源から短
期間で伝搬が拡⼤した可能性が⽰唆された。発⽣
約半年後においても、⼊居者、職員の抗 S 及び N 
IgG 抗体陽性率がそれぞれ約 50.0％、10.0％程度
であり、この結果は発⽣当初の PCR の検査結果と
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ほぼ⼀致していた。また、その際の抗 S 抗体につ
いては、CLIA 及び ELISA のいずれの測定法でも
PCR に対して⾼い感度及び特異度を⽰し、⾃然感
染から約半年経過しても抗 S 抗体価は PCR 検査
の結果と⼀致していた。⼀⽅で、抗 N 抗体では、
いずれの測定法でも、PCR に対して 90.0%以上の
⾼い特異度を⽰したが、感度が 67.0%と低いこと
がわかった。2 つ⽬に、2 回⽬ワクチン接種後の抗
体価が、既感染者は未感染者より⾼い可能性が⽰
唆された。 
 
本研究で報告したように、クラスターが起きた⾼
齢者施設における⼊居者の陽性率の⾼さは、多く
の脆弱な介護施設⼊居者が特に影響を受けやすい
ことを⽰している。今回の結果と整合して、同時
期の英国の 201 の⻑期療養施設の約 4,500 ⼈以上
の⼊居者及び職員の抗体価を測定した⼤規模なコ
ホート研究では、過去 11 カ⽉間の陽性率が、⼊居
者で 34.6％（95％信頼区間［CI］: 29.6、40.0%）、
職員で 26.1％（95％ CI: 23.0、29.5%）であり、
⼊居者における陽性率が⽐較的⾼くなることが指
摘された(Krutikov et al, Lancet Healthy Longev, 
2022)。この理由は、居住者が職員よりも脆弱であ
るためより重度の感染を経験している可能性や、
⻑期間の集団⽣活をしているためと推察される。
今回の⾎清疫学的調査では、SARS-CoV-2 が閉鎖
的な環境において脆弱なコミュニティに浸透しう
ること、潜在的な感染源から⼊居者を守り、感染
が持ち込まれた場合に発⽣規模を最⼩限に抑え、
重症化を抑えるためワクチン接種が必須であるこ
とが改めて⽰された。感染・重症化阻⽌の指標と
して、抗体価調査を⾏う意義は⼤きい。 
 
2 回⽬ワクチン接種後の IgG 抗体価が、既感染者
は未感染者より⾼く、成⼈のみならず、⾼齢者に
おいて、既感染者ではワクチンによりブースター
効果が認められることは、たとえ⾼齢者であって
もワクチン接種を推奨する重要な根拠となる。実
際、海外からの先⾏⽂献では、医療従事者の既往

感染患者でワクチン接種後の特異的中和抗体価が
⾮感染者に⽐べて⾼くなるとされ、感染後のワク
チン接種が、その後の感染に対する防御をさらに
⾼ め る と 推 論 さ れ て い る (Alexis et al, 
EClinicalMedicine, 2021; Gabriele et al, N Engl J 
Med, 2021)。本研究の知⾒は、2 回⽬のワクチン
投与を受けた既感染者の、SARS-CoV-2 に対する
液性免疫が、未感染者よりも⼤きい可能性を⽰唆
するものだが、より決定的な結論を得るには、既
感染者に対する 3 回⽬以降のブースター効果を併
せて、今後のさらなる経時的な解析が必要である。 
 
E. 結論 
本知⾒は、新型コロナウイルス感染症の流⾏対策
を計画・評価するために、脆弱な介護施設の保護
の再考や、その強化の必要性を⽰唆するものであ
る。今後、同⼀施設内での 3 回⽬以降のブースタ
ー接種が、患者集団に与える影響を、スタッフと
⾼齢者に対して、IgG 抗体価の推移を検討してい
く予定である。 
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図 1. ⾼齢者施設におけるクラスター時の疫学曲線 

 
 

図 2. 2021 年 4 ⽉におけるワクチン接種前の 1 回⽬の⾎清疫学調査の結果 
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図 3. デンカ法及びアボット法の感度・特異度 

 
 
 
 

図 4. アボット法のワクチン 2 回接種 3〜6 ヶ⽉後の抗 S 抗体価推移(n=93) 
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表 1. 研究対象集団の特性 (n=103) 

特徴 
職員 (n=62, 60.1%) ⼊居者 (n=41, 39.9%) 
n (%) n (%) 

年齢（歳）、平均 ± 標準偏差 
[中央値、四分位範囲] 

47.1 ± 12.3 
[49.0、35.3‒55.8] 

90.3 ± 7.2 
[90.0、86.0‒94.0] 

年齢群（歳） 
0‒9 0(0) 0(0) 
10‒19 0(0) 0(0) 
20‒29 6(10) 0(0) 
30‒39 15(24) 0(0) 
40‒49 12(19) 0(0) 
50‒59 19(31) 0(0) 
60‒69 10(16) 0(0) 
70‒79 0(0) 4(10) 
80‒89 0(0) 13(32) 
90‒99 0(0) 21(51) 
≥100 0(0) 3(7) 

性別 
男性 10(16) 4(10) 
⼥性 52(84) 37(90) 

職業 
医師 4(4) - 
看護師 14(25) - 
介護者 37(60) - 
事務職 7(11) - 
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Abstract

Background: Non-pharmaceutical interventions (NPIs), such as sanitary measures and travel restrictions, aimed at
controlling the severe acute respiratory syndrome coronavirus 2 (SARS-CoV-2), may affect the transmission dynamics
of human respiratory syncytial virus (HRSV). We aimed to quantify the contribution of the sales of hand hygiene
products and the number of international and domestic airline passenger arrivals on HRSV epidemic in Japan.

Methods: The monthly number of HRSV cases per sentinel site (HRSV activity) in 2020 was compared with the
average of the corresponding period in the previous 6 years (from January 2014 to December 2020) using a
monthly paired t-test. A generalized linear gamma regression model was used to regress the time-series of the
monthly HRSV activity against NPI indicators, including sale of hand hygiene products and the number of domestic
and international airline passengers, while controlling for meteorological conditions (monthly average temperature
and relative humidity) and seasonal variations between years (2014–2020).

Results: The average number of monthly HRSV case notifications in 2020 decreased by approximately 85% (p <
0.001) compared to those in the preceding 6 years (2014–2019). For every average ¥1 billion (approximately
£680,000/$9,000,000) spent on hand hygiene products during the current month and 1month before there was a
0.29% (p = 0.003) decrease in HRSV infections. An increase of average 1000 domestic and international airline
passenger arrivals during the previous 1–2 months was associated with a 3.8 × 10− 4% (p < 0.001) and 1.2 × 10− 3%
(p < 0.001) increase in the monthly number of HRSV infections, respectively.

Conclusions: This study suggests that there is an association between the decrease in the monthly number of
HRSV cases and improved hygiene and sanitary measures and travel restrictions for COVID-19 in Japan, indicating
that these public health interventions can contribute to the suppression of HRSV activity. These findings may help
in public health policy and decision making.
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Background
The human respiratory syncytial virus (HRSV) is an in-
fection of the respiratory tract which causes clinically se-
vere pneumonia in young children and bronchitis in
infants [1]. Globally, acute lower respiratory tract infec-
tions (ALRIs) caused by HRSV lead to the deaths of ap-
proximately 70,000 children under the age of 5 years
annually, and with approximately 3.4 million people re-
quiring hospitalization worldwide [2, 3]. Recently, the
global burden of disease caused by HRSV has become
more apparent, not only in infants and young children,
but also in the elderly (≥65 years); furthermore, no ef-
fective vaccine has yet been developed, leaving a signifi-
cant clinical impact [4, 5].
The coronavirus disease 2019 (COVID-19), caused by

the severe acute respiratory syndrome coronavirus 2
(SARS-CoV-2), is currently an unprecedented global
pandemic [6, 7]. As of late February 2021, more than
108.2 million confirmed cases of COVID-19 have been
reported worldwide, with over 2.3 million deaths [8].
Japan experienced three COVID-19 epidemic peaks by
October 2020 [9], an increase in cases was expected, and
an effective approach to slow the spread of the virus was
sought-after.
The adoption of non-pharmaceutical interventions

(NPIs), including sanitary measures and travel restric-
tions, is crucial for reducing the transmission of respira-
tory infections such as COVID-19, especially before
effective vaccines become widely available [10–13]. The
World Health Organization (WHO) has recommended
NPIs such as hand hygiene, social distancing measures,
and use of face masks to reduce COVID-19 transmission
[14]. These hygiene measures provide a good opportun-
ity to promote universal disease control and prevention
measures in local communities [15].
Interventions aimed at reducing the impact of the

COVID-19 pandemic may potentially affect the epidemic
dynamics of other respiratory infections [16]. In Japan,
contagious viral respiratory diseases such as seasonal in-
fluenza and HRSV commonly cause epidemics. For sea-
sonal influenza, a downward trend was reported in
Brazil, Singapore, Taiwan, and Japan during the COVID-
19 pandemic, indicating that seasonal influenza activity
was less in 2020 than in previous years [16–20]. Even in
the southern hemisphere, such as Australia, no historical
summer outbreaks were reported, and seasonal influenza
activity was low [21]. Evidence reporting the potential ef-
fect of public health interventions during the COVID-19
pandemic on the reduction of HRSV activity is scarce
and unclear.
To understand the potential effect of NPIs for

COVID-19 prevention on HRSV activity in Japan, epi-
demiological analysis of the transmission dynamics of
HRSV in relation to NPI indicators is needed. The

potential effects of increased hygiene practices and de-
creased human movement brought about by the
COVID-19 pandemic may extend to the reduction of
other viral infections at the local level. The main aim of
the present study is to determine the effects of NPIs on
HRSV activity. Here, we compared HRSV activity in
Japan during 2020 to that in the preceding 6 epidemio-
logic years (2014–2019) to identify the current charac-
teristics of HRSV activity. We further investigated
associations between HRSV activity and the indicators
for NPIs, such as the sale of hand hygiene products and
the number of international and domestic airline passen-
ger arrivals over the study period (2014–2020). This
study provides basic epidemiological information on
whether adherence to NPIs for COVID-19 prevention
contributed to the reduction of HRSV transmissibility in
Japan in 2020.

Methods
National HRSV surveillance data
The HRSV epidemiological data used in this study
was obtained from the Infectious Disease Weekly Re-
port (IDWR), which was sourced from the National
Epidemiological Surveillance of Infectious Diseases
(NESID) data published by the National Institute of
Infectious Diseases, Japan (NIID) under the Ministry
of Health, Labor and Welfare, Japan (MHLW) [22].
The MHLW manages approximately 3000 pediatric
sentinel sites (i.e., hospitals and clinics) in Japan,
which report the number of patients diagnosed with
an HRSV infection on a weekly basis to the prefec-
ture or municipal public health sectors in Japan [23,
24]. A confirmed case of HRSV infection is defined
by a positive result in a rapid diagnostic test (RDT)
kit licensed in Japan, or a laboratory confirmation
such as virus isolation or antibody titer increase in
paired sera according to the MHLW guidelines [25].
The number of sentinels assigned to each public
health service area is determined based on population
size: a public health centre with < 30,000 individuals
has one sentinel, a centre with 30,000–75,000 individ-
uals has two sentinels, and one with > 75,000 individ-
uals has ≥3 sentinels, as determined by the following
formula: 3 + (population–75,000)/50,000 [26]. These
sentinel sites forward clinical data to approximately
60 prefectural or municipal public health sectors, and
these data are electronically reported to the NIID; the
number of HRSV cases are released weekly through
its online website. In this present study, we extracted
the total number of HRSV cases per sentinel site
(HRSV activity) at a national level in Japan reported
in weeks 1–52, in 2014–2020 from the NESID. The
monthly HRSV activity at national level in Japan were
compiled based on these weekly HRSV data.
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NPI indicators
Retail sales of hand hygiene products
To evaluate the level of hand hygiene behavior (i.e.,
potential effect of sanitary measures), we used data
regarding the monthly retail sales of hand hygiene
products (hand soap and ethyl alcohol) per ¥1 billion
(approximately £6800,000/$9,000,000) (unit: yen) as
an explanatory variable in the models presented here.
These were extracted from the statistics of production
in the chemical industries under the Ministry of
Economy, Trade and Industry, Japan (METI) for the 7
epidemiologic years (2014–2020); these values were
summed and used as an indicator of retail sales of
hand hygiene products [27].

International and domestic airline passenger arrivals data
To evaluate the potential effect of travel restrictions, we
used the data regarding the monthly number of inter-
national and domestic airline passenger arrivals per 1000
population (unit: person) in Japan for the 7 epidemio-
logic years (2014–2020) as an explanatory variable in the
models used here. These data were sourced from the
statistics of air transport from the Ministry of Land, In-
frastructure, Transport and Tourism, Japan (MLIT) [28].

Meteorological data
Meteorological conditions such as average temperature
(unit: °C) and relative humidity (unit: %) are thought to
be significantly associated with the occurrence of the
HRSV epidemic in the temperate regions of Japan [26].
Therefore, we used these meteorological data (monthly
average temperature and relative humidity) published by
the Japan Meteorological Agency (JMA) as explanatory
variables in the models presented here [29]. Monthly
meteorological data collected from meteorological obser-
vatories situated in the prefectural capital city were used
for each prefecture. We extracted the monthly average
temperature and relative humidity for the 7 epidemio-
logic years (2014–2020). There were two meteorological
observatories with missing data on relative humidity.
Therefore, we selected observatories at the nearest dis-
tance (≤50 km) from the prefectural capital by substitu-
tion. Using the monthly meteorological data for each
prefecture, the average temperature and relative humid-
ity over the whole of Japan were calculated.

Statistical testing and modeling approach
First, we conducted a descriptive analysis of the study
period (2014–2020) to identify the characteristics of the
dataset included in this study. Specifically, we visualized
time-series seasonal variations in the number of HRSV
cases per sentinel site (HRSV activity), NPI indicators
(retail sales of hand hygiene products, and the number
of international and domestic airline passenger arrivals),

and meteorological conditions (average temperature and
relative humidity) during the study period. We then
compared monthly HRSV activity in 2020 with the aver-
age HRSV activity in the corresponding period in the 6
preceding epidemiologic years (January 2014–December
2020) using a monthly paired t-test.
In the construction of the predictive model, several

steps were taken to build a robust and reliable model.
Prior to constructing the model, we checked the prob-
ability distribution of the monthly number of HRSV
cases per sentinel site at the national level (normality ex-
amined by the Shapiro-Wilk test) (Additional file 1: Fig-
ure S1) and assessed the linearity between HRSV activity
with each independent variable. We adopted a general-
ized linear regression model (GLM) with gamma distri-
bution and log link function, allowing for
overdispersion, to investigate the association between
monthly HRSV activity and NPIs (retail sales of hand hy-
giene products and the number of international and do-
mestic airline passenger arrivals), while adjusting for
meteorological conditions (monthly average temperature
and relative humidity) and seasonal variations. The
monthly number of HRSV cases per sentinel site (con-
tinuous) was the dependent variable, and monthly retail
sales of hand hygiene products per ¥1 billion (continu-
ous), monthly number of international and domestic air-
line passenger arrivals per 100,000 population
(continuous), and meteorological conditions (monthly
average temperature and relative humidity) (continuous)
were included as explanatory variables. Furthermore, the
model was adjusted by using year variables (2014, 2015,
2016, 2017, 2018, 2019, and 2020) (category) as a covari-
ate to control seasonal variation. The goodness-of-fit of
the predictive model was assessed in a combined way
using the dispersion parameter (α) and the Akaike Infor-
mation Criterion (AIC) [30, 31]. α is the variance param-
eter of the model, an α value of less than 1.5, suggests
that the deviation of the observed data from the model
is not too large (i.e., the model fits the observed data
well). Although there is no theoretical basis for this cri-
terion, it has been shown that α < 1.5 can significantly
improve the degree of overdispersion [31, 32]. In the
present analysis, the overdispersion of each model was
mitigated using gamma distribution to ensure that α was
less than 1.5. Generally, the best model with a lower
AIC value is preferred as it achieves a more optimal
combination of goodness-of-fit and parsimony. AIC was
calculated as –2ln(L) + 2 K where ln(L) is the maximum
value of the log-likelihood function of the predictive
model and k represents the number of parameters.
All explanatory variables included in the predictive

model were examined for multicollinearity using Spear-
man’s rank-order correlation coefficient (ρ). If the vari-
ables were found to be highly correlated (|ρ| > 0.8) [33],
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we selected the variable with the strongest statistical cor-
relation with the dependent variable and discarded the
other variables. In the present analysis, no variables
showing a strong correlation were observed (Additional
file 1: Table S1).
Additionally, we considered lags (delays in effect) of

up to 4 months from several previous studies [34–40].
Specifically, Spearman’s rank-order correlation coeffi-
cients between the monthly number of HRSV cases per
sentinel site and the retail sales of hand hygiene prod-
ucts, the number of international and domestic airline
passenger arrivals, and meteorological conditions
(monthly average temperature and relative humidity)
with lags of 0–4 months were considered. Since includ-
ing all relevant lags in the model could lead to signifi-
cant collinearity, a new explanatory variable was created
using the moving averages of the two lags that had the
greatest significant correlation coefficient and were in-
corporated into the final predictive model [41, 42]. Based
on analysis results, we created new explanatory variables:
moving average of retail sales of hand hygiene products
for the current month and to 1month (lag 0–1 months
average), moving average of domestic airline passengers
and international airline passenger arrivals for 1 month
and 2months (lag 1–2 months average), moving average
of average temperature for 3 months and 4months (lag
3–4 months average), and moving average of relative hu-
midity for 1 month and 2months (lag 1–2months aver-
age), and developed a final predictive model that takes
these into account (Additional file 1: Table S2).
In summary, the predictive model was conceptualized

using the following formula:

Y t j EY � Gamma EYð Þ ð1Þ
ln EYð Þ≔β1 f NPIstð Þ þ β2 f T tð Þ þ β3 f RHtð Þ þ Yeari þ ηi ð2Þ

where Yt is the outcome series and EY is the expected
time-series of the monthly HRSV activity. f(NPIt) is the
moving average of the two lags that had the greatest sig-
nificant correlation coefficient of monthly NPI indicators
(retail sales of hand hygiene products, the number of
international and domestic passenger arrivals) with
HRSV activity with a lag of 0–4 months; f(Tt) and f(RHt)
indicate moving averages of the two lags that had the
greatest significant correlation coefficient of monthly
average temperature and relative humidity, respectively,
with HRSV activity with a lag of 0–4 months. The terms
β1, β2, and β3 indicate regression coefficients, Yeari rep-
resents indicator variables of year, and term ηi corre-
sponds to the intercept.
Four final predictive models were constructed to

evaluate the direct effects of each NPI indicators. Model
0 is a base model adjusted for meteorological and year
variables. Models 1, 2, and 3 used the same variables as

Model 0, plus the retail sales of hand hygiene products,
the number of domestic airline passenger arrivals, and
the number of international airline passenger arrivals, re-
spectively. Regression coefficients and p-values were cal-
culated for each predictive model. To examine the
robustness of the main findings, after establishing the
final model using the process outlined above, we per-
formed sensitivity analyses for the main analyses with a
long lag period for each NPI indicator, depending on the
lag effect selection. Statistical significance was set at p-
value of less than 0.05, on a two-tailed test. All analyses
were performed using STATA 15.1 software (Stata Corp,
College Station, TX, USA).

Ethical considerations
The present ecological study analyzed publicly available
data. As such, the datasets used in our study were de-
identified and fully anonymized in advance, and the ana-
lysis of publicly available data without any identifiable
information does not require ethical approval.

Data sources
An anonymized dataset that enables the replication of
the analysis are publicly available (sources are mentioned
in Methods and References). Datasets generated during
the study are available on request from the correspond-
ing author.

Results
Long-term monthly seasonal variations in HRSV activity,
NPI indicators, and meteorological conditions during
2014–2020
Figure 1a shows the monthly number of HRSV cases per
sentinel site (HRSV activity) in Japan for the 7 epidemio-
logic years (2014–2020), illustrating the decrease in
HRSV activity during the COVID-19 pandemic in 2020.
Typically, HRSV follows a seasonal pattern, with HRSV
cases peaking in the winter months (November–March)
in temperate regions, such as Japan. The average
monthly HRSV activity was relatively similar each year:
3.69 cases in 2019, 3.19 cases in 2018, 3.68 cases in
2017, 2.83 cases in 2016, 3.18 cases in 2015, and 2.66
cases in 2014; however 2020 showed the lowest inci-
dence with 0.47 cases. Specifically, the average number
of HRSV cases during January–December 2020 de-
creased by approximately 85% (paired t-test, p < 0.001)
compared to those in the preceding 6 epidemiologic
years (2014–2019). In addition, the monthly HRSV activ-
ity during the COVID-19 pandemic in Japan dramatic-
ally decreased from January to May 2020, with no major
epidemic peaks observed in contrast to the previous
years.
Monthly variation was observed in the retail sales of

hand hygiene products, the number of international and
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Fig. 1 (See legend on next page.)

Wagatsuma et al. BMC Infectious Diseases          (2021) 21:734 Page 5 of 13



domestic airline passenger arrivals, and meteorological
conditions (monthly average temperature and relative
humidity) during the study period (2014–2020) (Fig. 1b-
f). The monthly retail sales of hand hygiene products,
shown in Fig. 1b, has remained constant at approxi-
mately ¥7 billion (approximately £47,600,000/
$63,000,000) for the past 6 years (2014–2019), but a
sharp upward trend was observed in January 2020. Spe-
cifically, there was a sharp increase between January and
April 2020, a slight decrease in May, before an increase
again in June and July which was sustained at approxi-
mately ¥11 billion (approximately £74,800,000/
$99,000,000). Monthly average number of domestic and
international passenger arrivals was approximately 8.3
million and 1.7 million people respectively for the past 6
years, which declined sharply from January to May 2020.
(Fig. 1c and d). In 2020, the number of both domestic
and international airline passengers was low, but the
former showed recovery from May onwards. The aver-
age temperature and relative humidity did not vary sig-
nificantly throughout the study period (Fig. 1e and f).
The average temperature peaks at approximately 27 °C
in August of each year and the relative humidity was ap-
proximately 60–80% throughout the year.

Association between monthly HRSV activity and NPI
indicators adjusted for meteorological conditions and
seasonality during 2014–2020
Results of the time-series generalized linear gamma re-
gression analysis for monthly HRSV activity are shown
in Table 1. Regression analysis showed that retail sales
of hand hygiene products and the number of inter-
national and domestic passenger arrivals were signifi-
cantly associated with monthly HRSV activity after
adjusting for meteorological conditions (monthly average
temperature and relative humidity) and year variables
(seasonality) during 2014–2020 (Table 1). We found that
every average ¥1 billion increase spent on retail hand hy-
giene products during the current month and one
month before (lag 0–1 months) was independently asso-
ciated with a 0.29% decrease in the monthly HRSV activ-
ity (Model 1: coefficient − 0.29, p = 0.003, α = 0.47). In
contrast, in Models 2 and 3, an increase of an average
1000 domestic and international airline passenger ar-
rivals during the 1 through the 2 months before (lag 1–
2 months) was associated with a 3.8 × 10− 4% and 1.2 ×

10− 3% increase in monthly HRSV activity, respectively
(Model 2: coefficient 3.8 × 10− 4, p < 0.001, α = 0.30;
Model 3: coefficient 1.2 × 10− 3, p < 0.001, α = 0.32). For
the year variable in each model, 2020 was associated
with a greater decrease in HRSV activity than in the
other years (2014–2019).

Further investigations
We conducted sensitivity analyses to verify the robust-
ness of our results. Specifically, we varied the lag time of
each NPI indicator for a longer period and performed
the same analysis outlined above. The results suggested
that the long lag period for the retail sales of hand hy-
giene products was associated with a greater reduction
in the HRSV activity compared to the main analysis
(Additional file 1: Table S3). On the other hand, a longer
lag period for domestic and international airline passen-
ger arrivals was associated with a slightly smaller de-
crease in HRSV activity compared to the main analysis
(Additional file 1: Tables S4–5). These sensitivity ana-
lyses confirm the robustness of the main analysis and
our main findings were largely insensitive.

Discussion
In the present study, we assessed the association be-
tween HRSV activity and NPI indicators such as sanitary
measures and travel restrictions, focusing on the acute
effects of the COVID-19 pandemic. Despite the simpli-
fied assumptions, our results suggest that the NPIs in
Japan may have had a positive impact on the transmis-
sion dynamics of HRSV. Specifically, the average
monthly HRSV cases (HRSV activity) in 2020 decreased
by approximately 85% compared with that of the previ-
ous 6 years (2014–2019). Notably, reductions in HRSV
activity of 0.29%, 3.8 × 10− 4%, and 1.2 × 10− 3% were in-
dependently associated with an increase per unit in the
amount spent on retail sales of hand hygiene products at
lag of 0–1 months and a decrease per unit in the number
of domestic and international passenger arrivals at lag of
1–2 months, respectively. In 2020, we found a significant
decrease in HRSV activity across multiple NPI indica-
tors. Additionally, our results suggest that there may be
a long-term temporal association between HRSV activity
and NPIs, i.e., the effect of these NPIs on HRSV activity
does not necessarily mean that they had an effect only
within this follow-up period (2014–2020). Our results

(See figure on previous page.)
Fig. 1 Monthly seasonal variations of number of HRSV activity, NPI indicators, and meteorological conditions during 2014–2020. a Monthly
seasonal variations of number of HRSV cases per sentinel sites based on national HRSV surveillance data during 2014–2020. b Monthly seasonal
variations of retail sales of hand hygiene products per ¥1 billion (unit: yen) during 2014–2020. c Monthly seasonal variations of number of
domestic airline passengers per 1000 population (unit: person) during 2014–2020. d Monthly seasonal variations of number of international airline
passengers per 1000 population (unit: person) during 2014–2020. e Monthly seasonal variations of average temperature (unit: °C) throughout
Japan during 2014–2020. f Monthly seasonal variations of relative humidity (unit: %) throughout Japan during 2014–2020
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support our hypothesis that sanitary measures (such as
hand hygiene products) and travel restrictions imposed
to control the COVID-19 pandemic may have potentially
reduced the HRSV transmissibility and provide further
insights into their public health benefits.
To our knowledge, studies investigating the association

between HRSV activity and NPI indicators, including the
sale of retail of hand hygiene products and international
and domestic airline passengers during the COVID-19
pandemic, have been scarce to date. However, Cowling
et al. reported that various NPIs used during the
COVID-19 pandemic in Hong Kong may have had a sig-
nificant effect on the seasonal influenza epidemic [43].
Specifically, seasonal influenza transmission decreased
significantly after social distancing measures were imple-
mented and population behavior changed, with the rate

of infections in the community decreasing by 44%. They
also reported that 85% of respondents avoided crowds
and 99% said they wore a face mask when they went out
during the study period. A study including two hospitals
in Finland showed a significant reduction in seasonal in-
fluenza and HRSV cases in children after a national
lockdown, suggesting an immediate effect of social dis-
tancing [44]. Similarly, in Japan, it has been suggested
that widespread promotion of personal protective mea-
sures, such as wearing masks and hand washing, since
the beginning of the epidemic may have significantly re-
duced the transmissibility of seasonal influenza [45–48].
Based on the above effects of NPIs, we speculate that the
Japanese government’s NPI strategy may have also con-
tributed to reducing the HRSV transmission. The rea-
sons for the reduction in HRSV transmission observed

Table 1 Regression coefficient for HRSV activity: the results of a multivariate analysis

Model 0b Model 1c Model 2d Model 3e

Variable Lag (months)a Coef. p Coef. p Coef. p Coef. p

NPI indicator

Retail sales of hand hygiene productsf 0–1 −0.29 0.003

Domestic airline passenger arrivalsg 1–2 3.8 × 10− 4 < 0.001

International airline passenger arrivalsh 1–2 1.2 × 10−3 < 0.001

Other covariates

Average temperaturei 3–4 0.06 < 0.001 0.06 < 0.001 0.04 0.001 0.07 < 0.001

Relative humidityj 1–2 0.05 0.06 0.04 0.08 0.05 0.007 0.05 0.02

Intercept −4.26 0.01 −1.89 0.32 −7.17 < 0.001 −5.82 < 0.001

Year

2014 Ref. Ref. Ref. Ref.

2015 0.20 0.52 0.20 0.51 0.24 0.33 0.09 0.72

2016 0.13 0.96 0.05 0.86 −0.02 0.91 −0.37 0.16

2017 0.49 0.13 0.60 0.06 0.30 0.24 −0.03 0.90

2018 0.47 0.16 0.57 0.08 0.24 0.34 −0.23 0.44

2019 0.53 0.11 0.68 0.04 0.18 0.48 −0.20 0.49

2020 −1.55 < 0.001 −0.63 0.19 −0.66 0.04 −1.07 0.001

Model statistics

α 0.50 0.47 0.30 0.32

AIC 3.63 3.60 3.47 3.50

Abbreviations: Coef. regression coefficient, se standard deviation, AIC Akaike information criterion, α dispersion parameter
a Moving average
b Adjusted for monthly average temperature at a lag of 3–4months, monthly relative humidity at lag a of 1–2 months, and year variables (2014, 2015, 2016, 2017,
2018, 2019, and 2020)
c Generalized linear gamma regression model adjusted for the monthly retail sales of hand hygiene products per ¥1 billion at a lag of 0–1 months, monthly
average temperature at a lag of 3–4months, monthly relative humidity at a lag of 1–2 months, and year variables (2014, 2015, 2016, 2017, 2018, 2019, and 2020)
d Generalized linear gamma regression model adjusted for monthly number of domestic airline passenger arrivals per 1000 population at a lag of 1–2months,
monthly average temperature at a lag of 3–4 months, monthly relative humidity at a lag of 1–2 months, and year variables (2014, 2015, 2016, 2017, 2018, 2019,
and 2020)
e Generalized linear gamma regression model adjusted for number of international airline passenger arrivals per 1000 population at a lag of 1–2 months, monthly
average temperature at a lag of 3–4months, monthly relative humidity at a lag of 1–2 months, and year variables (2014, 2015, 2016, 2017, 2018, 2019, and 2020)
f Retail sales of hand hygiene products per ¥1 billion (unit: yen)
g Number of domestic airline passenger arrivals per 1000 population (unit: person)
h Number of international airline passenger arrivals per 1000 population (unit: person)
i Average temperature (unit: °C)
j Relative humidity (unit: %)
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in this study were multifactorial, as it was difficult to iso-
late the effects of sanitary measures and travel restric-
tions, which were examined in this study. These NPI
strategies are effective in reducing viral transmission in
the community, but convincing evidence to support
their effectiveness is currently lacking. Further detailed
long-term studies are needed to clarify the causal rela-
tionships and complex interactions.
The implementation of hand hygiene strategies, which

is feasible and recommended for use in a variety of set-
tings, is one of the interventions that can contribute to
the achievement of sustainable development goals
(SDGs) [49, 50]. These interventions have been intro-
duced in various countries and are considered an im-
portant strategy. Two previous systematic reviews and
meta-analyses of local communities in low-income and
middle-income countries have estimated that hand hy-
giene may reduce the transmission of respiratory infec-
tions by approximately 16 and 21%, respectively [51, 52].
Unlike for seasonal influenza, no licensed prophylactic
vaccine has been developed and supplied to date for
HRSV. With regards to drugs targeted against HRSV,
palivizumab (anti-HRSV antibody), the humanized
monoclonal antibody to HRSV fusion (F) protein, is cur-
rently limited to passive vaccination for the prevention
of severe disease [2, 53, 54]. Therefore, as a vaccine has
not yet been developed, thorough hand hygiene can be
an important intervention to reduce person-to-person
transmission of HRSV, thus preventing an epidemic. Im-
portantly, our preliminary findings suggest a possible
contribution of sanitary measures to the reduction of
HRSV activity in Japan; however, no information is avail-
able for other regions or countries. The effects of hand
hygiene in other regions and countries with different
socio-economic statuses may differ from those in Japan
[55, 56]. Recognizing the importance of hand hygiene,
timely surveillance, and further detailed studies at indi-
vidual- and community-level are needed to assess the
differences in the effectiveness after the COVID-19 pan-
demic in Japan.
It is important to note that in the present study, we fo-

cused on the association between human mobility, such
as domestic and international airline passengers, and the
transmission dynamics of HRSV. In particular, a major
shift in the occurrence of HRSV has been observed in
Japan since around 2016 [26]; although there are reports
suggesting a possible association with international pas-
sengers [57, 58], there are currently no reports directly
assessing this. The effect of the COVID-19 pandemic
has led to a number of previous studies highlighting the
effect of international travel restrictions on COVID-19
activity [59–63], providing an excellent opportunity to
consider the effect of human mobility on other respira-
tory infectious diseases. Especially in small island

countries such as Japan, quarantine at a border (i.e.,
travel restrictions) may contribute significantly to pre-
venting the arrival of the virus (or at least delay the ar-
rival) [64]. However, there are a limited number of
studies reporting the effects of domestic travel restric-
tions on the virus spread. A recently published report by
Murano et al., quantifying the effect of domestic travel
restrictions and COVID-19 spread in Japan, provides in-
teresting insights into the transmission dynamics of
other respiratory infections, including HRSV [65]. Spe-
cifically, transmission dynamics varied in the degree of
reduction in the number of passengers and the centrality
of each prefecture in the public transport network (e.g.,
car, train, ship, airline network), assuming that traffic re-
strictions were in place. The relative risk reduction in
most prefectures (approximately 35–48%), as reported
by Murano et al., suggests that the degree of passenger
volume has a significant effect on risk reduction and
concluded that the optimal size of the reduction may de-
pend strongly on the domestic network. In our study,
both international and domestic travel contributed to a
significant reduction in HRSV activity after adjustment
for other covariates. Strategies to restrict the airline net-
work may reduce the risk of HRSV transmission at cer-
tain risk-sensitive airports. This study provides an
important perspective on how restrictions on inter-
national and domestic human mobility may affect HRSV
activity.
We have noted that the transmission dynamics of

HRSV in Japan in 2020 were very different from previ-
ous years, and would like to add that similar trends (i.e.,
decline) in other infectious and non-infectious respira-
tory diseases have been reported in many countries, in-
cluding Japan, Brazil, Pakistan, Germany, Taiwan,
Singapore, and China [17–21, 66–74]. In these regions,
in addition to HRSV and seasonal influenza, tubercu-
losis, rubella, norovirus, pertussis, diphtheria, Epstein-
Barr virus, pneumonia, and influenza mumps have been
reported to be reduced by an average of ≥70%, suggest-
ing a contribution of NPIs to these phenomena [17–21,
66–74]. It is important to quantify the impact of NPIs
on the transmission dynamics of infectious and non-
infectious respiratory diseases in the future.
The findings of this study should be interpreted in the

context of several limitations. First, it should be noted
that these are preliminary findings describing the acute
effects of NPIs on HRSV activity in Japan, and this eco-
logical analysis cannot prove a causal relationship. Sec-
ond, this study used retail sales of hand hygiene
products and domestic and international airline passen-
gers as alternative indicators of NPIs using published
data available in Japan. Therefore, it is possible that
these alternative indicators do not reflect the actual ef-
fects of NPIs. Third, the present study did not examine
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the effect of combining multiple strategies of NPIs on
HRSV (e.g., effect modification by interaction term), and
reports the independent effect of NPIs. Generally, it has
been suggested that the effectiveness of NPIs may in-
crease when multiple strategies are combined [39, 40].
Further detailed studies are needed to independently
evaluate the effects of individual and multiple interven-
tions and their complementarity on host susceptibility.
Fourth, several other NPIs were not considered in this
study, such as education, voluntary isolation, school
closure, and voluntary mask wearing [75–78]. Cultural
factors, such as social habits and family size, may influ-
ence the transmission of HRSV [79]. Other factors, such
as the emergence of new viruses, the viral interference
(i.e., inhibition of growth of one virus by another), and
the development of immunity during the study period
were not assessed. In particular, a new HRSV type A,
ON1, has emerged and circulated worldwide in recent
years [23, 80–82]. The emergence of such strains may
affect the timing of HRSV epidemics. Furthermore, it
has been suggested that the recent increase in reported
cases of HRSV infections in Japan may be due to the in-
creased frequency of testing and the expansion of insur-
ance coverage for HRSV testing in late 2011. This may
have influenced the true increase in HRSV activity in
Japan. Indeed, the HRSV transmission dynamics may be
obscured and regulated by these potential intrinsic fac-
tors, and detailed studies are needed to assess the direct
effects of these factors. In particular, it would be useful
to examine and analyze the effects of other specific NPIs
(e.g., voluntary mask wearing and school closure) in sen-
tinel sites where the data was collected. In this present
study, we were unable to include these factors due to
the lack of published available data relating to voluntary
mask wearing and school closures at each sentinel site,
as well as the considerable variation in the duration of
coverage between prefectures for school closures. Fur-
ther studies aimed at a prefectural-level are needed to
quantify the extent to which these factors contribute to
the transmission dynamics of HRSV between prefec-
tures. Fifth, it is possible that the decline observed in
Japan in 2020 was only the natural end of the HRSV epi-
demic. However, if we review the epidemic dynamics in
Japan in previous years, the change in the rate of decline
after 2020 is dramatic, suggesting that other factors are
involved. Sixth, although average temperature and rela-
tive humidity were used as meteorological conditions in
the present analysis, there may be other confounding
factors that could be associated with HRSV activity (e.g.,
rainfall, wind speed, and air pollutants) [83, 84]. How-
ever, previous studies have suggested a consistent and
strong association between HRSV activity and average
temperature/relative humidity, which may have been a
predictor with high explanatory power [35, 85]. Seventh,

because the present study focused on the transmission
dynamics of HRSV nationwide in Japan, it was difficult
to detect differences in the incidence of HRSV in specific
regions during study period (2014–2020). However, our
recent study that uses prefectural-level data showed that
an earlier onset week of the HRSV epidemic season in
Japan was associated with an increased number of in-
bound overseas travelers, supporting our present find-
ings [58]. This previous research covers the period
before the COVID-19 pandemic (2014–2017) and, in
addition, does not take into account the effect of retail
sales of hand hygiene products, which critically needs
further detailed studies at the prefectural-level in Japan
in post-pandemic period. Eighth, we were also unable to
fully assess the association between the incidence of
HRSV in specific regions during a downturn in retail
sales of hand hygiene products or rebound in domestic
travel because our study focused on Japan nationwide,
instead of individual prefectures. Indeed, small outbreaks
were observed in some of Japans’ southernmost prefec-
tures, such as Okinawa in November and Kagoshima in
October 2020, following the decline in retail sales of
hand hygiene products that occurred around August
2020 and rebound in domestic travel that began around
July 2020 [58]. However, no outbreaks of HRSV were
observed in the rest of the country in Japan. Therefore,
to identify the actual causes of these heterogeneous local
outbreaks, it is necessary to consider a more detailed
time-series analysis for each NPIs indicator at the
prefectural-level in Japan. Finally, the epidemiological ef-
fects of NPIs have not yet been adequately quantified.
For instance, the increase in local clusters of COVID-19
in remote prefectures in Japan should be considered
[86–88], and the epidemiological impact of NPIs on
HRSV activity may be different (e.g., less effect of NPIs).

Conclusions
Despite the number of limitations noted above, our
study showed a possible association between more NPI
indicators such as sanitary measures and travel restric-
tions, and decreased HRSV activity during the COVID-
19 pandemic in Japan, suggesting that the hypothesis
that these public health interventions for COVID-19
adopted by the Japanese government may have pre-
vented and suppressed the spread of HRSV. Further-
more, we believe that the present study provides critical
insights into the epidemiological impact of NPIs on the
transmission dynamics of HRSV in Japan. The decline in
HRSV cases in Japan appears to be concurrent with the
COVID-19 pandemic and related community public
health measures. The current preliminary findings re-
affirm the usefulness of the NPI measures recommended
by WHO and remind us of the need and importance of
educational campaigns and the practical implementation
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of public health policies. In particular, with a continuous
circulation of COVID-19 and use of NPIs in many coun-
tries, detailed studies are critically needed to evaluate
the causes of decreased respiratory infections [89–91].
Additionally, until viable pharmaceutical options for
HRSV become available, it is important to continue to
evaluate non-pharmaceutical strategies and their poten-
tial benefits. Accordingly, assessing the future transmis-
sion dynamics and risks of HRSV and other respiratory
infections, taking into account the detailed effects of
various public health interventions, will help guide the
design of future broader infectious disease control mea-
sures and provide critical lessons for other countries.
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The coronavirus disease 2019 (COVID-19) has caused a serious disease burden
and poses a tremendous public health challenge worldwide. Here, we report a
comprehensive epidemiological and genomic analysis of SARS-CoV-2 from 63 patients
in Niigata City, a medium-sized Japanese city, during the early phase of the pandemic,
between February and May 2020. Among the 63 patients, 32 (51%) were female, with
a mean (±standard deviation) age of 47.9 ± 22.3 years. Fever (65%, 41/63), malaise
(51%, 32/63), and cough (35%, 22/63) were the most common clinical symptoms. The
median Ct value after the onset of symptoms lowered within 9 days at 20.9 cycles
(interquartile range, 17–26 cycles), but after 10 days, the median Ct value exceeded
30 cycles (p < 0.001). Of the 63 cases, 27 were distributed in the first epidemic wave
and 33 in the second, and between the two waves, three cases from abroad were
identified. The first wave was epidemiologically characterized by a single cluster related
to indoor sports activity spread in closed settings, which included mixing indoors with
families, relatives, and colleagues. The second wave showed more epidemiologically
diversified events, with most index cases not related to each other. Almost all secondary
cases were infected by droplets or aerosols from closed indoor settings, but at least
two cases in the first wave were suspected to be contact infections. Results of the
genomic analysis identified two possible clusters in Niigata City, the first of which was
attributed to clade S (19B by Nexstrain clade) with a monophyletic group derived from
the Wuhan prototype strain but that of the second wave was polyphyletic suggesting
multiple introductions, and the clade was changed to GR (20B), which mainly spread in
Europe in early 2020. These findings depict characteristics of SARS-CoV-2 transmission
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in the early stages in local community settings during February to May 2020 in Japan,
and this integrated approach of epidemiological and genomic analysis may provide
valuable information for public health policy decision-making for successful containment
of chains of infection.

Keywords: COVID-19, SARS-CoV-2, Japan, genomic epidemiology, active epidemiological surveillance, droplet,
airborne, contact transmission

INTRODUCTION

Since the first report of the novel severe acute respiratory
syndrome coronavirus 2 (SARS-CoV-2) in Wuhan, China at the
end of 2019, the coronavirus disease 2019 (COVID-19) pandemic
has become an unprecedented threat to public health on a
global scale (Heymann and Shindo, 2020; Wang et al., 2020).
As of early June 2021, more than 170 million cases have been
reported worldwide, with over 3.6 million fatalities, resulting in
a significant disease burden (World Health Organization, 2021).

In Japan, the COVID-19 epidemic began on January 16, 2020,
with the first confirmed case being a returnee from Wuhan,
China (Furuse et al., 2020a; Muto et al., 2020). Subsequently, the
number of cases increased during January and April, reaching the
first peak of 720 new cases in a day on April 11. The Japanese
government declared a nationwide state of emergency between
April 16 and May 25, 2020, in Japan.

In the early stages of Japan’s response to the COVID-
19 outbreak, the Japanese government assigned COVID-19 as
a designated infectious disease within the framework of the
Infectious Diseases Control Law, which requires physicians to
immediately report diagnosed COVID-19 cases to the public
health center in their jurisdiction, on February 01, 2020 (Ministry
of Health Labour and Welfare, 2020a). The recognition of the
disease as a designated infectious disease enabled the respective
administrations to conduct active epidemiological surveillance
and make recommendations and measures for mandatory
hospitalization for quarantine purposes. Subsequently, based
on the framework of the Infectious Disease Control Law,
the Japanese government began implementing a cluster-based
approach based on active epidemiological surveillance as part
of the response to control the spread of the virus (Oshitani,
2020; Imamura et al., 2021). The aim of this strategy is
to conduct intensive tracing of super-spreading events (i.e.,
clusters) of COVID-19 cases to investigate the activities of
multiple infected individuals and to identify common sources of
infection. In particular, it aims to identify cluster-borne occasions
and to control transmission by restricting these occasions
and encouraging behavioral changes in the general public.
Preliminary epidemiological investigations by the National Task
Force for COVID-19 outbreak in Japan identified hospitals and
other medical facilities, as well as nursing homes and other social
care facilities, as the main sources of clusters; at the individual
level, many of the clusters were associated with karaoke parties,
clubs, bars, and gyms, which were identified as being associated
with high-risk behaviors in close proximity (Furuse et al.,
2020a,b). By the end of April 2020, the Task Force reported three
situations that could increase the risk of COVID-19 and started to

advise the public to avoid the “three Cs”: closed spaces with poor
ventilation, crowded places, and close-contact settings, which led
to the initial successful containment of many chains of infection
in Japan (Oshitani, 2020).

On the other hand, owing to the virus spreading from Wuhan
to various countries across the world in a relatively short period
of a few months, there was a need to develop a genomic
analysis based on whole-genome sequencing of SARS-CoV-2 in
Japan to track the transmission routes of the virus (Sekizuka
et al., 2020a,b,c). This approach to genomic epidemiology has
been reported in many countries, including the United States
of America (United States) (Deng et al., 2020; Laiton-Donato
et al., 2020), the United Kingdom (United Kingdom) (da Silva
Filipe et al., 2021), China (Lu et al., 2020; Geidelberg et al.,
2021), New Zealand (Geoghegan et al., 2020), Italy (Alteri et al.,
2021), Scotland (da Silva Filipe et al., 2021), Austria (Popa
et al., 2020), Russia (Komissarov et al., 2021), Morocco (Badaoui
et al., 2021), and Brazil (Faria et al., 2021), and has proven to
be a useful tool for investigating outbreaks and tracking the
evolution and spread of the virus. In particular, understanding
the evolution and transmission patterns of viruses after they enter
new populations is important for developing effective strategies
for disease prevention and control. However, to date, only a
limited number of studies have evaluated the viral genome
information of SARS-CoV-2 combined with epidemiological
studies at a local level (prefectural-level or city-level) in Japan as
a whole (Seto et al., 2021).

In this study, we report the clinical characteristics of 63
COVID-19 cases, including ribonucleic acid (RNA) viral load
over the course of the disease, as well as an integrated approach
of epidemiological and virological genomic data to investigate the
transmission dynamics and patterns of SARS-CoV-2 in a local
city, Niigata City (Niigata Prefecture, Japan), between February
and May 2020. Specifically, we performed phylogenetic and
phylogeographic analysis and examined the temporal changes of
genotypes to identify multiple introductions of SARS-CoV-2 over
time in Niigata City. These results provide insights into the use
of the genomic epidemiology approach in addition to the active
epidemiological surveillance for the monitoring of COVID-19 in
local clusters and may provide valuable information for public
health policy decision-making.

MATERIALS AND METHODS

Study Location
Niigata City is located in the northern area of the main island on
the coast of the Japan Sea and is the capital of Niigata Prefecture,
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Japan (Supplementary Figure 1) (Ogushi, 2021). In 2020, it
had a population of approximately 800,000. Niigata City is well
connected to the capital of Japan, Tokyo, with a bullet train that
takes passengers to the capital in approximately 2 h.

National Active Epidemiological
Surveillance
In Japan, the national active epidemiological surveillance of
COVID-19 was created based on the Infectious Diseases Control
Law following the declaration of the COVID-19 as a “designated
infectious disease” (National Institute of Infectious Diseases,
2020). Health authorities in 47 prefectures and 20 major
cities throughout Japan take the responsibility for identifying
cases, as well as putting in place various control measures to
stop viral transmission within the community, including: (a)
isolate patients in hospitals or hotels until qualitative reverse
transcription polymerase chain reaction (RT-qPCR) test results
became negative (this policy was valid from February 03 to
May 29, 2020), (b) find the secondary cases and clusters by
implementing active epidemiological investigation and RT-qPCR
testing, and (c) identify infection sources to help prevent the
spread of the virus and form clusters. The target of this active
epidemiological surveillance was laboratory-confirmed cases and
their close contacts.

Definitions of Case and Contacts in
Epidemiological Investigation
In March 12, 2020, a “suspected case” of COVID-19 was
defined by the Ministry of Health, Welfare, and Labor in
Japan as a person with common cold-like upper respiratory
symptoms and/or fever ≥37.5◦C, and general fatigue or breathing
difficulties lasting 4 days or longer (National Institute of
Infectious Diseases, 2020). For individuals in high-risk groups,
such as the elderly and patients with diabetes mellitus, cardiac
failure, respiratory illness, hemodialysis, immunosuppressants,
or undergoing chemotherapy for cancer, the definition was
adapted to those presenting symptoms and signs for 2 days
or longer. Contact history to a known or suspected COVID-
19 case or travel history to endemic areas before 14 days
was also counted when assessing the possibility of COVID-19
infections. Laboratory-confirmed cases were defined as those
with a positive test result by RT-qPCR for SARS-CoV-2 with
or without the above symptoms. Close contact was defined as a
person who had contact with the confirmed cases in the following
conditions: (a) persons who are living or staying closely with
the confirmed cases including cars or air crafts, (b) persons who
consulted or took care of the confirmed cases without appropriate
personal protection, (c) persons who had direct contact with
contaminants, such as respiratory secretions or the body fluid
of the confirmed case, and (d) persons who touched or had a
conversation within the confirmed case with 2 m. Initially, tracing
of close contacts was advised to start from the day of symptom
onset in the confirmed case by the Ministry of Health, Welfare
and Labor in Japan (National Institute of Infectious Diseases,
2020). However, in Niigata city, contact tracing was started 2 days
before the onset of symptoms in confirmed cases from early

March 2020 to facilitate the detection of cases of pre-symptomatic
transmission. Epidemiological links were categorized into four
categories: (i) epidemiological links, (ii) possible links, (iii) no
epidemiological links, and (iv) imported. An “epidemiological
link” was defined as a case with a close contact history, as
mentioned above, with a confirmed case and for whom the
infection route was identified or estimated. A “possible link” was
defined as one with no close or direct contact between the patients
proved, but in which a weak link existed, such as using the same
facility or living in the same community. “No epidemiological
link” was defined by a lack of known contact or no possible link
with a confirmed case. Imported cases were defined as those with
a history of travel abroad up to 1 week before the onset of illness.

Patient Clinical Data Collection and
Discharge Criteria
The Niigata City Public Health Center conducted active
epidemiological surveillance based on the Infectious Diseases
Control Law and collected clinical data of 63 symptomatic
patients within the framework of the Nationwide Active
Epidemiological Surveillance. Specifically, age, sex (male or
female), presence of clinical symptoms (fever, malaise, cough,
sore throat, taste and smell disturbances, runny nose, chills, loss
of appetite, and diarrhea), days of hospitalization, and behavioral
history (e.g., close contact or travel history) were recorded. All
63 cases identified in the present study were hospitalized for
quarantine purposes under the regulations of the Infectious
Diseases Control Law. The criteria for discharge of symptomatic
patients in Japan from February 03 to May 29, 2020, stipulated
that symptoms after admission improved, they were afebrile
<37.5◦C for more than 24 h, and their respiratory symptoms
subsided, in addition to two negative RT-qPCR tests performed at
least 24 h apart (Ministry of Health Labour and Welfare, 2020b).
Therefore, multiple RT-qPCR tests were performed on a single
patient at intervals of 24 h or more until two negative RT-qPCR
results were confirmed.

Collection of Clinical Specimens and
Reverse Transcription Polymerase Chain
Reaction Testing
A total of 247 nasopharyngeal specimens were collected from
63 symptomatic patients in Niigata City between February and
May 2020, and RT-qPCR testing targeting the nucleocapsid
protein of the viral genome of SARS-CoV-2 was performed at
the Niigata City Institute of Public Health and Environment
(Niigata City Institute of Public Health and Environment, 2020),
based on laboratory protocols by the National Institute of
Infectious Diseases in Tokyo, Japan (Ministry of Health Labour
and Welfare, 2020b). The positive RNA samples were subjected
to whole-genome sequencing. The cycle threshold (Ct) value
of an RT-qPCR run was inversely correlated with the copy
number of the viral RNA. A Ct value higher than 40 (i.e., the
limit of detection) was considered negative for SARS-CoV-2.
Days from onset to sampling collection, days from onset to two
negative RT-qPCR results, and the number of RT-qPCR tests per
case were analyzed.
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FIGURE 1 | Epidemiological dynamics of SARS-CoV-2 Niigata City and nationwide in Japan. (A) Epidemic curve of daily cases of laboratory-confirmed SARS-CoV-2
infection in Niigata City, Japan, by symptom onset date and colored as per epidemiological linkage, between 22 February and May 03, 2020 (n = 63). (B) Epidemic
curve of daily cases of laboratory-confirmed SARS-CoV-2 infection in nationwide in Japan, by reporting date and colored as purple, between 22 February and May
03, 2020 (n = 14,915). The purple dotted line represents the first wave by the date of onset (between 29 February and March 22, 2020) and the light blue dotted line
represents the second wave by the date of onset (between 01 April and May 03, 2020). Data on the daily number of new confirmed cases in nationwide in Japan
were retrieved from the website of the Ministry of Health, Labour and Welfare, Japan (https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/open-data.html).

Whole Genome Sequencing of Severe
Acute Respiratory Syndrome
Coronavirus 2
The whole genome sequences of SARS-CoV-2 were obtained
using the PrimalSeq protocol to enrich complementary
deoxyribonucleic acid (cDNA) of the SARS-CoV-2 genome by
multiplex RT-qPCR amplicons using a multiplexed PCR primer
set that was proposed by the Wellcome Trust ARTIC Network
(2021). Two amplicons with low or zero coverage owing to
the dimerization of the primers were identified. Therefore, we
modified the protocol for SARS-CoV-2 genome sequencing
produced by the ARTIC Network and exchanged some of the
primers for multiplex PCR (Itokawa et al., 2020). Detailed
information of multiplexed RT-qPCR primer sets was described
in Supplementary Table 1 (Itokawa et al., 2020). The PCR
products from the same clinical sample were pooled, purified,
and subjected to Illumina library construction using the QIAseq
FX DNA Library Kit (QIAGEN, Hilden, Germany). The NextSeq

500 or iSeq100 platform (Illumina, San Diego, CA, United States)
was used to sequence the indexed libraries. Next-generation
sequencing (NGS) reads were mapped to the SARS-CoV-2
Wuhan/WIV04/2019 reference genome sequence [29.9-kb single
standard RNA (ss-RNA)] (GenBank ID MN908947), resulting
in the specimen-specific SARS-CoV-2 genome sequence by
full mapping to the reference genome. The mapped reads of
the SARS-CoV-2 sequences were assembled using A5-miseq
version 20140604 or SKESA version 2.3.0 to determine the full
genome sequence (Coil et al., 2015). Single nucleotide variation
(SNV) sites and marked heterogeneity were extracted by read
mapping at a depth of ≥10× and from the region spanning
nucleotides (nt) 99 to 29,796 of the Wuhan/WIV04/2019 genome
sequence. The lineage or clade classification of SARS-CoV-2
was performed using those of the Global Initiative on Sharing
All Influenza Data (GISAID) database1, PANGOLIN (version

1https://www.gisaid.org/
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TABLE 1 | Epidemiological characteristics of patients with COVID-19 in Niigata
City, Japan between February and May 2020 (n = 63).

Characteristics Mean ± SD [Median, IQR] n %

Age, years 47.9 ± 22.3 [45.0, 30.0–70.2]

Age categories

0–9 years 3 5

10–19 years 0 0

20–29 years 9 14

30–39 years 17 27

40–49 years 5 8

50–59 years 7 11

60–69 years 7 11

70–79 years 9 14

80–89 years 5 8

90–100 years 1 2

Sex

Male 31 49

Female 32 51

Clinical symptom

Fever (≥37.5◦C at the onset symptoms) 41 65

Malaise 32 51

Cough 22 35

Sore throat 17 27

Loss of taste or smell 14 22

Runny nose 14 22

Chills 11 17

Loss of appetite 9 9

Diarrhea 2 2

Days from onset to sample collection 7.4 ± 6.5 [6.0, 6.0–9.0]

Epidemiologic linkage

Epidemiologically linked 47 75

Not epidemiologically linked 13 20

Imported 3 5

SD, standard deviation; IQR, interquartile range. Note that P1-E is not included
in this table because the patient lived in a different city, and precise clinical and
virological information is not available.

2.02 (Rambaut et al., 2020) and Nextstrain team version 8.03

(Hadfield et al., 2018) (Supplementary Table 2).

Phylogenetic and Phylogeographic
Analysis and Haplotype Network
The full genome sequences of SARS-CoV-2 were downloaded
from the Global Initiative on Sharing All Influenza Data
(GISAID) database (see Text Footnote 1) (Shu and McCauley,
2017). For phylogenetic analysis, we used a total of 1,374 genomic
sequences, including 781 global strains, 546 Japanese strains,
and 47 strains from Niigata City obtained in this study. Global
strains in the present study were collected from December

2https://github.com/cov-lineages/pangolin
3https://nextstrain.org/ncov/global

2019 to May 2020, which is used in the global phylogenetic
tree, constructed by Nextstrain team version 8.0 (see Text
Footnote 3) (Hadfield et al., 2018), and the Japanese strains
from January to May 2020 excluding clade O (other) and
airport quarantine isolates in Japan downloaded on December
04, 2020. As a reference sequence, Wuhan/WIV04/2019 (GISAID
ID, EPI_ISL_402124), the official reference sequence from the
GISAID database, was used. Multiple alignments for the full-
length genome sequences of SARS-CoV-2 were performed
using MAFFT version 7.475 (Katoh and Standley, 2013). The
removal of spurious sequences or poorly aligned regions from
a multiple sequence alignment was performed using trimAl
version 1.4.rev22 (Capella-Gutiérrez et al., 2009). The maximum
likelihood (ML) phylogenetic analysis was performed using IQ-
TREE version 2.1.2 with Model Finder and ultrafast bootstrap
test parameters (Nguyen et al., 2015; Kalyaanamoorthy et al.,
2017; Hoang et al., 2018), and visualized by iTOL version 6.0
(Letunic and Bork, 2021).

Haplotype networks from genomic SNVs (HN-GSNV)
for Niigata City isolates were conducted using median
joining network analysis (Bandelt et al., 1999) by PopART
version 1.7 (Leigh and Bryant, 2015) against the SNV
created by aligning the sequences by MAFFT and
excluded the gap containing sequences. SNV detection
was performed using snp-sites version 2.5.1 (Page et al.,
2016) after multiple alignment based on the reference
sequence by MAFFT version 7.475. The annotation of
the detected SNV was added by SnpEff version 5.0e
(Cingolani et al., 2012).

Retrospectively trace the dispersal dynamics of SARS-CoV-
2 transmission patterns in Niigata City and other global/local
areas, phylogeographic analysis was performed by Nextstrain
team version 8.0 (see Text Footnote 3) (Hadfield et al., 2018)
against 292 global strains, 3,968 Japanese strains, and all 47 strains
obtained in this present study, which had accurate collection date
information. Global strains in the present study were collected
from December 2019 to May 2020 and were used to construct the
global phylogenetic tree using Nextstrain team version 8.0 (see
Text Footnote 3) (Hadfield et al., 2018) and all Japanese strains
from January to May 2020 downloaded on August 31, 2021.

Statistical Analysis
Data were described as the mean ± standard deviation (SD)
and/or median [interquartile range (IQR)] for continuous
variables and frequency (%) for categorical variables. Age (years)
was divided into ten categorical variables (0–9, 10–19, 20–29,
30–39, 40–49, 50–59, 60–69, 70–79, 80–89, and 90–100 years)
and time from onset to sampling collection (days) into four
categorical variables (≤9, 10–20, 20–30, and ≥30 days) for
analysis. The Kruskal–Wallis rank-sum test was used to compare
the median values of Ct values of RT-qPCR (cycles) by the four
categorical variables of time from onset to sample collection.
Bonferroni correction was applied as a post hoc test for each pair.
Spearman’s rank-order correlation coefficient (ρ) was used to
investigate the association between the time from onset to sample
collection and the Ct values of RT-qPCR. Statistical significance
was set at p < 0.05, using a two-tailed test. All analyses were
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performed using EZR version 1.27 (Kanda, 2013) and STATA
version 15.1 (Stata Corp., College Station, TX, United States).

Ethical Approval and Consent to
Participate
This study was conducted in accordance with the Nationwide
Active Epidemiological Surveillance under the Infectious
Diseases Control Law in Japan. Therefore, the approval of
the ethical review board was waived, as well as the need for
written consent from the patients and close contacts to collect
the epidemiological and clinical data, viral sample collection,
and analysis. The personal data of patients used in this study
were anonymized.

RESULTS

Epidemiological Dynamics
The epidemic curve of the initial 63 cases of COVID-19 in
Niigata City by symptom onset date was characterized by
two distinct peaks, corresponding to the first wave (between
February 22 and March 22, 2020) and the second wave (between
April 01 and May 03, 2020) (Figure 1). Overall, 47 (75%)
of 63 patients had an epidemiological link, 13 (20%) had no
apparent epidemiological links, and the remaining three (5%)
were imported cases (Figure 1A and Table 1). Specifically, in
the first wave, almost all cases (96%, 26/27) had epidemiological
links, whereas in the second wave, less than half of the cases
(36%, 12/33) had apparent epidemiological links. Between the
two epidemic waves, three imported cases from Brazil, Czechia,
and United States, were identified from March 24 to March 26,
2020 (Figure 1A and Table 1). The second wave of Niigata city
corresponded to an increase of patients nationwide from the end
of March 2020, and the first declaration of the state of emergency
for seven prefectures (e.g., Tokyo and Osaka) announced on
April 07, 2020 and subsequently, it was expanded to all 47
prefectures on April 16, 2020 mandating soft lockdown including
Niigata (Figure 1B).

Demographic and Clinical
Characteristics
Under Japan’s Infectious Disease Control Law, all the patients
were quarantined and hospitalized. Of the 63 patients who tested
positive for SARS-CoV-2 by RT-qPCR between February and
May 2020, 32 (51%) were female, with a mean age of 47.9 years
(SD, 22.3 years), ranging from 0–9 to 90–100 years old (Table 1).
All 63 patients were symptomatic, and no asymptomatic cases
were found. Fever was the most common clinical symptom
(41/63, 65%), followed by malaise (32 cases, 51%) and cough (22
cases, 35%). Loss of taste or smell was reported in 14 cases (22%)
(Table 1). The time from onset to sample collection was 7.4 days
(SD, 6.5 days). One 60-year-old patient (P5-2) developed severe
pneumonia under ventilator control, however, he recovered and
was discharged almost 4 months after his onset (Supplementary
Table 3). No deaths occurred during the study period.

Time-Series of Hospitalization and
Negative Reverse Transcription
Polymerase Chain Reaction Tests
Among the 63 cases, the mean time from onset to two negative
RT-qPCR results was 19.0 days (SD, 7.98 days) (Supplementary
Table 3). One case with subsequent RT-qPCR negative results
after confirmation was excluded from this calculation (P5-2). In
all 63 patients, the mean number of tests was 6.8 times (SD,
4.2 times) and the mean length of hospitalization was 24.2 days
(SD, 15.0 days).

Relationship Between Days
Post-symptom Onset and Ct Value
The relationship between days post-symptom onset and Ct
values is shown for 247 samples obtained from the 63 cases by
RT-qPCR (Figure 2). The median Ct values were 20.9 cycles
(IQR, 17–26 cycles; n = 52) for ≤9 days post-symptom onset,
33.0 cycles (IQR, 30.4–34.5 cycles; n = 84) for 10–20 days,
34.1 cycles (IQR, 32.9–35.7 cycles; n = 87) for 20–30 days,
and 34.4 cycles (IQR, 32.3–35.6 cycles; n = 24) for ≥30 days,
respectively. A significant difference in the median Ct values
was observed between the groups ≤9 days and >10 days
after the onset of symptoms (Kruskal–Wallis rank-sum test,
p < 0.001) (Figure 2). The days post-symptom onset and Ct
values showed a significant positive correlation (Spearman’s
rank-order correlation coefficient ρ = 0.56, p< 0.001), suggesting
an attenuation of the viral load over time. However, detailed
clinical information on the relationship between viral load and
severity of illness in the patients by present official surveillance
framework were not available, thus, we were not able to fully
assess these associations.

Transmission Chain
We plotted all 63 symptomatic patients in the first and second
waves in Niigata City in 2020, and presented a transmission chain
showing the relationship between the cases and the exposure
histories (Figure 3 and Supplementary Table 4). Niigata City
reported the first confirmed case of SARS-CoV-2 on February
29, 2020 (P1-1), almost one and a half months after the first case
was reported in Japan. P1-1 was a domestically imported case,
with a symptom onset of malaise and cough on 22 February,
and fever on 23 February, 2020. The case had a history of
travel to an endemic area outside Niigata prefecture (Tokyo
metropolitan area) within 1 week before the onset to join a social
gathering. It was not clear whether P1-1 had a contact with
the known COVID-19 patient at the gathering. Subsequently,
a cluster of four cases (P1-2, P1-3, P1-6, and P1-E) occurred
indoor sports at Facility A in February 2020 (Figure 3 and
Supplementary Table 4), P1-1 played the indoor sports together
with the other four on February 20, 2 days before symptom onset.
Thus, it was speculated as pre-symptomatic infections. From this
initial cluster of cases, subsequent infections occurred in multiple
secondary clusters, resulting in the first wave in Niigata City (22
February to 22 March, 2020) (Figure 1). One of the secondary
infections spread from the initial patient group, namely from
patient P2-1, who played a different indoor sport in the same
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facility (facility A) where P1-1 participated in an indoor sport
activity the previous day. Although whether they shared the
same locker room, athletic room, or toilet is not certain, contact
infection is highly likely because they were infected despite not
meeting each other and playing different sports. From P2-1, the
infection spread to friends and a colleague by direct contact (P2-
2, P2-3, and P2-4). P1-3 infected two family members (P1-4 and
P1-5) in their household. P1-E is assumed to have infected P3-
1 after both used a sports facility at the same time (facility E);
however, the two patients did not see each other and played
different sports, suggesting that the route of transmission may be
contact infection. P1-E belongs to the first sport cluster, despite
the patient living in a different city; therefore, precise clinical and
virological information, including genome sequence data, was
not included in this study. P3-1 spread the infection within an
elderly daycare center, where P3-1 worked, to a colleague and an
elderly individual (P3-3 and P3-6), then to their family members
(P3-2, P3-4, and P3-5). For P1-1, the infection was spread to P4-
1 and P5-1 while they participated in indoor sports activities on
different days in different facilities (Facilities B and D). Case P4-1
infected two colleagues (P4-3 and P4-2) and a child (P4-4) at a
children’s daycare center (Facility G), where P4-1 worked. Then,
a tertiary infection occurred from P4-2 to a friend (P4-5). P5-1
caused subsequent infections in the workplace (company H) to
colleagues (P5-2 and P5-3). Although direct contact with patients
was not confirmed, P5-6 developed COVID-19 infection after the
visit to Company H for business.

In the second wave in Niigata City, tracking the
epidemiological links between patients was more difficult
than in the first wave (Figure 3 and Supplementary Table 4).
While several small clusters, comprised of family members
and colleagues, were observed, as well as sporadic cases, the
links among the clusters were difficult to confirm, unlike in the
first wave. The index cases of the small clusters (P11-1, P13-1,
P16-1, and P20-1) were not epidemiologically linked to each
other. In addition, there was a lack of self-reported contact with
persons in an endemic area (e.g., Tokyo Metropolitan area). One
cluster (P9-1, P9-2, and P9-3) occurred by an extended family
gathering, infected from a family member returned from another
prefecture. Three cases (P10, P14, and P18) had no apparent link
to the known cases or each other, while one case (P12) had a
history of contact with a confirmed case in another prefecture.
In addition, small clusters and sporadic cases occurred in a
local area in one of the districts of Niigata City from mid-April
to May. Individuals in this locality were seemingly infected
through contacts that occurred during social activities, including
drinking and singing karaoke with friends, neighbors, and family
members (from P15-1 to -3, from P17-1 to -7, P21-1, and P21-2).
However, the direct epidemiological links among these clusters in
the community remain unclear. Two cases (P19 and P22) resided
in the same district but had no apparent epidemiological links
to others. Between the two waves, three imported cases resulting
from international travels were identified (P6, P7, and P8).

Genomic Analysis
The whole viral genome was available in 47 (75%) of 63 cases.
Specifically, ML phylogenetic analysis showed that the 47 isolates

FIGURE 2 | Relationship between days post-symptom onset and Ct value of
SARS-CoV-2 in Niigata City, Japan, between February and May 2020
(n = 247). Kruskal–Wallis rank-sum test was used to compare the median
values of Ct values of RT-qPCR (cycles) by the four categorical variables of
time from onset to sample collection (≤9, 10–20, 20–30, and ≥30 days)
(days). Bonferroni correction was applied as a post hoc test between each
pair. A significant difference in median Ct values was observed between the
groups ≤9 and >10 days after the onset of symptoms (Kruskal–Wallis
rank-sum test, p < 0.001): ≤9 days vs. 10–20 days (Bonferroni correction,
p < 0.001), ≤9 days vs. 20–30 days (Bonferroni correction, p < 0.001), and
≤9 days vs. ≥30 days (Bonferroni correction, p < 0.001). The lower and
upper limits of boxes indicate the 25th and 75th percentiles, respectively; lines
within boxes indicate the median values. The lines extending from the boxes
indicate the range of non-outlying values. The dots represent individual points
that fall outside this range (dots).

from Niigata City were different in the first and second wave
clusters (Figure 4 and Supplementary Table 5). The first wave
cluster was found to be generated by clade S, attributed to
the Wuhan/WIV04/2019 haplotype, the ancestor of the global
pandemic. In contrast, all isolates in the second wave cluster
belonged to clade GR, the main lineage circulated in Europe,
strongly suggesting that the introduction of SARS-CoV-2 in
Niigata City was associated with two different SARS-CoV-2
lineages. The three imported cases belonged to GH (P6), and GR
(P7 and P8), respectively.

Haplotype network analysis of the whole genome showed
that P1-1, P1-2, and P1-6, who were exposed to infection
at Facility A during the indoor sports, had identical genome
sequences, while P1-3 in the same cluster had an SNV (Figure 5
and Supplementary Table 5). In the first wave, patients with
secondary, tertiary, or quaternary infections (i.e., P2-2, P2-4,
P3-6, P5-2, P5-3, P5-4, P3-6, and P5-6) were closely associated
with two or three SNVs around the P1 index patient group
(Figures 3, 5 and Supplementary Table 5). Many of the
major clusters identified in the first wave had lower SNV
rates than the isolates collected in the second wave, and four
common nucleotide changes, T4402C, G5062T, C8782T, and
T28144C, were seen from Wuhan/WIV04/2019 (Figure 5 and
Supplementary Table 5), suggesting that they were closely related
to the prototype SARS-CoV-2 strain. In contrast, the genome
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FIGURE 3 | Transmission chain of the COVID-19 outbreak, Niigata City, Japan, between February and May 2020 (n = 63). Diagram showing the contact
relationships of patients, including the 63 symptomatic cases in this study. The purple dotted box represents the first wave by the date of onset (between 22
February and March 22, 2020) and the light blue dotted box represents the second wave by the date of onset (between 01 April and May 03, 2020). The circles
indicate each patient and are assigned a case ID. Gray circles indicate cases for which no genomic information was available, dotted circles indicate cases with
negative qualitative reverse transcription polymerase chain reaction (RT-qPCR) results or unidentified cases. A large pale blue frame indicates common indoor
environment, facility of transmission patients (e.g., family, colleagues, friends, and faculties), or community transmission. Arrows indicate established link and dotted
arrows represent the most plausible link, both based on contact tracing. The case ID of each patient corresponds to the haplotype network in Figure 5 and detailed
epidemiological information of Supplementary Table 4.

sequences of SARS-CoV-2 from the second wave possessed
eight common nucleotide changes, C241T, C313T, C3037T,
A14408T, A23403T, G28881A, G28882A, and G28883C from the
reference, and more than 20 individual SNVs with diversified
haplotype patterns (Figure 5 and Supplementary Table 5). Of
note, the strains in the second wave were characterized by
A23403T, Asp614Gly in spike protein that was reported to
increase infectivity compared to prototype SARS-CoV-2 strain
(Plante et al., 2021).

To further explore the dispersal dynamics of SARS-CoV-
2 transmission patterns in Niigata City and other global/local
areas, we also employed a phylogeographic inference analytic
approach, using Nextstrain team version 8.0 (see Text Footnote
3) (Hadfield et al., 2018), on the whole genomes of all

47 isolates from Niigata that had accurate collection date
information (Supplementary Figure 2 and Supplementary
Table 5). The results indicated that the initial COVID-
19 outbreak in Niigata City belonged to 19B (clade S) by
Nexstrain and formed a monophyletic group that supported the
epidemiological information suggesting a single introduction to
the city (Supplementary Figure 2). The strains were closely
related to strains in Tokyo during the same period (data not
shown). In contrast, the strains in the second wave belonged to
20B (clade GR), showing polyphyletic distributions in the time-
aware phylogeny by Nexstrain, and showed strong relationship
with the strains mainly in Tokyo (Supplementary Figure 2).
These results are indicative of the existence of multiple untraced
introduction pathways in the second wave in Niigata City.
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FIGURE 4 | Maximum likelihood phylogenetic analysis of SARS-CoV-2 in Niigata City, Japan, between February and May 2020 (n = 47). This phylogenetic tree was
based on the GISAID sequences of 781 global strains, 47 Niigata City strains, and 546 strains from other cities of Japan. The purple dotted circle represents the first
wave by the date of onset (between 22 February and March 22, 2020) and the light blue dotted circle represents the second wave by the date of onset (between 01
April and May 03, 2020). Red squares indicate the strains detected in Niigata City, blue squares the L clade, mouse-colored squares the O clade, brown squares the
V clade, dark green squares the S clade, light blue squares the G clade, dark purple squares the GH clade, and light brown squares the GR clade.

Genome analysis provides useful information with which to
assess where the SARS-CoV-2 strains originated from and can
be used as Supplementary Information to identify and confirm
epidemiological links.

DISCUSSION

In the present study, both epidemiological and genome-wide
analyses were used to elucidate the transmission dynamics of
SARS-CoV-2 in a local area of Japan during the early stages of
the COVID-19 pandemic in 2020. Two waves of infection were
identified in Niigata City, Japan between February and May 2020,
with different patterns of infection in each wave. In the first
wave, all of the cases identified were infected with the Clade S
(19B) virus from China, which was prevalent in Japan in February
and March (Wagatsuma et al., 2021), with the majority of these
patients spreading the infection from a single index group to
their family members or colleagues. Interestingly, the first wave
was characterized by a local epidemic that occurred in a closed
environment, namely a sports facility, which resulted in a chain
of cluster-mediated infections, as described above. On the other
hand, the second wave was characterized by the clade GR (20B)

virus from Europe, which was prevalent in Japan since mid-
March (Sekizuka et al., 2020a), with an increased number of cases
with unknown routes of infection compared to the first wave.
There was no commonality in age, sex, or behavior of the patients
in the second wave, indicative of multiple routes of entry. Similar
to our study, this type of genomic epidemiological analysis has
been widely used in various local communities in other countries
(Deng et al., 2020; Geoghegan et al., 2020; Laiton-Donato et al.,
2020; Lu et al., 2020; Popa et al., 2020; Sekizuka et al., 2020a;
Alteri et al., 2021; Badaoui et al., 2021; da Silva Filipe et al., 2021;
Faria et al., 2021; Geidelberg et al., 2021; Komissarov et al., 2021).
In support of the literature, our results highlight the benefits of
genome surveillance to complement epidemiological surveillance
and further support a comprehensive country-wide study of
SARS-CoV-2 epidemiology and transmission patterns in Japan.

The most common clinical symptoms reported in the patient
population included in the present study were almost identical
to those of previous studies. In this study, the most common
symptoms were fever (65%), followed by malaise (51%), cough
(35%), and sore throat (27%). The largest Japanese registry study
describing the clinical epidemiological characteristics of 2,638
hospitalized COVID-19 patients enrolled from 227 healthcare
facilities in Japan as of July 07, 2020, showed similar results,
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FIGURE 5 | Haplotype network using genome-wide SNVs (HN-GSNVs) in Niigata City, Japan, between February and May 2020 (n = 47). The purple dotted circle
represents the first wave by the date of onset (between 22 February and March 22, 2020) and the light blue dotted circle represents the second wave by the date of
onset (between 01 April and May 03, 2020). Red circles indicate the reference sequence (Wuhan/WIV04/2019), green circles the S clade, dark purple circles the GH
clade, and yellow circles the GR clade. Pink circles indicate the clusters of Kanto area prefectures isolates (Tokyo, Chiba, Kanagawa, Saitama, Gunma, and Tochigi),
dark red circles the clusters of Kansai area prefectures isolate (Osaka, Kyoto, Hyogo, Shiga, Nara, and Wakayama), purple circles the clusters of Asia region isolate,
and dark pink circles the clusters of other regions isolate. Haplotype clusters including each patient are represented as n01 to n26, respectively. Branches are
labeled with SNVs. The case ID of each patient corresponds to the transmission chain in Figure 3 and detailed epidemiological information of Supplementary
Table 4. Detailed list of nucleotide substitutions found in each haplotype constructed in Niigata City isolates compared to reference strain Wuhan/WIV04/2019 is
presented in Supplementary Table 5.

with fever, cough, dyspnea, fatigue, and olfactory and gustatory
disturbances in a large proportion of patients (Matsunaga et al.,
2020). On the other hand, the demographic characteristics of
the present study population showed a broadly uniform age
distribution and an almost equal ratio of males to females. It
should be emphasized that this is contradictory to the Japanese
registry study, which reported a median age of 56 years (IQR,
40–71 years) for COVID-19 inpatients, with more than half of
the cases comprised of male patients (58.9%, 1542/2619). The
reason for this difference compared to the previous literature
may be that the epidemiology in the early stages of the initial
epidemic in Niigata City may not have been captured owing to
the small number of cases (i.e., 63 cases). Therefore, there is a
need to increase the number of cases studied in the future, as
well as clarify the patient characteristics because disease severity
changes over time, owing to surveillance capacity and circulating
genotypes, in the case of COVID-19.

The results of the analysis of the Ct values of the initial
63 symptomatic individuals detected in Niigata City showed
that the highest viral load was recorded after the onset of
symptoms, and that the viral load decreased steadily after the
onset of symptoms, with Ct values > 30 at 10–20 days (He
et al., 2020; Singanayagam et al., 2020). Notably, our results
showed a relatively large median difference of approximately
10 cycles between Ct values ≤ 9 days and >10 days after the
onset of symptoms, which is consistent with the findings of
several previous studies (Arons et al., 2020; Bullard et al., 2020;

Perera et al., 2020; Singanayagam et al., 2020). On the other hand,
many previous studies have reported that SARS-CoV-2 is likely to
be transmitted from pre-symptomatic or asymptomatic patients.
Although this pre-symptomatic infection was not well known
at the beginning of epidemic in Japan, we checked the contact
histories of patients from 2 days prior to the onset through
the information of literatures and the thorough examinations
of epidemiological information of the first cluster of patients in
Niigata City. P1-1 seemed to have transmitted to others in the
pre-symptomatic period. The previous studies in Singapore and
Tianjin City in China, where active case-finding was carried out,
an estimated proportion of pre-symptomatic transmission of 48%
(95% credible interval [CrI], 32–67%) and 62% (95% CrI, 50–
76%), were observed, respectively (Ganyani et al., 2020). The
proportion of asymptomatic infections tended to be higher in
areas where active case-finding was undertaken. However, in our
analysis, asymptomatic patients were not detected. It is possible
that several asymptomatic infections were missed owing to the
limited capacity of RT-qPCR and case tracing at the beginning of
the epidemic in 2020.

The results of our epidemiological analysis in Niigata City
are consistent with the results of a large epidemiological study
of COVID-19 clusters previously conducted using nationwide
data in Japan in the early stages of the epidemic, from January
to April 2020 (Furuse et al., 2020b). Furuse et al. (2020b) found
that many of the COVID-19 clusters were associated with heavy
breathing in closed environments, such as singing at karaoke
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parties, cheering in clubs, talking in bars, and exercising in gyms,
with several studies characterizing these activities as the three
Cs: closed spaces, crowded places, and close-contact settings
(Furuse et al., 2020a,b; Muto et al., 2020). These conditions
are characterized by infection via droplet or aerosol dispersion
(Jayaweera et al., 2020; Morawska and Milton, 2020; Tang et al.,
2021). In the present study, we found that the initial cluster
of epidemics in Niigata City between February and May 2020
was also characterized by closed environments, including indoor
sports activities, between relatives and colleagues, confirming
the findings of previous studies. A thorough epidemiological
investigation conducted by the Niigata City Public Health Center
revealed that almost all secondary infections occurred via droplet
or aerosol infections. Surprisingly, at least two cases were
seemingly infected by contact infections since the patients of
the index cases and secondary cases did not come into direct
contact. Previous studies have reported that care should be taken
to avoid contact infections through common areas, such as toilets
and locker rooms (Huang et al., 2020; van Doremalen et al.,
2020; Groves et al., 2021). On the one hand, the Centers for
Disease Control and Prevention (CDC) have recently reported
that the risk of contact transmission of COVID-19 is quite low
(Centers for Disease Control and Prevention, 2021). However, we
would like to emphasize again that the infection risk associated
with this type of transmission is not zero, and that measures,
such as surface disinfection of objects, are essential, especially
in areas where clusters are likely to occur, such as hospitals and
sports facilities.

The results of a genealogical network study using SARS-CoV-
2 genomic data in Niigata City suggested that the impact of
the influx of strains from abroad may have a direct influence
on local epidemics in regional cities over a short period of
time. Importantly, haplotype network analysis of SARS-CoV-
2 suggested that the second wave of COVID-19 in early April
had a distinctly different origin from the first wave of strains.
This suggests that strains that subsequently spread domestically
in Japan may have entered the city via multiple routes (the
haplotype network includes strains from other prefectures).
Additionally, a detailed assessment of potential inter-cluster
variation in SNVs showed that higher nucleotide changes were
observed in the second wave than in the first wave in Niigata
City further highlighting the possibility of multiple sources of
importation from other regions in the second wave. Furthermore,
phylogeographic inference indicates the dispersion dynamics
of SARS-CoV-2 transmission patterns suggested in the first
wave were monophyletic from a single source, but that of
the second wave were polyphyletic with multiple sources, and
Tokyo was an important central transmission hub for Niigata
City. In view of the increasing number of COVID-19 cases
in Europe and the detection of imported cases in Japan, the
Japanese government decided to suspend the entry of European
travelers into Japan on March 27, 2020 (Furuse et al., 2020a;
Wagatsuma et al., 2021). Local restriction measures were only
weakly imposed in Japan, and more prolonged and rigid self-
restraint measures could have been more effective in mitigating
the increase in COVID-19 cases until mid-March. However,
owing to the lack of strict measures, an increase in the number

of cases occurred in Japan after April. A recent report on the
impact of local and national travel restrictions on COVID-
19 in Japan strongly suggests that restrictions on domestic
travel by public transport are quite effective in preventing
the spread of infection (Murano et al., 2021). Given the
fact that large numbers of people move at the local level,
local cities are likely to be immediately affected by outbreaks
in densely populated areas (e.g., Tokyo, Osaka, and Aichi).
However, the rapid application of travel restrictions (especially
domestic) could help delay the widespread transmission of
COVID-19.

This study should be interpreted in the context of several
limitations. Primarily, the present surveillance and contact-
tracking data only account for the early phase of the COVID-19
epidemic in Niigata City, presenting the epidemiology of only
63 initial cases in this city. Therefore, our results may not
be representative of the period of sustained local transmission
following the introduction of SARS-CoV-2 into Niigata City;
in addition, they do not represent the whole picture of Niigata
Prefecture, which has a larger population (more than double).
In future studies, the sample size must be increased to analyze
the association between imported events and national and/or
global pandemics through social events and variations in the
viral loads. A detailed analysis is critically needed to fully assess
these associations. However, because COVID-19 transmission
is likely to start in populated areas (Furuse et al., 2020a;
Wagatsuma et al., 2021), we believe that our study is sufficient
to depict the early pictures of COVID-19 in Niigata Prefecture.
Additionally, literature describing the transmission dynamics of
SARS-CoV-2 at the local level (prefectural-level or city-level)
during the early stages of the COVID-19 pandemic by combining
epidemiological analysis and genomic information are quite
limited, and the authors believe that the present study has a
decent value to elaborate active surveillance by public health
centers in Japan. Second, within the framework of an active
nationwide epidemiological surveillance, especially in early 2020,
the identification of infection contacts relies on self-reported
information by index cases, which may have led to the occurrence
of unconfirmed cases or routes, and a degree of incompleteness,
and, therefore, bias. This may have led to an underestimation
of the initial epidemiology of COVID-19 infection in Niigata
City. Third, in the present study, our analysis did not consider
symptomatic or asymptomatic cases. In particular, it should be
noted that some cases may have been missed in our study,
especially in view of previous literature, which has shown that
over half of all infections caused by COVID-19 can be traced
back to asymptomatic individuals (Ganyani et al., 2020; He et al.,
2020; Johansson et al., 2021). Fourth, during the study period,
tests were only offered to patients who met the epidemiological
and clinical criteria, which was initially strict owing to the
low capacity of RT-qPCR. Fifth, in the present study, only the
whole viral genomes of 47 (75%) out of the 63 cases were
analyzed, such that not all eligible cases were analyzed. Sixth,
it was difficult to conduct a detailed analysis of the initial
viral load, severity of patients’ illness, and the other potential
epidemiological information associated with hospitalization and
negative RT-qPCR tests. Of note, assessment of the association
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between these epidemiological indicators may provide useful
information for better clinical impact on patient management
and treatment in the early stage of emerging and reemerging
infectious disease outbreaks including COVID-19 pandemic and
detailed analysis is a key topic for future study. Furthermore,
it is fruitful to understand the differences in patient outcomes
by region and country attributable to these epidemiological
factors. Finally, the relatively small sample size in the present
study may have underestimated the circulation of viral strains
in the surrounding areas. To explicitly characterize the dispersal
dynamics of SARS-CoV-2 transmission patterns in Niigata
City and other global/local areas, further phylogeographic
studies are critically needed to increase the sample size.
Lastly, owing to the protection of privacy, it was not possible
to include detailed information, such as the date of onset
and date of confirmation of individual cases or types of
sports activities, owing to the need to avoid disclosing
personal information.

Despite the number of limitations noted above, it should
be stressed that the first 4 months of the COVID-19 outbreak
in Niigata City were associated with multiple introductions
associated with people returning or visiting from other
prefectures in which COVID-19 was more prevalent, as well as
imported cases from overseas, early community transmission,
and clusters associated with large indoor events, families, and
workplaces. At the same time, however, Niigata City was
able to control the spread of the disease better than other
prefectures in Japan in the early stages of the epidemic because
of its rapid epidemiological investigations in both the first
and second waves (cumulative number of COVID-19 cases
in neighboring prefectures as of May 2020, approximately
200 in Toyama Prefecture and approximately 150 in Gunma
Prefecture vs. approximately 70 in Niigata Prefecture) (Ministry
of Health Labour and Welfare, 2020c). This led to the
identification of close contacts, a 2-week stay-at-home order,
and prompt testing of those with symptoms. Additionally,
measures such as early restrictions on in-country movement
from high-risk areas with high numbers of infected people,
such as Tokyo, to regional cities would have better ensured
that outbreaks did not spread in the early stages of the
epidemic and that multiple clusters of ongoing community
transmission were prevented. The COVID-19 epidemic in
Niigata City was brought briefly under control when a
state of emergency was declared in Niigata Prefecture in
late April 2020. Given that Japan did not adopt a strict
lockdown policy to weaken the spread of the disease, it
is worth noting that restricting human movement may
have been effective in preventing the spread of COVID-19.
Particularly in the early stages of an emerging infectious disease
outbreak, including SARS-CoV-2, protecting vulnerable local
and regional health systems, and securing time for these areas
to prepare for an epidemic can reduce the economic impact
of a pandemic. As demonstrated in this preliminary study,
combining epidemiological and genomic data is likely to provide
useful insights for use in future public health intervention
policies, with the possibility of applying these policies to other
affected regions.
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Ａ．研究目的 

 新型コロナウイルス感染症の蔓延対策と

して、有効な手段は、手指消毒や3密回避、

そして疫学調査に基づく濃厚接触者の特定

と核酸検査である。さらに本邦では、令和3

年2月下旬より医療従事者へのファイザー

製新型コロナウイルス感染症（COVID-19）ワ

クチンの接種が開始され、その後、モデルナ

製を含めて接種が行われた。本報告書の執

筆時点である令和4年1月25日現在、79.0%が

2回の接種を終えている。米国や欧州の多く

の先進国でも、同様である。本年度に入り、

ワクチン接種後の副反応（深部静脈血栓症

や心筋症等）等の安全性関連情報、重症化予

防や感染予防への効果に関する情報、デル

タ株やオミクロン株等の変異株に対する効

果に関する情報が集積されてきており、各

国で継続して知見を集約しているところで

ある。さらにワクチン接種後の時間経過と

共に、感染予防に関する効果の低下が報告

されてきている。これらワクチンに関する

開発・市販後の有効性・安全性情報は、マス

ギャザリング時の新型コロナウイルス感染

症対策を検討する際に、重要な知見を与え

ることが期待される。 

研究要旨： 

新型コロナウイルス感染症のワクチン・治療薬に関し、臨床試験・研究、製造販売後に関して、

各種のメディア、規制当局や文献等より収集した情報を、臨床薬理学的及び統計学的な観点で、信

頼すべき情報を整理して、定期的に集約すること、さらにその提供方法の効率的なあり方を検討し

て、マスギャザリング（オリンピックを含む）における新型コロナウイルス感染症発生回避と発生

時の対応において、最新の知見に基づいた感染症対策を速やかに実践しうるよう情報を整理する

ことを目的とした。令和 3 年 4 月 1 日から 11 月 15 日まで、平日毎日、全国紙、業界紙、医療関係

ネットニュース、学術論文、規制当局のホームページ、開発製造販売企業のホームページ、臨床試

験データベースを検索し、情報を収集した。またこれらの情報を効率良くまとめ、当該情報を平日

毎日、厚生労働省や国立感染症研究所の関連部署に提供した。 
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また本邦で、令和2年5月にレムデシビル

が治療薬として特例承認されおり、その後、

バリシチニブに関し、令和3年4月に新型コ

ロナウイルス感染症への適応が追加されて

いる。デキサメタゾンについても、重症感染

症への適応に基づき、その使用が「新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）診療の手引き」

に記載されている。さらにカシリビマブ/イ

ムデビマブが7月に、ソトロビマブが9月に、

それぞれ特例承認され、12月末にはモルヌ

ピラビルも特例承認された。「PF-07321332/

リトナビル（パクスロビド）」等の新薬開発

も進んでおり、これら新型コロナウイルス

感染症の治療薬等の情報に関しても、マス

ギャザリング時の患者発生時に、その有効

性・安全性の情報は重要なものとなる。 

本分担研究では、新型コロナウイルス感

染症のワクチン・治療薬に関し、臨床試験・

研究、製造販売後に関して、各種のメディア、

規制当局や文献等より収集した情報に関し、

信頼すべき情報を整理して、定期的に集約

する。またその提供方法の効率的なあり方

を検討する。即ち、マスギャザリング（オリ

ンピックを含む）における新型コロナウイ

ルス感染症発生回避と発生時の対応におい

て、最新の知見に基づいた感染症対策を速

やかに実践しうるよう情報を整理すること

を目的として遂行した。 

 

 

Ｂ．研究方法 

本分担研究では、国内外の新型コロナウ

イルス感染症治療薬（再生医療等製品を含

む）・ワクチンの主として臨床試験・臨床研

究及び製造販売後の段階を調査対象に、各

種のメディア情報も利用し、重要な論文情

報、規制機関情報、プレスリリース、臨床試

験登録サイト等を一定頻度で検索した結果

に関して、定期的に情報を集約すると共に、

臨床薬理学的及び統計学的観点から、信頼

性の高い情報を抽出した。さらに、入手した

情報を関係者に共有する際に用いる媒体や

その様式について、検討を行った。 

 情報ソースとしては、主として以下を対

象とした。また、調査の対象国は主として日

米欧とした。 

 

＜報道＞ 

1. 全国紙： 日経、読売、朝日 

2. 業界紙： 日刊薬業、化学工業日報 

3. 医療関係ネットニュース： 日経バイ

オテク, BioToday 

＜文献＞ 

4. 学術論文： PubMed でのキーワード検

索、Lancet, New England Journal of 

Medicine, JAMA, Nature Medicine の

ホームページ等 

＜規制・開発関連＞ 

5. WHO, 米国 FDA, 欧州 EMA のホームペー

ジ 

6. 開発製造販売企業のホームページ（プ

レスリリース等） 

7. 臨床試験データベース： UMIN、

IyakuSearch、医師会サイト（以上、日

本の治験登録サイト）、jRCT（臨床研究

法に基づく臨床研究登録サイト）、

ClinicalTrials.gov（米国の治験・臨床

研究登録サイト） 

なお、情報ソースについては、定期的に見

直しを行うこととした。 

 

2）検索方法 
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新型コロナウイルス感染症＋各治療薬

（具体的な医薬品等の一般名及び商品名を

含む）＋臨床試験（または臨床研究）*とす

る。開発状況に応じて、医薬品名及びワクチ

ン名は追加した。 

* 治 療 薬 ： Clinical Trials, Clinical study, 

Randomized Control Trial Cohort study 

ワクチン： Clinical Trials, Clinical study, 

Randomized Control Trial Cohort study, 

Retrospective, Observational study 

 

3) 情報収集頻度 

 平日に関し、原則 1 日 1 回とした。これ

ら個別に収集した情報の集約を、1ヶ月毎に

行った。また本集約時には、各情報の信頼性

評価を行った。具体的には、臨床薬理学的な

評価（臨床試験のデザイン等）及び統計学的

な評価（用いた統計手法等）を考慮して、情

報を精査し、信頼すべき情報を選択して集

約した。さらに集約情報の提供方法（媒体や

情報の受領者のレベルに応じた提供等）に

ついても、検討を行った。 

  

（倫理面への配慮） 

 本研究は、公開資料のみを対象とした研

究であり、特に倫理申請等は不要と考えら

れた。 

 

 

Ｃ．研究結果 

C-1. 情報の収集及び提供状況 

  令和3年4月1日から11月15日に調査対象

とした新型コロナウイルス感染治療薬及び

ワクチンのリストを表1に示す。平日の毎日、

方法に記載した各種メディアから、開発・規

制に関する情報を収集し、情報の信頼性、時

事的な重要度に基づき選別し、規制当局関

係者を対象に、集約情報をメールで配信し

た。メール本文には簡略な更新情報（対象品

目名、メディア/文献名、タイトル、概要）

をリスト化し、詳細情報（試験デザイン、症

例規模、主要評価項目、等）を追加・更新し

たエクセルファイルを添付して配信した。 

 令和3年度の調査期間に、規制関係者へ情

報提供した件数は、治療薬では、総計1,096

件であり、うち、全国紙266件、ネットニュ

ース174件、業界紙223件、規制機関93件、企

業・アカデミア等プレスリリース267件、文

献は73件であった。調査期間中に国内で承

認を取得したバリシチニブ（以降、D-6と記

載）については42件、カシリビマブ＋イムデ

ビマブ（以降、D-18と記載）については193

件、ソトロビマブ（以降、D-12と記載）につ

いては67件の情報があった。また、調査期間

後に国内でCOVID-19への適応拡大が認めら

れたトシリズマブ（以降、D-4と記載）につ

いては34件、調査期間後に承認されたモル

ヌピラビル（以降、D-36と記載）については

96件の情報を調査期間中に提供した。なお、

調査期間以前に承認されたレムデシビル

（以降、D-1と記載）については44件、デキ

サメタゾン（以降、D-2と記載）については

19件の情報があり、現在国内で承認申請中

のファビピラビル（以降、D-3と記載）につ

いては29件、PF-07321332/nirmatrelvir（以

降、D-43と記載）については21件の情報があ

った。これら以外に、イベルメクチン（以降、

D-9と記載）関する情報が41件、S-217622（以

降、D-41と記載）については44件あり、比較

的多かった。 

ワクチンの情報提供件数は、総計2,392件

であり、うち、全国紙742件、ネットニュー
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ス220件、業界紙338件、規制機関332件、企

業・アカデミア等プレスリリース337件、文

献は383件であった。調査期間中に、本邦で

の使用が承認または既承認であった3種の

ワクチンの情報提供が大半を占め、ファイ

ザー製ワクチンのトジナメラン/BNT162b2

（以降、V-1と記載）は1,086件、アストラゼ

ネカ製ワクチンのAZD1222/ChAdOx1 nCoV-1

9(以降、V-2と記載)は410件、モデルナ製ワ

クチンのエラソメラン/mRNA-1273（以降、V

-3と記載）は720件の情報を提供した。 

下記に、情報提供の上でも重要であった

国内承認の治療薬及びワクチンの情報につ

いて取り上げ、欧米での規制動向や安全性

に関する議論等を含め、集約情報の概要を

記載する。 

 

C-2. 主な治療薬の開発に関する情報 

 調査対象の治療薬は43品目あったが、パ

ンデミック初期からこれまでの情報量は品

目毎にさまざまであり、本調査期間中に全

く情報が収集されなかった治療薬もあった。

したがって、本調査期間中に開発情報が比

較的多かった治療薬について記載する。 

 

C-2-1. 各国の開発・承認・規制動向 

 レムデシビルは、エボラ出血熱に対する

抗ウイルス薬として既に開発後期段階にあ

ったことから、COVID-19パンデミックの初

期に臨床試験が速やかに開始され、2020年5

月に米国で緊急使用許可（EUA）承認、その

6日後には本邦で特例承認された（表2）。そ

の後、WHOがSOLIDARITY試験やメタアナリシ

スの結果から、重症度にかかわらず入院患

者への使用を推奨しないとする指針を発表

した。これを受けて、日米欧の規制当局が、

承認のためのピボタル試験は厳格に行われ、

ベネフィットに関する十分なエビデンスが

得られていると反論した。この見解の相違

には、論拠とした臨床試験デザインの違い

が関係している（C-2-2. 主な文献情報の項

で後述）。また、承認当初は中等症～重症の

患者を対象としていたが、最近では、重症化

リスクの高い患者へ発症早期に使用する有

効性が検討されており、入院・死亡リスク低

減効果が報告されている。 

 レムデシビルは静注薬であるが、発症早

期の軽症/無症状者の重症化防止および曝

露後予防のため、外来患者に使用できる経

口抗ウイルス薬が求められてきた。開発が

最も早く進んだのが、本邦で最近承認され

たモルヌピラビル（表3）と現在承認申請中

のPF-07321332/リトナビル（表4）である。

両薬は、ウイルスの複製に必須の酵素をタ

ーゲットにするため有効性が高く、またこ

れらのターゲット分子には変異が入りにく

く、変異株流行の影響を受けにくいことが

特徴である。 

 発症早期に用いられる治療薬として、抗

ウイルス薬以外に、SARS-CoV-2スパイクタ

ンパク質特異的モノクローナル抗体製剤が

ある。バムラニビマブ＋エテセビマブ（表5）、

カシリビマブ＋イムデビマブ（表6）、ソト

ロビマブ（表7）などが欧米で相次いで承認

された。前述した抗ウイルス薬と異なり、ウ

イルス表面のスパイクタンパク質には変異

が入りやすい。実際、日本でも承認されてい

るカシリビマブ＋イムデビマブ（販売名：ロ

ナプリーブ）はオミクロン株には有効性が

著しく減弱することから、使用しないよう

各国規制機関から注意喚起がなされている。 
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C-2-2. 主な文献情報 

 パンデミック初期には一刻も早く治療薬

を手に入れる必要性から、既承認薬・開発後

期段階の治験薬について、COVID-19への転

用が多く検討された。臨床現場から多くの

結果が論文発表されたが、比較対照のない

単群試験や、症例数の少ないエビデンスレ

ベルの低い研究が割合として多かった。 

 本調査期間になると、COVID-19の病状進

行に関する知見が蓄積され、未だ対症療法

的な治療が多いものの、病期に応じた標準

治療が確立してきた。そこで、標準治療に治

験薬を上乗せして効果を判定する大規模な

臨床試験が行われた。 

 その中で最もエビデンスレベルが高いと

考えられるのが、開発企業が承認申請を目

指して行う無作為化比較試験（RCT、特に二

重盲検無作為化プラセボ対照試験）である。

一方、臨床試験（特に国際共同治験）に対す

る新しいアプローチとしてアダプティブデ

ザイン（中間解析結果に基づき、被験者の各

群への割り付け割合の変更、目標症例数の

見直し、特定の試験群の中止など、進行中の

試験デザインに変更を加えられる多段階臨

床試験デザイン）がCOVID-19治療薬の評価

にも用いられた。前述したWHO主導のSOLIDA

RITY試験や、英国オックスフォード大学主

導のRECOVERY試験、REMAP-CAP試験などがこ

れにあたる（図1）。注目すべきは、この2種

類の試験デザインで結果が異なることがあ

る。前述したように、レムデシビルはRCTで

あるACTT-1およびACTT-2試験で入院患者の

回復を早める効果が実証されたが、アダプ

ティブデザインであるSOLIDARITY試験では

有効性がみとめられなかった（主要評価項

目は死亡率）。反対に、開発企業による承認

申請を目指したRCTでは良好な結果が得ら

れなかったトシリズマブは、アダプティブ

デザインのRECOVERY試験で死亡率を低下さ

せる効果が示され、英国政府がCOVID-19肺

炎患者での使用を推奨する根拠となった。

中間解析結果を重視して、被験者が無益な

群に割り付けられる機会を減らすような変

更を許容するアダプティブデザインは、今

後もCOVID-19治療薬を始めとする種々の被

験薬を対象とする臨床試験の評価に用いら

れると考えられ、ICH E20のテーマとして議

論が続いている。試験デザイン毎の特徴を

把握しつつデータを読み解くことが重要と

なる。 

 

C-3. 主なワクチンの開発に関する情報 

 上述のように、本邦では、令和3年12月末

現在、3種のワクチン(V-1, V-2, V-3)の特

例承認が得られ、使用が開始されている。以

下に、これらのワクチンに関する情報の集

約結果を記す。 

 

C-3-1. 各国の承認・規制動向 

 3種のワクチンについて、英国医薬品・医

療製品規制庁(MHRA)、欧州医薬品庁（EMA）、

米国食品医薬品局(FDA)及び日本厚生労働

省における承認・規制動向を、表8-10に示す。

  

ファイザー製ワクチン（V-1）は、英国、欧

州連合（EU）、米国で2020年12月に暫定的な

承認、日本では2021年5月に特例承認が得ら

れ、また米国では2021年6月には正式承認が

取得された(表8)。承認時は、いずれも16歳

以上が対象であったが、その後、日米EUとも

に、対象者の年齢は12歳以上へ引き下げら

れ（2021年5月）、さらに欧米では5-11歳へ
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の使用も認可、日本でも特例承認がなされ

ている（2022年1月）。なお、規定の2回接種

（プライマリー接種）後の有効性が時間経

過と共に減弱することから、9月以降、欧米

では、別種類のワクチンの接種も容認する3

回目のブースター接種が推奨され、日本で

も2021年11月に特例承認された。なお、ブー

スター接種の対象者や方法は、後述（C-3-3.）

のように、様々な議論があり、国ごとに異な

る基準が設けられ、頻繁に変更が重ねられ

ている。 

 アストラゼネカ製ワクチン（V-2）は、英

国（2020年12月）、EU(2021年1月)で暫定的

に承認され、日本では2021年5月に特例承認

された(表9)。対象年齢は18歳以上とされた

が、副反応として、稀な脳血栓症・脳静脈洞

血栓症が、30-45歳の比較的若い女性により

発生することが報告されたことを受けて、

英国MHRAでは対象者の年齢を順次引き上げ、

40歳以上を推奨とした。EMAでは、希少血栓

症を副反応と認めるものの、ワクチン接種

の利点の方が上回るとの判断を通したが、

後述のように（C-3-3.）、EU各国ではそれぞ

れ独自の判断で対応がなされた。日本でも、

特例承認はなされたものの、当面の公的な

接種は見送られたが、7月末より40歳以上の

臨時接種使用が承認された。 

 モデルナ製ワクチン（V-3）は、米国（20

20年12月）、英国及びEU（2021年1月）で暫

定的承認が下り、日本では2021年5月に特例

承認された(表10)。対象年齢は18歳以上で

あったが、12-17歳への拡大が、日本（2021

年7月）、英国及びEU（2021年8月）で承認さ

れた。なお、後述のように(C-3-3.)、mRNAワ

クチン（V-1, V-3）で、特にモデルナ製ワク

チン(V-3)については、接種後に若年男性の

心筋炎・心膜炎リスクが高いことが報告さ

れたことから、米国では、若年層への適用承

認は見送られた。 

 

C-3-2. 主な文献情報 

 V-1～V-3の承認後も、プライマリー接種

後の抗体価の減弱とともに、世界各地では

新たなコロナウイルス変異株が蔓延し始め、

これらの変異株に対するワクチン開発や、

ブースター接種の有効性に関する研究も加

速された。また、治験の対象とならない妊婦

や免疫不全者におけるワクチンの安全性・

有効性に関する研究成果も蓄積されてきた。 

有効性のアウトカムとして、中和抗体価を

用いる試験が多いことから、症例数規模は

比較的小さく、論文形態もレターやショー

トコミュニケーションが多い傾向にあった

が、リアルワールドデータを用いた大規模

の疫学研究も増加してきた。本稿では、これ

らの変異株、ブースター接種、妊婦、及び免

疫不全者を対象とした論文情報の集約結果

について、以下に概要を記す。 

図 2-1．2-2 に、各論文の主要評価項目、

試験デザイン、症例規模、論文形態、結果の

概要をまとめた。変異株への効果に関する

論文では、有効性指標の主要評価項目とし

ては、多くは中和抗体価であり、また入院や

死亡の防御を指標としたものも報告されて

いた。解析対象とされた「懸念される変異株

（VOC）」には、B.1.1.7 系統（アルファ/英

国株）、B.1.351 系統（ベータ/南アフリカ株）、

P.1 系統（ガンマ/ブラジル株）に加え、

B.1.617.2 系統（デルタ/インド株）や、「注

目すべき変異株（VOI）」の B.1.427/B1.429

系統（イプシロン/米国株）や B1.526（イオ

タ/米国株）への効果も報告された。ワクチ
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ン 1 回接種では、アルファ変異株、ベータ

変異株や VOI への有効性は示唆されたが、

デルタ株に対する中和活性が乏しいものの、

既感染者では 1 回接種で、非感染者ではワ

クチン 2 回接種により、デルタ変異株への

有効性（中和活性、入院防御）も期待できる

ことが報告された（図 2-1）。 

ブースター接種に関する文献では、ファ

イザー製ワクチン（V-1）の 3 回目接種によ

り、COVID-19 発症率および重症化率が大

幅に低下すること、ファイザー製（V-1）ま

たはモデルナ製（V-3）ワクチンの 3 回接種

により、デルタ変異株を含む各種変異株に

対する中和活性が上昇することも示唆され

た。また、別種のワクチンを追加接種する異

種混合接種の効果についても検討されてお

り、アストラゼネカ製（V-2）のワクチン初

回接種後に、ファイザー製ワクチン(V-1)を

接種することで、変異株を含めて高い中和

活性が得られることが示唆されている（図

2-1）。 

妊婦のワクチン接種の効果に関する研究

では、妊婦や胎児への反応原性・有害事象に

ついて忍容性が認められ、妊婦のワクチン

接種で母体の抗体産生とともに、感染防御

効果も確認された。また妊婦の抗体が臍帯

血へ移行すること、授乳婦の母乳に抗体が

産生されることも報告された。これらの研

究成果から、各国にて妊婦のワクチン接種

推奨への取り組みが加速された（図 2-1）。 

臓器移植患者では、ワクチン接種に対す

る免疫応答が低下し、COVID-19 の重症例

も報告されていることから、免疫不全者や

様々な免疫抑制下にある患者での抗体産生

能や、ワクチン追加接種の効果に関する研

究が報告されていた。炎症性腸疾患、血液透

析患者、臓器移植を受けた患者、がん患者な

ど、免疫不全者や免疫抑制下の患者では、ワ

クチン単回接種における抗体陽転率は低い

が、追加のワクチン接種により、変異株への

応答を含め、中和抗体価が上昇することも

示唆された。なお、低中和活性は、免疫抑制

をもたらす化学療法やモノクローナル抗体

等による治療の種類に依存することも示さ

れ、これらの治療とワクチン接種のタイミ

ングを検討する必要性も示唆された（図 2-

2）。 

 

C-3-3. 各国のワクチン使用規制に関する

議論（安全性、ブースター接種等） 

 ワクチン使用の暫定的承認後における規

制上の課題として、ワクチン特異的な副反

応の評価、ブースター接種の基準、治験対象

外の集団（妊婦、免疫不全者）への接種方針

等が議論されてきた。以下に、各国規制当局

の対応について概要を記す。 

1）ワクチン安全性の懸念と対応 

i) 心筋炎/心筋症： mRNAベースのワクチ

ン（ファイザー製及びモデルナ製）の接種に

より、30歳以下の若者に心筋炎/心膜炎が生

じることが明らかとなり、米国（2021年6月）、

EU（2021年7月）及び日本（2021年7月）も添

付文書等への追記により、警告または注意

喚起がなされた。特にモデルナ製の接種後

の発症率が高いことから、北欧では接種対

象年齢について、制限や停止勧告がなされ、

スウェーデンでは30歳以下、デンマークで

は18歳未満、フィンランドでは若年の男性

に対し、モデルナ製の使用を一時停止し、フ

ァイザー製ワクチンを使用することが推奨

された（2021年7月）。日本では、いずれの

ワクチンも、接種によるベネフィットがリ
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スクを上回ると評価され、ただし、10代-20

代の男性では、ファイザー製に比べてモデ

ルナ製ワクチンの接種後の心筋炎疑いの報

告頻度が高いことから、10代-20代の男性は

ファイザー製ワクチンを「選択できる」もの

とされた（2021年10月15日；第70回厚生科学

審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検

討部会）。 

ii)血小板減少症を伴う血栓症：アストラゼ

ネカ製ワクチン接種で、稀に脳血栓症・脳静

脈洞血栓症が、30-45歳の比較的若い女性に

より発生することが報告されたことから、

接種対象者を高齢者に限定する動きが欧州

で広がった。EU、英国の規制当局からは「接

種のメリットが副反応のリスクを上回る」

との見解を維持しつつも、まれな血栓の症

例と接種との関連の可能性があるとの見方

を示された（2021年4月）。英国当局では、

40歳未満への接種を推奨しない方針となっ

た（2021年5月）。さらに、イタリア政府は

接種対象を60歳以上に限定、フランスでは2

回目の接種はmRNAワクチンとする方針、デ

ンマークではアストラゼネカ製の接種を取

りやめる方針が出された（2021年4月）。日

本においては、5月の特例承認後、血小板減

少をともなう血栓症(TTS)リスクの懸念か

ら使用を見送っていたが、TTSに対する治療

手引きがまとまり、ワクチン不足の自治体

などからの要請も高まっていることから、

原則40歳以上を対象に使用が了承された（2

021年7月30日；第65回厚生科学審議会予防

接種・ワクチン分科会副反応検討部会） 

2)妊婦へのワクチン接種 

前述のように、妊婦への安全性、およびワ

クチン接種の有用性を示唆する報告が相次

ぎ（図2-1参照）、米国では妊婦への接種の

推奨（2021年4月）から、感染症の重症化リ

スクを防ぐため、より強い勧告（2021年9月）

も出された。日本でも、日本産科婦人科学会

より、ワクチン接種を勧める見解が出され

た（2021年8月）。 

3）ブースター接種条件 

イスラエルでは2021年8月から60歳以上を

対象に、3日目のブースター接種が推奨され、

ドイツ、フランスでは9月から高齢者を対象

に開始された。一方、世界保健機関や米国F

DAでは、当初一般の人へのブースターの必

要性はないとの見解を示していた。しかし、

ブースター接種が強力な免疫応答を誘導す

る臨床的エビデンスに基づいて(図2-1参

照)、米国では、ファイザー製またはモデル

ナ製ワクチン（2回接種後、6カ月以上経過し

た65歳以上や、重症化や感染のリスクが高

い18歳以上）、及びジョンソン＆ジョンソン

製ワクチン（1回接種後の2カ月以上経過し

た18歳以上）に対しても、対象者の条件を限

定した形でブースター接種を緊急使用許可

し（2021年10月）、その後も順次年齢を拡大

し、12歳以上の緊急使用が承認された（202

2年1月）。EMAも、対象者を限定する形でブ

ースター接種を承認し（2021年10月）、また

日本ではファイザー製ワクチン（2021年11

月）及びモデルナ製ワクチン（2021年12月）

のブースター接種について特例承認が得ら

れた（表8-10参照）。 

4）免疫不全者への追加接種 

フランス高等保健機構では、免疫抑制状

態にある患者に 3 回目の接種を行うことを

推奨し、その有効性を示唆するエビデンス

が得られている（図 2-2 参照）。免疫不全者

への追加接種は、上記のブースター接種と

は区別され、プライマリー接種として追加
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されるものである。免疫不全または免疫抑

制状態の人に対する追加接種の推奨条件に

関しては、英国 (https://www.sps.nhs.uk/a

rticles/dosing-information-covid-19-prima

ry-vaccination/)や米国規制当局(https://w

ww.cdc.gov/vaccines/covid-19/clinical-con

siderations/covid-19-vaccines-us.html）な

どが提示している。 

 

 

Ｄ．考察 

本研究では、各種のメディア、規制当局、

製薬企業やアカデミアのプレスリリース、

及び文献等から毎日情報を収集し、文献等

は試験デザイン、症例規模、臨床薬理学的及

び統計学的などの観点から選択し、これら

の収集情報を、エクセルファイルに更新し、

規制当局関係者へ情報を提供した。なお、治

療薬及びワクチンの有効性・安全性に関す

る情報として、承認後も特別な集団（妊婦、

免疫抑制状態下の患者、等）の試験結果が、

レターやショートコミュニケーション等で

数多く発表されていたが、即時性が重視さ

れる領域であることから、症例数は限定的

ではあるものの、客観的な検査値を用いた

時系列的な解析、リスク要因の分析など、学

術的にある程度のレベルが保たれていると

判断されるものも選択し、情報を集積した。

テーマごとに文献情報を集約した結果、上

記の集団を含めて、有効性・安全性やそれら

に影響する要因について、各研究結果の間

で、大きな矛盾はなく、互いに補完する情報

を集約できたものと考える（図2-1、-2）。 

毎日の情報収集の中で、各国のコロナウ

イルス感染症蔓延の動向変化に応じて、各

規制当局の対策の在り方に違いがあること

も明らかとなった。特に、副反応リスクへの

対策、ブースター接種の条件等について、承

認された治療薬・ワクチンの使用条件（対象

者の範囲、用法・用量等）は、国ごとに異な

り、また、一つの国内においても、専門家ら

の間で様々な意見があり、短期間に条件が

変更されることも頻繁にあった。これらの

動向を、国・地域の感染動向とともに把握、

整理することも重要であると考えられた。 

また、各国における承認や政策決定の議

論の前に、メディアによる結果の予測が報

道されるが、決定事項が事前の報道と異な

ることも頻繁にあった。そのため、規制当局

からの発信情報、決定事項の根拠となる文

献情報等についても、正確に集約すること

が重要であると考えられた。 

さらに、開発初期の段階では、被験者数が

少ない報告が多いが、治療薬・ワクチン承認

後はリアルワールドデータを用いた研究成

果も増える傾向にあることから、システマ

ティックレビューやメタ解析の情報なども、

経時的に更新することが有用であると考え

られた。 

マスギャザリング時における、感染症対

策を効果的に進めるためには、本研究の事

例のように、日々の情報から重要な情報を

選択し、即時的に規制当局へ情報発信する

とともに、本稿の図表で示した例のように、

各国における規制動向とともに根拠となる

文献情報等も整理・集約し、定期的に情報提

供していくシステムの構築が大変重要であ

ると考えられる。 

 
 
Ｅ．結論 

 新型コロナウイルス感染症のワクチン・

治療薬に関し、臨床試験・研究、製造販売後
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の段階に関して、各種のメディア、規制当局

や文献等より収集した情報を、臨床薬理学

的及び統計学的な観点で、信頼すべき情報

を整理して定期的に集約すること、さらに

その提供方法の効率的なあり方を検討して、

マスギャザリング（オリンピックを含む）に

おける新型コロナウイルス感染症発生回避

と発生時の対応において、最新の知見に基

づいた感染症対策を速やかに実践しうるよ

う情報を整理することを目的とした。各メ

ディアの報道内容や時期等に関する特徴に

基づき、信頼性の高い情報を迅速に収集し

た。また論文等発表に関しても、被験者数や

デザインから信頼性の高い情報を選択する

と共に、ある検討対象について初期の段階

では被験者数が少ない報告が多いことを踏

まえ、システマティックレビュー（やメタ解

析）の方法を、経時的に更新する形で行うこ

とが有用と考えられた。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 該当なし 

 

 2.  学会発表 
1) 青木良子、佐井君江、大里智子、阪本康

司、勝田由紀子、田中庸一、中村亮介、
斎藤嘉朗：新型コロナウイルス感染症治
療薬・ワクチンに係る開発情報の収集・
評価・提供方法の確立。第42回日本臨床
薬理学会学術総会。ポスター。令和3年1
2月9日、国内（仙台）。 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 該当なし 

 

 2. 実用新案登録 

 該当なし
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表１ 調査対象の治療薬、ワクチン(2021 年 11 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ワクチン

レムデシビル （ベクルリー） AZD7442 トジナメラン（コミナティ）

デキサメタゾン（デカドロン） ラナデルマブ （タクジーロ） AZD1222（バキスゼブリア）

ファビピラビル （アビガン） ジルコプラン エラソメラン/mRNA-1273

トシリズマブ （アクテムラ） 高度免疫グロブリン製剤（CoVIg-19） NVX-CoV2373

サリルマブ （ケブザラ） アドレノメデュリン Gam-COVID-Vac （スプートニクV）

バリシチニブ （オルミエント） MK-7110 CVnCoV

シクレソニド （オルベスコ） ルキソリチニブ （ジャカビ） bacTRL-Spike

ナファモスタット （フサン） アナキンラ （キネレット） JNJ-78436735/Ad26.COV2.S

イベルメクチン （ストロメクトール） ADG20 MT-2766

カモスタット （フオイパン） AT-527 AG0301－COVID19

ロピナビル・リトナビル （カレトラ） レグダンビマブ （レッキロナ） S-268019

VIR-7831, VIR-7832 モルヌピラビル INO-4800

バムラニビマブ アサピプラント VLA2001

エリトラン エンソビベプ SCB-2019

アプレミラスト（オテズラ） TM5614/RS5614 SP0253

BI764198 トファシチニブ(ゼルヤンツ) KD-414

アスピリン S-217622 DS-5670

カシリビマブ＋イムデビマブ ブデソニド(パルミコート) mRNA-1283

回復期血漿 PF-07321332（経口）,PF-07304814 EXG-5003

コルヒチン （コルヒチン） VXA-CoV2-1

エクリズマブ （ソリリス） AZD2816

フルボキサミン （デプロメール・ルボックス） GRAd-COV2

SNG001 GBP510

AV-001 VLPCOV-01

一般名または開発コード （商品名）

                                                     治 療 薬
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表 2 レムデシビル（ベルクリー）に関する開発・承認・規制情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 モルヌピラビル（ラブゲリオ）に関する開発・規制情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 PF-07321332／リトナビル（パクスロビド）に関する開発・規制情報 

 

  

⽇付 WHO、ほか ⽶国 欧州連合 ⽇本
2020/5/1 緊急使⽤許可（EUA）を承認 *1
2020/5/7 特例承認 *2

2020/6/25 使⽤条件付き承認
2020/10/22 正式承認 *3

2020/11/19
バリシチニブとの併⽤でEUAを承
認 *4

2020/11/20 WHOは重症度にかかわらず⼊院患者への
投与を推奨しないと指針*5

EMAはWHOの勧告を受け、メタアナリ
シスの確実性は低いこと、WHOはコスト
や静注であることから医療資源への影響
も考慮していることに⾔及

2020/11/25

FDAはWHOの勧告を受け、有効性のエビ
デンスは厳格なACTT-1試験で得られて
おり、SOLIDARITY試験結果はベネ
フィットを論駁しないと反論

PMDAはWHOの指針を受け、「評
価を変える必要はない」と発表

2021/1/7 重症患者だけでなく中等症患者にも投与
を認めるよう添付⽂書を改訂*6

2021/8/4 保険適⽤*7
2021/10/18 ⼀般流通開始

*4: 酸素吸⼊、ECMOによる治療を要する2歳以上の⼩児および成⼈の⼊院患者が対象
*5: メタアナリシスおよびWHO主導のSolidarity試験の中間解析で院内⽣存率などの転帰を改善するエビデンスがみとめられなかったため
*6: 「中等症」という⽂⾔は使⽤せず、新型コロナで肺炎が⾒られれば投与できるようにした
*7: 指定感染症なので、保険適⽤後も治療費の患者負担は⽣じない

*1: ⼈⼯呼吸器使⽤患者には10⽇間、⾮使⽤患者には5⽇間、連続投与する

*3: 酸素補助を要する肺炎の成⼈および12歳以上の⼩児が対象
*2: SARS-CoV-2による肺炎を有する成⼈および⼩児が対象

⽇付 ⽶国 欧州連合 ⽇本
2021/11/16 緊急使⽤許可（EUA）申請
2021/11/18 販売承認申請
2021/12/16 緊急使⽤に関する各国規制当局への勧告

およびローリングレビュー開始
2021/12/22 緊急使⽤許可（EUA）取得
2022/1/10 条件付き販売承認の審査開始
2022/1/14 特例承認申請

⽇付 英国 ⽶国 欧州連合 ⽇本
2021/10/11 緊急使⽤許可（EUA）申請
2021/10/26 ローリングレビュー開始
2021/11/4 条件付き販売承認
2021/11/19 緊急使⽤に関する各国規制当局への助⾔
2021/11/23 承認申請
2021/12/3 特例承認申請
2021/12/23 緊急使⽤許可（EUA）取得 *1
2021/12/24 特例承認
*1: 妊婦、または妊娠している可能性のある⼥性に対する投与は禁忌。
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表 5 バムラニビマブ＋エテセビマブに関する開発・承認・規制情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6 カシリビマブ＋イムデビマブ（ロナプリーブ、REGEN-COV） 

に関する開発・承認・規制情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⽇付 ⽶国 欧州連合
2020/11/9 バムラニビマブ緊急使⽤許可（EUA） *1
2021/3/2 バムラニビマブ＋エテセビマブ併⽤療法のEUA承認

2021/3/5 EMAがバムラニビマブ単独投与およびエテセビマブとの併⽤投与に関する勧告を
発表、承認前に各国での抗体の使⽤をサポートするもの

2021/4/9 バムラニビマブ単独療法に抵抗性を⽰す変異株の報告が増加

2021/4/12 ⽶国政府とのバムラニビマブ単独の購⼊契約を修正、エテセビマブとの組み合わ
せ製剤を供給に変更

2021/4/16 バムラニビマブ単独療法のEUA取り消し *2
2021/11/2 ローリングレビュー終了（製造業者が承認申請取り下げ） *3

*3: 今回の取り下げは製造業者による決定。これは、EMAがこれらの抗体に関するデータをこれ以上審査せず、今回の審査の結論を出さないことを意味する。

*1: SARS-CoV-2ウイルス検査陽性の12歳以上、体重40kg以上の重症COVID-19への進⾏・⼊院のリスクが⾼い患者を対象。
      これには65歳以上または特定の慢性症状を有する患者も含まれる。
*2: ⽶国においてCOVID-19治療⽤バムラニビマブ＋エテセビマブ併⽤療法への移⾏が完了し、バムラニビマブ単独療法のEUA取り消しを要請。

⽇付 英国 ⽶国 欧州連合 ⽇本
2020/10/7 緊急使⽤許可を申請
2020/11/21 緊急使⽤許可（EUA）を承認 *1

2020/12/10 中外製薬、抗体カクテル療法を
ロシュから導⼊

2021/2/21 EMAがローリングレビューを開始
2021/2/26 使⽤に関するポジティブな勧告 *2

2021/4/8
NIHガイドラインで⾼リスク外来患者へ
の使⽤を強く推奨、特定変異株流⾏地域
での優先的使⽤を推奨

2021/4/12 予防試験で感染リスク低減が⽰される、
予防⽬的の使⽤を申請する⾒通し

2021/6/4 EUA更新（⽤量を2,400 mgから1,200 mg
に引き下げ）

2021/6/29 特例承認を申請
2021/7/19 特例承認 *3
2021/7/30 EUAを曝露後予防にも適応拡⼤
2021/8/13 短期⼊院、宿泊療養施設でも投与可能に

2021/8/20 条件付き販売承認
（予防および治療を⽬的） *4

2021/8/25 ⾃宅療養者らが通院で投与を
受けられるよう⽅針変更

2021/11/12 承認 *5
2021/12/24 オミクロン株には推奨せず

*3: 軽症から中等症のCOVID-19患者の治療、原則として⼊院患者への使⽤に限る
*4: 既感染患者の治療またはCOVID-19感染予防を適応として承認。この中には、ワクチン接種による免疫応答や防御が期待できない病状の⼈も含まれる

      COVID-19の予防（曝露前または曝露後の予防）を⽬的とした販売承認を付与

*1: 12歳以上の軽度〜中等度のCOVID-19患者で、持病があるか⾼齢のため重症化リスクの⾼い⼈が対象。⼊院患者や酸素療法が必要な患者への投与は認めず
*2: EMAによる販売承認に先⽴ち、抗体カクテル医薬品使⽤に関する各国の意思決定の際にヒト⽤医薬品委員会（CHMP）のポジティブな意⾒を活⽤できる。

*5: 酸素補充を必要とせず、疾患重篤化リスクの⾼い成⼈および⻘年（12歳以上、体重40kg以上）のCOVID-19の治療、および体重40kg以上の12歳以上の
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表 7 ソトロビマブ（ゼビュディ）に関する開発・承認・規制情報 
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表 8 ファイザー製ワクチン（トジナメラン/BNT162b2）の使用に関する規制情報  

 

  

⽇付 英国 ⽶国 欧州連合 ⽇本
2020/12/2 ⼀時使⽤許可(16歳以上）
2020/12/11 緊急使⽤許可（EUA）(16歳以上）
2020/12/21 条件付き販売承認（CMA）(16歳以上）
2021/2/14 特例承認(16歳以上）
2021/5/10 対象者を12歳以上へ拡⼤
2021/5/28 対象者を12歳以上に拡⼤（CMA）
2021/5/31 対象者を12歳以上に拡⼤
2021/8/12 免疫不全者への3回⽬接種承認 
2021/8/23 正式承認(16歳以上）
2021/9/13 12〜15歳への単回接種提供を発表
2021/9/14 3回⽬接種*1の承認を発表
2021/9/17 ブースター接種(限定)*4を容認
2021/9/20 対象者を１２歳以上へ拡⼤

2021/9/22
ブースター接種(65歳以上、重症化
⾼リスク）の承認(EUA)

2021/10/4 ブースタ―接種*3の推奨

2021/10/21
ブースター接種(3種の混合接種
等)*2の承認（EUA）

2021/10/28 ブースター接種(全て)*5⽅針を決定

2021/10/29
対象者5-11歳（３分の１量を２
回）に拡⼤（EUA）

2021/11/11 3回⽬ブースター接種*6の特例承認

2021/11/19
ブースター接種（18歳以上、混合
接種）の承認（EUA）

2021/11/25 対象者5-11歳（３分の１量を２回）の推奨

2021/12/8 ブースター接種（16-17歳、同種接
種）の承認(EUA)

2021/12/22 対象者5〜11歳への接種開始

2022/1/3
ブースター接種（12-15歳、同種接
種）の承認(EUA)

2022/1/21 対象者5〜11歳への特例承認

*3: 18歳以上で２回⽬接種から少なくとも６か⽉経過後、免疫不全者で2回⽬接種から28⽇以上経過後
*4: 原則同種ワクチン、2回接種から8か⽉以上経過後、重篤な副反応の出た場合、異なるワクチンを接種する交互接種も了承（添付⽂書改訂へ）
*5: 2回接種後、8カ⽉後を⽬途に全ての希望者を対象に実施する⽅針を決定、「交互接種」の是⾮については議論を継続
*6: 18歳以上,2回⽬接種から少なくとも6カ⽉経過後

*1: 50歳以上、医療従事者、16歳以上の基礎疾患があり、2回⽬から6か⽉以降。ファイザー製がない場合、半分量のモデルナ製を接種可。mRNAワクチンでアレ
ルギー反応が出る場合、アストラゼネカ製ワクチンを使⽤。
*2: ファイザーまたはモデルナワクチンを2回接種し6カ⽉以上経過した65歳以上や、重症化や感染リスクの⾼い18歳以上。J＆Jワクチンを1回接種し2カ⽉以上経
過後の18歳以上
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表 9 アストラゼネカ製ワクチン（AZD1222）の使用に関する規制情報 

 ⽇付 英国 欧州連合 ⽇本
2020/12/30 緊急使⽤許可（18歳以上）
2021/1/29 条件付販売承認（18歳以上）

2021/4/7 18-29歳への接種を推奨せず
2021/4/7 希少⾎栓症を副反応と判断
2021/5/7 18-39歳への接種を推奨せず
2021/5/21 ⾎栓患者への再接種禁⽌を勧告

2021/5/21 特例承認（18歳以上）
2021/6/11

⽑細⾎管漏出症候群の既往歴のある
⼈へ使⽤禁⽌を勧告

2021/7/27
添付⽂書の副反応に「⾎⼩板減少」
の追加を指⽰

2021/7/30 40歳以上の臨時接種使⽤の承認

2021/9/14 ブースター接種（限定）*1、
12-15歳への1回接種を決定

2021/9/17 ブースター接種(限定)*2を容認
2021/10/28 ブースター接種(全て)*3⽅針を決定

*1: 50歳以上、⾼齢者施設の⼊居者・医療関係者、既往症を持つ16〜49歳
*2: 原則同種ワクチン、2回接種から8か⽉以上経過後、重篤な副反応の出た場合、異なるワクチンを接種する交互接種も了承
*3: 2回接種後、8カ⽉後を⽬途に全ての希望者を対象に実施する⽅針を決定、「交互接種」の是⾮については議論を継続



17 
 

表 10 モデルナ製ワクチン（エラソメラン/mRNA-1273）の使用に関する規制情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⽇付 英国 ⽶国 欧州連合 ⽇本
2020/12/18 緊急使⽤許可(EUA)(18歳以上）

2021/1/6 条件付き販売承認（18歳以上）
2021/1/8 ⼀時使⽤許可(18歳以上）
2021/5/19

ブースタ―試験（複数社のワクチ
ン）開始を発表

2021/5/21 特例承認(18歳以上)
2021/7/19 対象者を12歳以上へ拡⼤
2021/7/23 12〜17歳への承認勧告
2021/8/12 免疫不全者への3回⽬接種を認可
2021/8/17 12〜17歳の使⽤を承認
2021/9/17 ブースター接種(限定)*1を容認
2021/10/5 ブースター接種(限定)*2の承認
2021/10/20 ブースター接種(限定)*3の承認
2021/10/25 ブースター接種(18歳以上）の勧告
2021/10/28 ブースター接種(全て)*4⽅針を決定
2021/11/10 6-11歳での使⽤の審査開始
2021/11/19 ブースター接種(18歳以上）承認
2021/12/16 3回⽬接種に関する特例承認*5

*1: 原則同種ワクチン、2回接種から8か⽉以上経過後、重篤な副反応の出た場合、異なるワクチンを接種する交互接種も了承
*2: 12歳以上の重度免疫不全者、2回⽬接種から28⽇以上経過後の3回⽬の接種
*3: 65歳以上、及びCOVID-19感染⾼リスクの18〜64歳、プライマリー投与完了から少なくとも6ヶ⽉後にmRNA-1273（⽤量50μg）を接種、混合接種を容認
*4: 2回接種後、8カ⽉後を⽬途に全ての希望者を対象に実施する⽅針を決定、「交互接種」の是⾮については議論を継続
*5: 18歳以上、従来の半量、2回⽬接種から6カ⽉経過後
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図 1 新型コロナウイルス感染症治療薬の有効性・安全性に関する論文の試験デザインと結果（主要医学論文情報より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験デザイン 治療薬記号 主要評価項⽬ 試験名 国 症例規模(全群) 結果 書誌情報

D-1, D-11 院内死亡率 SOLIDARITY 30カ国 > 10000
レムデシビル、ヒドロキシクロロキン、ロピナビル/リトナビル、イ
ンターフェロンは、院内死亡率を低下せず

N Engl J Med. 2021 Feb
11;384(6):497-511

D-4 院内死亡率（28⽇⽬） RECOVERY 英国 > 4000
全⾝炎症を呈する低酸素症の⼊院患者において、死亡率を14%低下さ
せた

Lancet. 2021 May
1;397(10285):1637-1645

D-18 院内死亡率（28⽇⽬） RECOVERY 英国 〜 10000
COVID-19 ⼊院患者で、カシリビマブ＋イムデビマブはベースライ
ン時に抗体陰性であった患者の 28 ⽇間死亡率を低下させた

medRxiv. Jun 16, 2021

D-4, D-5 院内死亡率（21⽇⽬） REMAP-CAP ⽶国、英国ほか > 800
ICUで臓器サポートを受けるCOVID-19重症患者にトシリズマブおよ
びサリルマブ投与で、⽣存期間を含む転帰を改善

N Engl J Med. 2021 Apr
22;384(16):1491-1502

D-1 回復までの⽇数 ACTT-1 10カ国 > 1000
下気道感染症状を呈するCOVID-19⼊院患者で、回復までの⽇数を中
央値で5⽇短縮した

N Engl J Med. 2020 Nov
5;383(19):1813-1826

D-1, D-6 回復までの⽇数 ACTT-2 8カ国 > 1000
バリシチニブとレムデシビルの併⽤は、レムデシビル単独よりも
COVID-19患者の回復時間を短縮した

N Engl J Med. 2021 Mar
4;384(9):795-807

D-4 院内死亡率（28⽇⽬） EMPACTA 6カ国 > 300
⼈⼯呼吸未使⽤のCOVID-19肺炎⼊院患者では、⽣存率は改善しな
かった

N Engl J Med. 2021 Jan
7;384(1):20-30

⾮盲検アダプティブプ
ラットフォーム
無作為化⽐較試験

⼆重盲検無作為化
プラセボ対照試験
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図 2-1 新型コロナウイルスワクチンの有効性・安全性に関する論文の動向（主要医学論文情報より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テーマ ワクチン記号 主要評価項⽬ 試験デザイン 国 症例規模(全群) 論⽂形態 結果 書誌情報

V-1 中和抗体価 イスラエル < 10 レター
既感染者へのワクチン1回接種で、変異株（B.1.1.7，P.1，B.1.351） 
に対する抗体応答が増強

NEJM Apr 7 2021 DOI 
10.1056NEJMc2104036

V-1 中和抗体価 ⽶国 < 20 レター
ワクチン2回接種で、変異株S遺伝⼦組み換え体（USA-WA1/2020，
B.1.429 ，B.1.526）への有効性が⽰唆

NEJM May 12, 2021 DOI 
10.1056NEJMc2106083

V-1, V-3 中和抗体価 ⽶国 < 50 レター
変異株（B.1.617.1，B.1.617.2）への中和活性は、ワクチン接種から
時間とともに低下しつつも、3カ⽉後も維持

NEJM July 7, 2021 DOI 
10.1056NEJMc2109465

V-3 中和抗体価 フランス > 100 フルペーパー
ワクチン2回接種後、デルタ変異株（B.1.617.2）に対する中和活性は
アルファ変異株（B.1.1.7）の1/5〜1/3

Nature. 2021 Jul 8. doi: 
10.1038/s41586-021-03777-9

V-1, V-2 ⼊院・死亡率 試験陰性症例対照研究 カタール > 800,000 フルペーパー
ワクチン1回接種後より、アルファ変異株（B.1.1.7）およびベータ変
異株（B.1.351）に対する⾼い有効性を⽰す

Nat Med. 2021 Jul 9. doi 
10.1038s41591-021-01446-y

V-1 ⼊院防御率 後ろ向きコホート ⽶国 > 3,000,000 フルペーパー
2回⽬接種後、半年間もデルタ変異株（B.1.617.2）感染による⼊院の
93%を予防

LANCET October 04, 2021doi.org/ 
10.1016/S0140-6736(21)02183-8

V-1, V-2 抗体価及び反応原性
多施設共同⾮盲検無作
為化⽐較

スペイン > 600 フルペーパー
V-2の初回接種後、2回⽬のV-1接種により、抗体価が⼤きく上昇、安
全性も許容範囲であることが⽰唆

Lancet. 2021 Jun 25; 
doi.org/10.1016/S0140-
6736(21)01420-3

V-1, V-2
中和抗体価、特異的T細胞
応答

ドイツ > 100
ショートペー

パー
2回⽬の接種における、変異株（B.1.1.7，B.1.351およびP.1）に対す
る中和抗体価は、V-1を⽤いた⽅がV-2よりも⾼い

Nat Med. 2021 Jul 14. doi: 
10.1038/s41591-021-01449-9

V-1
COVID-19発症及び重症
化

レトロスペクティブ イスラエル > 1,000,000 フルペーパー
ブースター（3 回⽬）接種により、COVID-19発症率および重症化率
は⼤幅に低下

NEJM Sep 15, 2021 DOI 
10.1056NEJMoa2114255

V-3 中和抗体価、反応原性
多施設共同逐次割り付
け⾮盲検

⽶国 < 100 フルペーパー
V-3(オリジナル及び変異株⽤改変）すべてのブースター（3回⽬）接
種は、野⽣型及び主要な変異株（B.1.351，P.1，B.1.617.2を含む）に
対する中和抗体価を上昇

Nat Med. 2021 Sep 15. doi: 
10.1038/s41591-021-01527-y

V-1 中和抗体価 ⽶国 > 20 レター
3回⽬接種により、野⽣型（USA-WA1/2020）及び変異株（デルタ
型、ベータ型）への中和抗体価が上昇

NEJM Sep. 15, 2021 DOI 
10.1056NEJMc2113468

V-1 ⺟乳中の抗体陽性率、抗
体量

前向きコホート研究 イスラエル < 100 レター ワクチン接種後の⺟乳に抗体(IgA, IgG)が分泌、2回⽬接種後にIgGは
⼤幅に上昇、妊婦の反応原性は⾮妊婦と同様

JAMA. April 12, 2021. 
doi10.1001jama.2021.5782

V-1, V-3
⺟体、妊娠、胎児への有
害反応

⽶国 > 30.000 フルペーパー ワクチン接種の妊婦に、明らかな安全性シグナルは⽰されず
N Engl J Med. 2021 Apr 21. doi 
10.1056 NEJMoa2104983

V-1, V-3 ⺟体と臍帯⾎の抗体価 ⽶国 > 100 レター
初回接種の5⽇後に⺟体に抗体が産⽣、16⽇後には胎盤を介して新⽣
児に移⾏

Obstet Gynecol. 2021 Apr 28. doi: 
10.1097/AOG.0000000000004438

V-1, V-3 中和抗体価、特異的T細胞
応答

探索的、記述的、プロ
スペクティブコホート

⽶国 > 100 フルペーパー ワクチン接種で誘導された抗体は乳児の臍帯⾎および⺟乳に移⾏、
変異株への抗体反応は低いがT細胞反応を⽰す

JAMA. 2021 May 13. doi: 
10.1001/jama.2021.7563

V-1 SARS-CoV-2感染 後ろ向きコホート研究 イスラエル > 15,000 フルペーパー
ワクチン接種の妊婦では、⾮接種の妊婦と⽐較し、SARS-CoV-2感染
リスクが有意に低下

JAMA. July 12, 2021. 
doi:10.1001/jama.2021.11035

V-1 ⺟乳および⾎清中の抗体
価

前向きコホート研究 スペイン > 30 レター ワクチン接種後の⺟乳に抗体が産⽣、2回⽬の接種でレベルが上昇 JAMA Netw Open. 2021;4(8) 
e2120575

V-1, V-3 有害事象
プロスペクティブコ
ホート研究

⽶国 > 15,000 レター ワクチン接種は、妊娠中、授乳中、または妊娠を計画している⼈に
対し、良好な忍容性を⽰した

JAMA Netw Open. 
2021;4(8):e2121310

V-1: ファイザー製ワクチン（トジナメラン/BNT162b2）、V-2:アストラゼネカ製ワクチン（AZD1222/ChAdOx1 nCoV-19）、V-3:モデルナ製ワクチン（エラソメラン/mRNA-1273） 

変異株への有効性

ブースター/混合接種
（変異株への効果を含
む）

妊婦への影響
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図 2-2 新型コロナウイルスワクチンの有効性・安全性に関する論文の動向（主要医学論文情報より抜粋） 

 

 

テーマ ワクチン記号 主要評価項⽬ 試験デザイン 国 症例規模(全群) 論⽂形態 結果 書誌情報

V-1 抗体陽性率、抗体価
レトロスペクティブコ
ホート研究

フランス > 100 レター
固形臓器移植患者へのワクチン3回⽬の接種により、免疫原性が⼤幅
に改善

N Engl J Med. 2021 June 23. doi: 
10.1056/NEJMc2108861

V-1, V-3 抗体価
前向き縦断コホート研
究

⽶国 < 500 フルペーパー
炎症性腸疾患患者は⾃然感染に対する抗体応答は低いが、ワクチン
接種により⾼い抗体応答を⽰し、野⽣型及び変異株に対しても中和
抗体を獲得

Inflammatory Bowel Diseases, 
2021, XX, 1‒8. 
doi.org/10.1093/ibd/izab207

V-1
抗体陽転率、 COVID-19
発症率

コホート研究 イスラエル > 200 フルペーパー
がん治療患者では、初回ワクチン接種後の抗体反応は低いが、2回⽬
接種で抗体陽転が得られ、有害事象は健康⼈データと同様であった

JAMA Oncol. 2021 Jul 8. doi 
10.1001jamaoncol.2021.2675

V-1 V-2 中和抗体価
多施設共同コホート研
究

英国 < 200 レター
⾎液透析患者への2回ワクチン接種は、野⽣型及び変異株（B.1.1.7，
B.1.351，B.1.617.2）に対する中和抗体を誘導するが、V-2による応
答はV-1より低く、糖尿病や免疫抑制下の患者の反応は弱い

Lancet. 2021 Jul 12;S0140-
6736(21)01854-7

V-1 抗体価 単⼀施設コホート研究 カナダ < 200 フルペーパー ⾎液透析患者におけるワクチンの単回接種後の免疫原性は低いが、2
回⽬の接種で抗体陽定率が上昇

JAMA Network Open. 
2021;4(9)e2123622. 

V-3 抗体価 フランス > 150 レター
ワクチン2回接種で抗体産⽣が⾒られなかった腎移植患者にて、3回
⽬の接種で約半数に抗体が誘導された。タクロリムス、ミコフェ
ノール酸、ステロイドの治療患者では、抗体誘導能が低下

JAMA.  Published online July 23, 
2021. 
doi:10.1001/jama.2021.12339

V-3 抗体陽転率 無作為化試験 ⽶国 > 100 レター
臓器移植患者へのワクチン3回⽬の接種により、抗体陽転率及び中和
抗体陽性率は、プラセボ群と⽐較し有意に上昇し、SARS-CoV-2特異
的 T 細胞数も増加した。重篤な有害事象は⾒られなかった。

NEJM Aug. 11 DOI 
10.1056NEJMc2111462

V-1, V-3 抗体陽転率、抗体価
プロスペクティブコ
ホート

⽶国、スイス > 100 フルペーパー

がん患者への2回のワクチン接種による抗体陽転率は、⾎液がん患者
では固形がん患者よりも有意に低く、抗CD-20抗体治療歴のある患
者では抗体反応が得られず、抗体価は化学療法、モノクローナル抗
体治療群で低かった

Cancer Cell Available online 18 June 
2021 doi.org 10.1016 
j.ccell.2021.06.009

V-1 V-2
抗体価
特異的T細胞反応

多施設共同、多疾患、
前向きコホート研究

英国 > 800 プレプリント
免疫不全または免疫抑制下の患者の特定のグループでは、ワクチン
接種後の抗体陽転率が低下した（特にリツキシマブによる治療患
者）

SSRN. 2021 Aug 23. doi: 
10.2139/ssrn.3910058

V-1 免疫応答、安全性
観察研究/第1相介⼊臨
床試験

⽶国 > 100 フルペーパー
化学療法を受けている固形がん患者への3回⽬のワクチン接種によ
り、中和抗体価が上昇したが、T細胞応答は改善せず、有害事象は軽
微であった

Nat Med. 2021Sep 30 
doi.org/10.1038/s41591-021-
01542-z

V-1: ファイザー製ワクチン（トジナメラン/BNT162b2）、V-2:アストラゼネカ製ワクチン（AZD1222/ChAdOx1 nCoV-19）、V-3:モデルナ製ワクチン（エラソメラン/mRNA-1273） 

免疫不全者への影響
（3回⽬接種、変異株

への効果を含む）
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